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要旨

大学等発ベンチャーの現状や課題､大学等発ベンチャーによる効果を多角的に把握する

こと､また今後の施策-の示唆を得ることを目的として､2008年度末時点で現存する大学

等発ベンチャー1780社-のアンケー ト (2010年 3月実施 :有効回答 597件)と大学等発

ベンチャー13社の経営者や研究者 ら-のインタビューを実施 した｡

その結果､次のような結果が得 られた｡大学等発ベンチャーの多くはいまだ赤字である

が､その中でもバイオベンチャー (医薬関連製造業)は事業化まで長期化するうえ､研究

開発費が極めて高額で大幅に赤字となっていることから､資金調達は特に大きな課題 とし

て意識されている｡さらにバイオベンチャーは株式公開や海外進出を目指す､あるいは達

成 した企業が特に多い｡ したがって､わが国ではライフ ･イノベーションを推進にあたっ

ては､これ らバイオベンチャーの特殊性を踏まえ､バイオベンチャーに対 しては長期間に

わたる多額の資金的支援や海外支援の強化等の支援が求められる｡

また研究者はベンチャー活動-の参加を通 じてアカデミックな研究やキャリア形成の面

でよい効果を得ている｡研究者はベンチャー活動からアカデ ミックな研究に対して刺激を

受け､ベンチャー活動で得た知見を基に研究を発展させていた｡さらに30代以下の若手研

究者は起業やベンチャー活動に参加することによって､幅広い専門知識､ビジネススキル

を身につけて短期間に成長 していた｡ したがって､今後は大学等発ベンチャーの経済効果

だけでなく､今後は大学等発ベンチャーの人材育成や研究振興面での効果にも着 目してい

く必要がある｡
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概 要



わが国における大学等発ベンチャーの設立数は近年減少しているものの､2008年度末時点での設立

累計は約 2000社となり､これまでに設立されたベンチャーの中から株式公開や売却､廃業するベンチ

ャーが目立っようになった (科学技術政策研究所,2010)1｡これまでに設立されたベンチャーの現

状や課題を踏まえて､今後はこれらのベンチャーの中からいかに成功事例を生み出し､わが国の

経済活性化につなげていくのか議論をし､施策に反映していく必要がある｡

また大学等発ベンチャーがもたらす効果についても改めて議論する必要がある｡大学等発ベン

チャーによる経済的な効果については､これまでに売上高や従業員数などのデータから直接的あ

るいは間接的に示されてきた (経済産業省,2008･2009)2｡科学技術政策研究所(2009)=3でも大学等

発ベンチャーの売上高や経常利益等のデータを収集し､分析している｡しかしながら､これら調査では経

済的な面以外の効果を十分検討してこなかった｡今後のベンチャー支援について検討していく際には､

経済的な面だけでなく多面的にベンチャーの効果を捉えていくことが求められる｡

そこで科学技術政策研究所では､大学等発ベンチャーの現状や課題､大学等発ベンチャーの効果

を多角的に把握すること､また今後の施第-の示唆を得ることを目的として､調査を実施 した｡

本調査ではベンチャー活動による効果として､特に大学等の研究者や30代以下の若手人材がベン

チャー活動に参加することによって感 じる効果に着目した｡

本調査では､大学等発ベンチャーに対するWEBアンケー ト調査と関係者に対するインタビュー

調査を実施した｡科学技術政策研究所による大学等発ベンチャーに対するアンケー ト調査は 2回

目で､大規模なインタビュー調査は今回初めて実施した｡lVEBアンケート調査は､2008年度末時点で現

存し､所在が判明している 1780社を対象に 2010年 3月に実施した｡有効回答は 597件､回収率は

33.5%であった｡インタビュー調査は大学等発ベンチャー13社の経営者や関係する大学等の研究者ら

計 23名を対象に2010年 2月から12月にかけて実施した｡

アンケート調査の分析にあたっては､調査項目の全般にわたりベンチャー全体の動向を示しつつ､主

に業種別の分析を行った｡前回の大学等発ベンチャー-のアンケート調査の分析では科学技術分野の

違いによって事業活動や課題が異なってくることが判明している(科学技術政策研究所,2009)｡この結

果を踏まえて､今回の調査では科学技術分野よりもさらにベンチャーの特性を踏まえた分析を行うために

業種別分析を行った｡業種分類は､製造業(医薬/その他)､情報通信業､サービス業(医薬/非医薬の技

術関連/その他)､その他の7分類とした｡

科学技術政策研究所｢大学等におけるベンチャーの設立状況と産学連携･ベンチャー活動に関する意識｣調査資料 No.189,2010年 9

平成 19年度および平成 20年度経済産業省産業技術調査｢大学発ベンチャーに関する基礎調査｣実施報告書.

科学技術政策研究所｢大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 200ト08｣,調査資料 No.173,2009年 12月,



(1)設立時から現在までに資本金や従業員が増加し､ベンチャーの多くは短期間_で事業化

令 大学等発ベンチャーは設立時に比べて現在(2010年 3月時点)までに平均資本金額は10.2倍､平

均従業員数(非常勤､役員ともに含む)が2.6倍となり､大きくなっている(図3-3-2,図3-2-2)｡

令 大学等発ベンチャーの86.5%はすでに事業化済み(何らかの製品やサービスを販売済み)で､事業

化済み企業は平均して1.5年で事業化している(図4-1-1,図表 4-2-4)｡

(2)設立の母体となった大学等から学生や卒業生を受け入れることが多い

令 大学等発ベンチャーの 67.0%で設立の母体となった大学等から学生や院生､ボスドク､卒業生を従

業員やアルバイト､インターンシップとして受け入れており､50.4%は直近 3年間(2007年度以降)に

受け入れている(図7-5-1)｡

(3)過半数はいまだ赤字で資金不足を感じ､補助金等を利用する企業も多Ll

や 大学等発ベンチャーの53.2%はいまだ赤字で､赤字企業の過半数は前年度比で経常利益がさらに

下がっている(図 10-1-1,10-1-3)｡

車 90%以上のベンチャーは｢設備投資費｣､｢研究開発費｣､｢日常的な運転資金｣を必要としているが､

これら資金を｢確保できている｣と感じているベンチャーはそのうちの20%以下である(図 10-3-1)｡

車 大学等発ベンチャーの多くは研究開発に係る補助金等に対する関心が非常に強く､実際に補助金

等を利用する企業も多い(図9-4-1 ) ｡

14)経営者は50代以上､_理系､企業出身が主

車 大学等発ベンチャーの現経営者は50代以上が約60%を占め､最終学歴(中退や在学中も含む)は

博士課程(39.1%)と大学学部(33.6%)に分かれるが､圧倒的に理系が多い(79.0%)(図 5-2-1,

5-2-2)U

令 現経営者の直前の所属先は約半数が企業で､35.0%は大学等の教職員(現職で兼業している者と

退職者どちらも含む)である(図5-2-3)｡

令 一方､30代以下の現経営者は直前には学生･院生であった割合が高く､30代の現経営者の最終学

歴は過半数が博士課程である(図5-3-2,5-3-1)｡

(5)特許を重視し海外出願や審査請求経験のある企業が多いが､特許関連費用の捻出が課題

や 大学等発ベンチャーの89.0%は研究開発と関連した事業を実施しており､これらのベンチャーの多

くは特許の出願･取得･保有を非常に重視し､特許出願経験もある｡特許出願経験のあるベンチャー

のうち海外出願(62.5%)や審査請求(79.2%)を経験しているベンチャーは多いが､これに比べてラ

イセンシング経験のあるベンチャー(41.6%)は少なく､多くのベンチャーで特許の取得や維持費用

の捻出が大きな課題となっている(図9-1-1,9-2-1-9-2-4)｡

(6)研究開発での最も重要な連携先は大学等で､大学等との連携で施設の利用や信用力を期待

や 大学等発ベンチャーの 76.9%は外部と連携して研究開発を進めており､これらベンチャーの過半数

は最も重要な連携先として母体となった大学等を挙げている(図9-3-1,9-3-2)｡

令 大学等発ベンチャーは母体となった大学等との連携で｢施設･装置の利用｣､｢信用力の獲得｣を特

に期待している(図7-4-1 ) ｡

(7)課題は市場開拓､収益確保､研究開発資金の獲得

や 大学等発ベンチャーは｢販路･市場の開拓｣､｢収益確保｣､｢資金調達(研究開発資金)｣の順に課

題を感じている(図 11-1-1)｡またベンチャーでは不況によって受注や資金調達が難しくなり､新た

2



に従業員や将来に向けた設備投資ができず､競争力が低下するというネガティブスパイラルが生じ

ている(アンケート自由記述より)0

(8)株式公開は目指さないが､海外進出意欲は強い

や大学等発ベンチャーは全般に将来的に株式公開や企業売却を目指さず､現在の形態を維持したま

ま成長したいと考えているが､一方で海外進出意欲は強い(図 11-2-1,ll-2-2)｡

(1)設立時から現在までに資本金や従業員が際立って増加し､事業化は顕著に長期化

+ 大学等発ベンチャーの中でも医薬品関連の製造業のベンチャー(以下､｢バイオベンチャー｣という)

は､現在(2010年 3月時点)までに平均資本金額は54.6倍､平均従業員数は4.7倍となり､際立っ

て大きくなっている4(図1)0

◆ また事業化済みの企業は69.4%(全体では86.5%)にとどまり､事業化済み企業における設立から

事業化までの期間(2.6年)は明らかに他業種に比べて長い5 (図4-1-1,図表 4-2-4)0

(か従業員数

図1 設立時と2010年 3月現在の従業員数と資本金額の平均
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(2)研究開発投資額が突出して大きく大幅な赤字で､補助金等を特に利用

やバイオベンチャーの直近 1年間6の売上高は比較的高い(平均 1億 2370万円)ものの､これを上回る

研究開発投資(平均 1億 9170万円)をしており､他業種と比べても際立って大幅な赤字となっている

7(経常利益平均マイナス2億 2720万円)(図2,図 10-卜1)0

や バイオベンチャーの86.3%は研究開発に係る補助金等を利用している(図9-4-1)0

や バイオベンチャーは設備投資資金を特に必要としているが､これを確保できていない(図 10-3-1)｡

4 業種の影響を見るため分散分析を行ったところ､2010年 3月時点の従業員数平均および研究開発に関わる従業員数平均､資本金額

平均については､｢医薬品､医療に関わる製造業｣と他業種の間にそれぞれ統計的に有意な差を確認できた｡

5分散分析の結果､事業化までの期間は､｢医薬品､医療に係る製造業｣では｢その他製造業以外｣を除く全ての業種に対して有意に長

期化することがわかった(pく0.05)｡
6直近 1年間とは｢2009年 3月末もしくは2010年 3月時点の直近の決算日から遡る1年分｣として調査｡

7 直近 1年間の財務データに対する業種の影響を見るため､分散分析を行ったところ､経常利益と研究開発費は｢医薬品､医療に係る製

造業｣と他業種の間で有意差を確認できた(pく0.001)U



図2 直近 1年間の財務状況(平均値)

(注)直近 1年間とはr2009年 3月 31日または直近の決算日から遡る1年分｣として調査｡各N数は図 10-1-1を参照.

(3)特許は事業の基礎であり､特に重視する一方､特許関連費用の捻出は大きな課題

◆ バイオベンチャーは事業化の際に特許が基となっている場合が特に多い(78.7%)(図412-1)O

や また特許の出願､取得､保有を非常に重視し(91.5%)､特許出願経験がある(86.4%)企業も多い

(図 9-2-1,9-2-2)0

◆ さらにバイオベンチャーは特許出願経験のあるベンチャーのうち､海外出願(86.0%)､審査請求

(80.0%)､ライセンシング経験(52.0%)のあるベンチャーも他業種に比べて多く､特許関連費用の

捻出はとりわけ大きな課題と認識されている(図9-2-3,9-2-4).

(4)資金不足が顕著で､資金調達が特に大きな課題

やバイオベンチャーの約 6-7割が､直近 1年間(2010年 3月から遡る1年間)で｢金融機関や事業

会社からの出資｣を受けることや｢株式公開｣が｢非常に難しくなった｣と感じている(図 10-2-1)0

◆ バイオベンチャーは｢販路･市場の開拓｣や｢収益確保｣よりも｢資金調達(研究開発資金､人件費と

も)｣をとりわけ大きな課題として意識している(図 11-1-1)0

(5)株式公開や海外進出を目指す､あるいは達成した企業が多い

◆ バイオベンチャーは､(株式公開や企業売却を目指さず)現在の形態を維持して成長するよりも､

株式公開や海外進出を目指す企業や既にこれらを達成した企業が多い(図 11-2-1,1卜2-2)0

(1)設立の母体となった大学等から学生や卒業生を受け入れることが特に多い

令 大学等発ベンチャーのうち情報通信業のベンチャー(以下､｢ITベンチャー｣という)は､大学等との

連携を通じて｢人材(卒業生や学生)の確保｣を強く期待しており､78.5%が設立の母体となった大学

等から学生や院生､ボスドク､卒業生を受け入れている(図 7-4-1,7-5-1).

(2)経営者の年齢層が苦い

や ITベンチャーの現経営者の年齢は20代､30代で約半数を占める(図5-2-1).

(3)特許よりもむしろノウハウを重視し､特許を基にしたビジネスが課題

や IT ベンチャーではノウハウの管理､保護を非常に重視している企業は多い(67.6%)が､これに比べ
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て特許の出願･取得･保有を非常に重視する企業は少ない(36.5%)(図9-2-1 ) ｡

令 ITベンチャーは特許出願経験のある企業(58.1%)や海外出願経験のある企業が少なく(特許出願

したことのあるベンチャーのうち 38.1%)､特許費用と同じくらい特許を基にしたビジネス展開､収益

確保が課題となっている(図 9-2-2,9-2-3,9-214)｡

(1)共同研究や特許出願経験を経て大学等発ベンチャー活動に関与する教職員が多い

令 (起業時にシーズを提供したり､立ち上げに関与するなどの形で)ベンチャーに関与する大学等の教

職員は､ベンチャーに関与する以前から企業との共同研究や(発明者として)特許出願の経験が豊

富であることが多い(図 8-1-5)｡したがって､産学連携活動に活発に取り組んできた研究者が新た

な産学連携活動として大学等発ベンチャーに関係するようになってきているといえる｡

(2)大学等発ベンチャーに関与する研究者の多くはベンチャー活動に参加することがアカデミックな研究

にも効果があると実感

車 大学等発ベンチャーの経営を兼任する大学等の教職員は､ベンチャー活動に参加 して自身や研

究室によい効果があったと約 90%が感じており､｢社会ニーズの把握/社会との接点の増加｣､｢出

口を意識した研究の実施｣､｢アカデミックな研究の進展/研究の幅の広がり｣､｢知財の権利意識の

向上/特許出願機会の増加 ｣のいずれの点でも効果があったと感じている(図 8-2-2)｡

車 研究者-のインタビューでもベンチャー活動がアカデミックな研究に対してよい効果を与えているこ

とを確認できた｡研究者はベンチャー活動から刺激を受け､アカデミックな研究のモチベーションを

高め､ベンチャー活動で得た知見を基に研究を発展させていた｡学生に対する教育や大学の施設

活用に対してベンチャーの効果を感じている研究者もいた(表 8-2-3)｡

車 セルメディシンの取締役を兼務する筑波大学坪井教授はアカデミックな研究を進めるうえで､同社と

共同研究する｢魅力｣があると感じており､ベンチャーでの研究とアカデミック研究はうまく融合できて

いると認識している｡また自家がんワクチンによる免疫治療を行うセルメディシンでは市場の開拓に

あたって､積極的な営業活動は行っておらず論文が重要な販路開拓のツールとなっている｡同社は

坪井教授を中心に行っている大学での研究成果をHPで公開することによって､提携医療機関を増

やし､患者も増やしていっている｡坪井教授は自身が貢献した研究成果が､同社を通じて患者の治

療に役立っているという手ごたえを感じ､これが次の研究-のやる気につながっている｡

○ セルシードの取締役を兼務する東京女子医科大学の岡野教授は､同社で細胞シートの製品化に関

わる中で､論文を書いて終わっていたら見えなかったような製品化に必要な技術課題やアイデア(細

胞シートの安全性を保つための方法や保存方法など)が見えるようになり､新たな研究-と発展させ

ている｡

◆ ア-マリン近大で取締役を兼務する近畿大学の村田教授は､同社を通じて直接消費者に近畿大学

の養殖魚を販売するようになったことで､消費者のニーズを具体的に知ることができるようになった｡

その結果､消費者のニーズを次の大学の研究方針に反映するようになった｡具体的には｢鮮度のよ

い魚を食べたいが食べられない｣というニーズを受けて､新鮮な状態で冷凍する冷凍加工技術の研

究もするようになった｡また､消費者の噂好に合わせて味や形を変えた養殖魚の開発も進めるように

なった｡



(3)30代以下の若手研究者は起業やベンチャー活動に参加することによって短期間に成長

車 インタビューでは､20代､30代の若手研究者が､起業したり､ベンチャーに参加することで､ベンチャ

ーの実務を通じて幅広い専門知識､ビジネススキルを身につけ､やりがいを感じながら短期間に成

長していることを確認できた｡

令 例えば､筑波大学の2年に在学中にソフトウェア開発のベンチャー､ソフトイーサを起業した登氏(26

歳)はベンチャーの経営を通じて､必要性に迫られてビジネスで必要とされる専門知識を幅広く身に

つけた｡最初はベンチャーで必要な勉強は嫌々始めたが､次第に面白くなり自ら進んで勉強するよ

うになったO登氏はキャリアを振り返って､一般企業-の就職よりもベンチャーの経営者になる方が

明らかに自分の成長につながったと考えている｡

(1)大学等発ベンチャーの人材育成や研究振興面での効果にも着目すべき

大学等発ベンチャーの多くはいまだ赤字であり､大学等の研究成果がベンチャーを通じて発展し､製

品やサービスとして実用化され､一定の経済的効果を生むまでにはまだ時間がかかると予想される｡しか

しながら､本調査では現段階において大学等発ベンチャーを通じて経済的効果以外の多様な効果が生

まれていることを確認できた｡

まず大学等発ベンチャーの雇用創出と若手人材のキャリア形成に対する効果を確認できた｡ベンチャ

ーは設立時から現在までに資本金額を増やすとともに従業員数を増や している｡多くのベンチャ

ーでは学生や卒業生といった若手人材を大学等から社員やアルバイ トもしくはインターンシップ

として受け入れている｡ しかもインタビューで明らかになったように､若手人材はベンチャーで

の実務経験を通じて幅広い知識を得て成長 している｡

ベンチャーの多くはいまだ赤字で､人手は足 りないが正規従業員を雇用する余裕がないと考え

られる｡よって人手不足だが正規従業員を雇えないベンチャーにとっても､若手人材に職業選択

の新たな機会を提供する意味でも､学生､院生やボス ドクのアルバイ ト､インターンシップ先と

してベンチャーを活用することは意味がある｡

さらに大学等発ベンチャーを通じたアカデミックな研究に対する効果も確認できた｡研究者は

ベンチャー活動を通じてアカデミックな研究に対する刺激を得て､新たな研究活動に発展させている｡研

究者がベンチャー活動を通じて得る効果は､一般的な産学連携からは得難いベンチャー独 自の効果と

いえよう｡少なくともインタビューした研究者らは､ベンチャー活動によってアカデミックな研究活動が阻害

されているとはほとんど認識しておらず､むしろベンチャー活動をアカデミックな活動を促進する原動力と

して認識していた｡

大学には教育､研究､社会貢献という3つの使命があるがR､大学発ベンチャーはこれまで大学の研究

成果を活用するという点で社会貢献の一環として捉えられ､教育､研究面からは着目されてこなかった｡

しかしながら､本調査によって大学発ベンチャーは大学の教育､研究面でよい効果を及ぼしていることが

わかった｡現状では社会貢献面以上に教育､研究面での効果が大きい可能性がある｡大学評価にあた

っても教育､研究､社会貢献の活動をそれぞれ単独に捉えて評価していくのではなく､各活動からどのよ

うな相互作用が生まれているのかに着目していく必要があろう｡

む文部科学省中央教育審議会｢我が国の高等教育の将来像(答申)｣(2005年 1月28日)
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(2)ライフイ ノベーションの推進にあたり､バイオベンチャーの特殊性を踏まえた支援が必要

本調査によって大学発ベンチャーの中でもバイオベンチャーは､他業種 と異なる特徴を持つこ

とが明らかとなった｡バイオベンチャーは多額の研究開発費を投 じ､大幅な赤字 となっている｡

事業化までに時間がかかる｡ さらに特許がビジネス上で必須で､海外進出志向が強い｡またバイ

オベンチャーは設立から現在までに従業員､資本金を大きく増や し､株式公開志向が強い｡これ

は研究開発を進めるうえで多くの人材､資金が必要なためである｡

ベンチャーに限らず､世界的に見ても医薬品産業は成功確率が低く､大規模な研究開発費が必要な

点で特殊である｡しかも､バイオベンチャーは大手製薬企業と比較して収益性ははるかに低いが､大手

製薬企業並みの研究開発コストがかかり､また上場してもほとんどの企業が赤字のままであり､生産性が

高いとは言えない(Pisano,2006)9｡一方で､医薬品産業の収益性は自動車や電気機器産業と比べて圧

倒的に高い (日本製薬工業協会,2011)10｡したがって､わが国で医薬品産業の成功確率や収益性を上

げていくには､大学等発のバイオベンチャーの知識を製薬企業と結びつけるなどして有効活用していくこ

とが必要である｡

しかしながら､わが国ではバイオベンチャーはVCによる出資や製薬企業との提携による資金調達が難

しいうえ､国内での医薬品の承認審査には時間がかかり､これがバイオベンチャーの事業化スピードを遅

らせている｡

医薬品の承認にあたっては､日本のバイオベンチャーや製薬企業は､審査期間短縮のため､通常ま

ず欧米で医薬品の承認を目指し､欧米で承認された臨床データを持って日本で承認審査に向かう｡今

回インタビューしたバイオベンチャーの3社もまず欧米での新薬承認を目指している｡

第4期科学技術基本計画(2010年答申)11では国家戦略の柱としてライフ･イノベーションの推進を掲

げ､｢革新的医薬品 ･医療機器の創出につながる新たなシーズの開発のためには､バイオベンチャ

ーの活躍が不可欠である｣と明記 している｡ しかしながら､わが国では民間の資金調達や医薬品

の承認審査といった点でバイオベンチャーの活躍の障害 となる問題がある｡わが国で効率的にラ

イフ ･イノベーションを推進 していくためには､まずこれ らの問題を認識 したうえで､バイオベ

ンチャーの特殊性を踏まえた支援策を構築 していく必要がある｡例えば､バイオベンチャー向け

の補助金等の金額､期間の適性化を図ること､すなわちバイオベンチャーに対 しては長期間にわ

たる多額の資金的支援が必要である｡また治験費用を中心として海外活動の支援を強化していくととも

に､わが国の医薬品の審査体制を改善し､審査期間を短縮化していくことが期待される12｡

JG,P,Pisano(2006),SclenCeBuslneSS,HarvardBuslneSSSchoolPress(『サイエンス･ビジネスの挑戦』池村千秋訳､日経 BP社)

10 日本製薬工業会｢DATAB()ok2011｣2011年 3月.

il総合科学技術会議,諮問第 11号｢科学技術に関する基本政策について｣に対する答申,2010年 12月 24日.

12既に厚生労働省(2007)でも欧米に比べて審査や治験の基準や実施体制が未整備であるために､わが国の治験の実施に時間がかかっ

ているとしたうえで､わが国での治験相談体制や承認審査体制の充実化を目指しているところである｡(厚生労働省｢有効で安全な医薬品

を迅速に提供するための検討会 報告書｣2007年 7月)



(3)わが国での株式上場の意義の低下と､大学等発ベンチャーの海外進出の活発化の動きに着目す

空重

本調査では大学等発ベンチャーの株式公開志向は､バイオベンチャーを除けば低く､むしろ株式公開

や企業売却などの変化なく現状の形態のまま成長を志向するベンチャーが多数を占めることがわかった｡

この結果はベンチャーにとって株式公開のメリットが薄れていることを示唆している｡

vEC調査(2011)13によれば新興市場での株式公開件数は 2006年の 155件をピークに､近年大幅に

減少し､2010年は 16件となった｡また新興市場の株価は 2005年にはピークであったが､株価の低迷に

より2008年には50%を超える企業が初値で公募割れし､これに伴い､日本でのVCの投融資額も大幅に

減少している｡また上場の準備･維持に係る負担が増えたこともベンチャーの株式公開意欲を減退させて

いる｡金融商品取引法(2007年9月施行)が改正され､2009年3月期からは上場会社等における内部統

制報告書の提出義務が課せられることとなり､人材の限られたベンチャーでは上場準備･維持に係る体制

整備に大きな負担が生じることとなった｡

今回インタビューした 13社中､日本での株式公開を明確に目標に置いている企業は 4社､株式上場

済みの企業はセルシード1社である(2010年 3月マザーズで上場)｡株式上場済みのセルシードからは

再生医療では一般的な医薬品開発以上に民間からの資金調達に限界を感じているという意見があり､公

的な資金支援の必要性も指摘された｡

またインタビューした企業の中にはかつては株式公開を目指し具体的な準備もしていたが中止した企

業や､株式公開ではなく企業売却を目指す企業もあった｡これら企業からも株式公開のメリットが薄れて

いるとの意見が多く寄せられた｡例えば､日本での株式公開計画を中止した筑波大学の学生発ベンチャ

ー､ソフトイーサでは株式公開は資金調達手段ではなく､対外的な信用力を確保する手段として捉えられ

ている｡しかし､株式上場準備･維持負担が増えたことは､同社にとって大きな負担増であり､対外的な信

用力を得られても割に合わない｡同社は法人向けソフトを中国で販売しており､今後は中国に販売拠点

を置くとともに､まだ上場コストが日本に比べて低い中国での上場を目指す可能性も示唆している｡

一方､株式公開を目指している企業からは｢株式公開しても必要とする資金が調達できない｣､｢上場

準備のための労力を考えると資金調達手段としては割に合わない｣といった指摘があった｡このような状

況でも株式公開を目指す企業は支援してくれた地元-の恩返しや知名度向上といった資金調達以外の

意義を株式公開に見出していた｡

株式公開が資金調達手段として機能しなくなると､ベンチャーの資金調達が難しくなるだけでなく､起

業意欲の減退にもつながる｡よって､株式市場の活性化に向けた方策や株式公開するベンチャーに対

する内部統制の緩和が求められる｡

大学等発ベンチャーの株式公開意欲は減退する一方で､海外進出意欲は医薬関連の製造業を中心

に高い｡インタビュー対象 13社のうち､9社は既に海外と何らかのビジネスを進めていた｡直接海外-進

出した企業も多いが､まだ直接進出していない場合でも､海外企業との提携を模索したり､海外企業から

受注や出資の申し出を受けていた｡このように大学等発ベンチャーの海外進出は着実に進んでいる｡今

後は株価低迷や経済状況が悪化する日本よりもむしろ海外での製品やサービスの販売､企業売却､株

式公開を目指す企業が増えていくことが予想される｡

13財団法人ベンチャーエンタープライズセンター｢2010年ベンチャービジネスの回顧と展望｣2011年 1月
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本 編



1.1調査の狙い

わが国における大学等発ベンチャーの設立数は近年減少しているものの､2008年度末時点での設立

累計は約 2000社となり､これまでに設立されたベンチャーの中から株式公開や売却､廃業するベンチ

ャーが目立つようになった (科学技術政策研究所,2010)14｡これまでに設立されたベンチャーの現

状や課題を踏まえて､今後はこれらのベンチャーの中からいかに成功事例を生み出し､わが国の

経済活性化につなげていくのかを議論し､施策に反映していく必要がある｡

また大学等発ベンチャーがもたらす効果についても改めて議論する必要がある｡大学等発ベン

チャーによる経済的な効果については､これまでに売上高や従業員数などのデータから直接的あ

るいは間接的に示されてきた (経済産業省,2008･2009)15｡科学技術政策研究所(2009)16でも大学等

発ベンチャーの売上高や経常利益等のデータを収集し､分析している｡しかしながら､これら調査では経

済的な面以外の効果を十分検討してこなかった｡今後のベンチャー支援について検討していく際には､

経済的な面だけでなく多面的にベンチャーの効果を捉えていくことが求められる｡

そこで科学技術政策研究所では､大学等発ベンチャーの現状や課題､大学等発ベンチャーの効果

を多角的に把握すること､また今後の施策-の示唆を得ることを目的として､調査を実施した｡

本調査ではベンチャー活動による効果として､特に大学等の研究者や30代以下の若手人材がベン

チャー活動に参加することによって感じる効果に着目した｡

1.2調査方法･対象

1.2.1大学等発ベンチャー-のアンケート調査

2008年度末時点で現存し､所在が判明している 1780社の経営者を対象に WEBアンケート調査を

2010年 3月に実施した｡なお､対象企業は､大学等-のアンケート調査(2009年 7-8月実施)17に基づ

いて抽出した｡この大学等発ベンチャーに対するアンケー ト調査は2008年 11月に実施した第 1回に

続いて2回目である｡アンケート調査の有効回答は597件で､回収率は33.5%であった｡

1.2.2大学等発ベンチャーの経営者､研究者へのインタビュー

大学等発ベンチャー13社の経営者や関係する研究者など計 23名を対象に2010年 2月から 12月に

かけてインタビューを実施した｡インタビュー協力者は付属資料に掲載している｡対象企業は大学等-の

アンケート調査(2009年 7-8月実施)で｢成功事例､もしくは今後有望と考えられるベンチャー｣として報告

された企業や第 1回の大学等発ベンチャー-のアンケート調査(2008年 11月に実施)で直近 1年間の

経常利益や売上高の高かった企業やその他注目すべき企業である｡企業一覧を表 1-2-1に示す｡

14 科学技術政策研究所｢大学等におけるベンチャーの設立状況と産学連携･ベンチャー活動に関する意識｣調査資料 No.189,2010年9

月.

15 平成 19年度および平成 20年度経済産業省産業技術調査｢大学発ベンチャーに関する基礎調査｣実施報告書.

16 科学技術政策研究所 ｢大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 2007-08｣,調査資料 No.173,2009年 12月.

17 科学技術政策研究所による大学等発ベンチャーの設立状況に関する調査は､大学等を対象に2007年度から毎年実施しているrJ
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表 1-2-1インタビュー対象企業一覧

(樵 )つくばウエルネスリサーチ 筑 波大学 2002年 7 9,263万円 36名 健康増進事業に関するコンサルティング､事業推進支援､個別健康支援プログラム提供

(樵 )ソフトイーサ 筑波大学 2004年 4月4430万円 10名 ネットワ-ク通信Hセキュリティソフトウエア製品およびハードウエア製品の研究開発業務

セルメディシン(樵 ) 理 化学研 究所/筑 波大学 2001年 7 ~ほ06万円 目名 自家がんワクチンによるがん免疫治療

(樵 )ア.アトムテクノル近大 近畿大学 2005年 4月1200万円 6名 原子力､放射線を活用した研究開発業務

(樵 )ア-マリン近 大 近 畿大学 2003年2月 1000万円 8名 養殖魚の販売

(秩 )メムス暮コア 東北 大学 2001年12月 6000万円 32名 MEMSの設計.開発､試作及び製造

(樵 )サイバーソリューションズ 東北大学 1997年 8月7000万円 2一名 ネットワ-ク運用.管理,セキュリティに関する研究開発､ソフトウェア開発､その商品化及び販売

(樵 )セルシー ド 東京女子 医科大学 2001年 5月3日意4805万円 68名 細胞シ-トを利用した再生医療事業

エリ-パ ワー (秩 ) 慶雁 義塾大学 2006年 9月65億2,74一万円 749名 大型リチウムイオン電池及び蓄電システムの開発.製造

スパ イバ- (秩 ) 慶鷹 義塾大学 2007年 り意7.505万円 19名 夏霊宝等 警 i諾 クモ香炉 発事業､D"A情報記録技術を用いた

ヒューマン.メタボ ローム .テクノ口 慶鷹 義塾 大学 2003年 7月5億600万円 48名 創薬暮診断技術開発支援事業､発酵N食品生産技術開発および機能性
ジ-ズ (樵 ) 食品開発支援事業

アキユメンバ イオプア-マ(樵 ) 九 州大 学 2005年 4月1億円 3名 眼科領域に特化した医薬品開発事業､医療機器事業､手術補助剤開発事業

(注 1)各社HP､インタビュー情報を基に作成(2011年 5月現在)

(注2)従業員数には役員､非常勤(パート)も含む



1.3分析枠組み

アンケート調査の分析にあたっては､調査項 目の全般にわたり大学等発ベンチャー全体の動向

を示しつつ､業種別の分析を行った｡前回の大学等発ベンチャー-のアンケート調査の分析では

科学技術分野の違いによって事業活動や課題が異なってくることが判明した(科学技術政策研究

所,2009)｡この結果を踏まえて､今回の調査では科学技術分野よりもさらにベンチャーの特性を踏

まえた分析を行うために業種別分析を行った｡業種分類は､製造業 (医薬/その他)､情報通信業､

サービス業(医薬/非医薬の技術関連/その他)､その他の 7分類とした｡

加えて大学等発ベンチャーの設立時から現在までの成長状況の分析 (第 3章)にあたっては､

設立からの年数に着 目した分析を､経営者や研究者に焦点を当てた部分 (第 5･6･8章)は年齢や

経歴に着目した分析を行った｡

表1-3-1業種分類

1.医薬品製造､医療に係る製造業 製造業(｢医薬関連の製造業｣という)

2.その他製造業

3.情報通信業

4.医薬品製造､医療に係るサービス業 サービス業
(｢医薬関連のサービス業｣という)

5.技術に関連したサービス業

6.その他サービス業

また本調査ではアンケート調査の分析結果を補完する情報として大学等発ベンチャーの経営者

や関係する研究者のインタビュー結果を活用した｡特に大学等の研究者がベンチャー活動に参加

したことによる効果 (第 8章)をはじめ､大学等との関係 (第 7章)､知財活動(第 9章)の事例紹介､

不況下でのベンチャーの具体的な取り組み(第 10章)では､研究者のインタビュー情報を積極的

に活用した｡また調査結果からの示唆 (第 12章)でも､アンケート調査結果に加えてインタビュー調

査を踏まえて示唆を導いた｡
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1.4大学等発ベンチャーの定義

本調査での大学等発ベンチャーの定義とこれに関連する大学(等)の定義を表 1-4-1に示す｡

表 1-4-1大学等発ベンチャーの定義

用!吾 定義

大学 ｢国公私立大学(短期大学は含まない)､国公私立高等専門学

校､大学共同利用機関法人｣を指すo

大学等 ｢大学(大学､高等専門学校､大学共同利用機関)および独立行

政法人研究所､国立試験研究機関｣を指すo

大学等発ベンチヤ- ｢大学等における教育研究に基づく技術やビジネス手法をもとに

して新たに設立したベンチャー｣を指すo

大学等発ベンチャーの要件(下記の 4つの区分のうち､1つ以上に該当する必要)

(1)大学等の教職員.研究職員.ボスドク(教職員等)､学生.院生(学生等)を発明人とす

る特許をもとに起業したもの(特許による技術移転)

(2)(1)以外の大学等で達成された研究成果または習得した技術に基づいて起業したも

の(特許以外による技術移転(または研究成果活用)

(3)大学等の教職員等､学生等がベンチャーの設立者となつたり､その設立に深く関与す

るなどして起業したもの(人材移転)

現職の教職員､学生等が関与したものに加え､教職員等､学生等が退職､卒業した場合について
は､当該ベンチャー設立まで他の職に就かなかった場合または退職や卒業等から起業までの期間が1

年以内の事例に限り含むo

(4)大学等､TLOやこれらに関連のあるベンチャーキャピタルがベンチャーの設立に際
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1.5調査体制

本調査は文部科学省科学技術政策研究所第 3調査研究グループで実施しているOなお､調査

の実施にあたっては有識者から助言を受けることにより効果的な調査分析を行うため､｢大学等発

ベンチャー調査アドバイザリー委員会｣を科学技術政策研究所内に設置している｡本報告書のとり

まとめにあたっては2010年 9月 13日に委員会を一度開催した｡委員構成は以下の通りである｡

表 1-5-1大学等発ベンチャー調査アドバイザリー委員会体制

(座長)

榊原 活則 慶鷹義塾大学 総合政策学部 教授

(委員)

北地 達明

近藤 正幸

鈴木 潤

角南 篤

辻本 将晴

松原 宏

山田 仁一郎

監査法人 トーマツ パー トナー ･公認会計士

横浜国立大学大学院環境情報研究院 教授

政策研究大学院大学 教授

政策研究大学院大学 准教授

法政大学大学院 イノベーション ･マネージメン ト研究科 准教授

東京大学大学院 総合文化研究科 教授

香川大学 経済学部 准教授

(オブザーバー)

文部科学省研究振興局 研究環境 ･産業連携課 技術移転推進室

(事務局)

文部科学省科学技術政策研究所 第 3調査研究グルー プ

(敬称略､50音順 2011年 3月時点)
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本章ではアンケート調査の回答企業のプロフィール(設立年度､大学等との関係､科学技術分

野と業種､主要な顧客)を示す｡設立年度､大学等との関係､科学技術分野と業種は､回答企莱

に偏りがないか確認するため､科学技術政策研究所調査調べ(2010)による大学等発ベンチャー

(独法発ベンチャー含む)の実数値 (2008年度末時点)18と対比させている｡

2.1設立年度

アンケート回答企業の設立年度は概ねベンチャーの実数と対応した分布状況になっているが､

2004年以降に設立された設立年の新しい企業がやや多い(図表 2-1-1 ) ｡

図表 2-卜1設立年度

了､こ了㌦ 下･､＼､･つ十 ㌦ ･､ヾ･~∴ J ＼､＼㍉ ㍉ ミ.闇 IS-{＼

華アンケート回答企業 大学等向け調査で判明したvB実敬

､＼ アンケート回答企業 大学等向け妨登で判明したVB実数

設立年度 社数 鶴 社数 %

ー994以前 15 2.5% 47 2.2%

ー995 5 0.Bob 9 0.4%

ー996 2 0.3% 22 1.0%

ー997 8 1.3口.○ 37 1.7㌔

ー998 14 2.3% 46 2.2%

ー999 19 3.2% 100 4.7%

2000 31 5.2% 164 7.7%

2001 42 7.0% 184 8.7%

2002 50 8.4% 210 9.9%

2OO3 60 10.1㌔ 246 ll.6%

2004 83 13_9% 272 l2.8qD

2005 78 ー3.1% 274 12.9%

2006 76 ー2.7% 226 10.7%

2807 65 10_9% 174 8_2%

2808 40 6_7% 97 4_6%

不明 9 l.5% 9 0.4qb

5971 100_0% 2日7I 700_0%

(注 1)設立年度は当該年の 4月から翌年 3月までとして集計｡

(注 2)｢大学等向け調査で判明したベンチャー実数｣は 2008年度末時点での大学発および独法発 VBの累計数｡

1Hベンチャーの実数値は 2009年 7-8月に実施した大学等に対するアンケート調査に基づいている(科学技術政策研究所 ｢大学

等におけるベンチャーの設立状況と産学連携 ･ベンチャー活動に関する意識｣,調査資料 N().189,2010年 9月.)C
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2.2大学等との関係

2.2.1母体となった大学等

アンケート回答企業のベンチャーの起業時に最も関係した大学等(以下､｢母体となった大学等｣

という)の種別は､ベンチャーの実数の分布状況とほぼ対応しており､国立大学発が圧倒的に多く､

これに私立大学､独法､公立大学が続いている(図 2-2-1)｡ただし､今回の回答企業では私立大

学の割合がベンチャーの実数と比べてやや低くなっている｡

図 2-2-1母体となった大学等

(注 )｢大学 等 別VB実数 ｣は 2008年度末時 点 での機関別件数に基づいて集 計(ベンチャーの重複あ り)｡

2.2.2起業時の大学等との関係

母体となった大学等と起業時にベンチャーがどのような関係にあったかを図2-2-2で見たところ､

ベンチャーの実数と傾向は似ているが､ベンチャー実数に比べて今回の回答企業は｢特許による

技術移転｣､｢出資｣がやや多く､｢人材移転｣､｢特許以外による技術移転｣はやや少なくなった｡

図2-2-2母体となった大学等との起業時の関係

大学等から生まれた

特許を基に起業

(特許による技術移転)

特許以外の研究成果･

技術の活用

(特許以外による技術移転)

教時且･学生･院生が

(設立に)深く関与

(人材移転)

大学等やTL0､

関連∨〔が出資

(出資)

7アンケート回答企業

(N=597)

大学等別vB実数

(N=2246)

(注1)ベンチヤ11社につき複数回答あり.

(注2)｢大学等別VB実数｣は2008年度末時点での横間別にベンチャーの関係を集計(ベンチャーの重複あり)｡
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2.3科学技術分野と業種

科学技術分野別､業種別の分布状況を図 2-3-1､図 2-3-2で見たところ､分野別でも業種別で

も回答企業の構成比は概ねベンチャーの実数(累計数)とほぼ対応しており､分野ではライフサイ

エンスや情報通信が多く､業種では製造業､サービス業関連が多く含まれている｡ただし､今回の

回答企業は分野でも業種でもその他や不明に区分される割合がベンチャー実数と比べて少ない｡

これはベンチャー実数値の基となった調査は大学等に対する間接調査であったことから大学等で

判別不能な企業が｢その他｣や｢不明｣に区分されていたのに対して､今回のアンケートでは企業が

直接､分野､業種を選択しており､｢その他｣や｢不明｣を選択する企業が少なかったためと考えられ

る｡

図 2-3-1 科学技術分野

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

0

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

O

9

8

7

6

5

4

3

2

1

1

lァンケート回答企業l参考･大学等発∨螺 計数

I_il=517】_ ノ (":2117)

■その他

■社会基盤･フロンティア

■環境･エネルギー

■ナノテク･材料

■ものづくり

●情報通信

■ライフサイエンス

(注)｢大学等発VB累計数｣は2008年度末時点での累計数｡

図2-3-2 業種

(注1)r大学等発VB累計数｣は 2008年度末時点での累計数.

(注2)業種の区分は本アンケートと参考データ(大学等発 VB累計数)で異なるため.本アンケートでの区分で整理した｡

参考データの｢卸売.小売業･農林水産業等｣は｢その他･不明｣に､｢医療業｣はrサービス業関連｣に 区分し､集計した｡
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回答企業の業種別の分野内訳を図 2-3-3に示す｡今回のアンケート調査では業種は計 7分類

とし､製造業は医薬とその他に､サービス業は医薬､非医薬の技術､その他に分けて調査した｡

図2-3-3で業種と分野の関係を見ると､情報通信業は情報通信分野に､医薬関連の製造業と

サービス業はライフサイエンス分野にほぼ対応している｡ただし､ライフサイエンス分野は医薬関連

以外の業種にも幅広く分布している｡

また｢その他サービス業｣や｢その他･不明｣には｢その他｣分野が多く含まれており､これら業種は

特定の技術分野とは関連のない企業が多いと考えられる｡

図2-3-3業種別分野内訳

全休(N-597)

医薬品､医療に係る

製造業(N=65)

その他製造業(N-175)

情報通信業

(N=99)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N-47)

技術に関連した

サービス業(N-126)

その他サービス業

(N=49)

その他･不明

(N-32)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■ライフサイエンス ■情報通信 ■ものづくり ■ナノテク･材料 ●環境･エネルギー ■社会基盤･フロンティア ■その他
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2.4主要な顧客

大学等発ベンチャーの主要な顧客(上位 3項目まで)を調査し､業種別に集計した｡図2-4-卜(丑

は 1位 3点､2位 2点､3位 1点として業種別に点数を求めたもので､図 2-4-1-②は 1位に限っ

て業種別の構成比を示したものである.図 2-4-1-①によれば､ども業種でも主な顧客は個人でな

く企業や大学等である｡詳しく見ると､医薬や技術関連の製造業･サービス業では｢製造業の企業｣

を､情報通信業､技術と関連のないサービス業では｢製造業以外の企業｣が最も主要な顧客となっ

ている｡また医薬関連の製造業､サービス業では｢病院｣を主要な顧客とする企業も比較的多い｡

図 2-4-1主要な顧客(上位 3項目)
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の
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明
(N
-
?J
S
)

全体(N-5831

医薬品､医療に係る製造業

(N三61)

その他製造業(N=172)

情報通信業 (N:98)

医療.医薬品製造

に係るサービス業

技術に関連したサービス業

tN=126)

その他サービス業

tN=47)

その他.不明tN=331

0% 10% 20% 30% 40% 50% EIO% 70% 80% 90% 100%

■製造業の企業 q製造業以外の企業 p大学等 ■病院 I官公庁 ■その他機関 ■個人

(注)(丑では 1位 3点､2位 2点､3位 1点として､業種別に平均点を算出｡
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本章では､設立時から2010年 3月現在までの成長状況を従業員数(非常勤､役員を含む)と資

本金を取り上げて､全体の動向を示すとともに､業種別､設立年数別に分析を行う｡

3.1業種と設立年数の関係

まず業種と設立年数の関係を図 3-1-1で見ると､業種全般に設立から10年までの若い企業が

大半を占めている｡ただし､情報通信業では設立から11年以上の企業がやや多い(12.1%)0

設立から現在までの平均年数は業種間で大きな差がみられず､企業全体では 5.7年､医薬関

連の製造業では5.6年､情報通信業は6.2年と業種の中では最長であった｡

図 3-1-1業種と設立年数の関係

全体

(N=597)

医薬品､医療に係る

製造業(N-65)

その他製造業

IN=175)

情報通信業

(N=99)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N-47)

技術に関連した

サービス業(N=126)

その他サービス業

(N=49)

その他･不明

(N=36)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

設立からの年数 ■3年以内 ●～5年 ■～10年 ■11年以上

(注1)設立からの年数は調査年度(2009年度)から各社の設立年度を差し引いたもの｡

(注2)従業員数には非常勤および役員を含む
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3.2従業員数

3.2.1全体の動向

図 3-2-1に回答企業全体での設立時と2010年 3月現在の従業員数の分布状況を示す｡これ

を見ると､従業員｢3名以下｣は設立時に約 50%を占めていたが､現在では 25%程度となり､現在

は4名以上の割合が大きく増えている｡

図 3-2-1従業員数 (回答企業全体)

(注)従業員数には非常勤および役員を含む

3.2.2業種別

業種別に従業員数の平均人数と分布状況を見ていく｡まず図 3-2-2-(丑で平均従業員数を見る

と､どの業種でも設立時よりも2010年3月現在の従業員数は大きくなっている｡業種全体では設立

時の平均 4.2人から現在では平均 10.7人(2.6倍の伸び)となっている｡

設立時の平均従業員数には業種別で大きな差はないが､現在では医薬品関連の製造業は平

均 19.2人(設立時から4.7倍の伸び)､研究開発に関わる従業員数でも9.4人と際立って大きくな

っている｡図表 3-2-2-②で現在の従業員数の分布状況を見ても､医薬関連の製造業は従業員11

名以上が約半数を占めており､他業種と比べて現在は従業員数の多い企業が明らかに多い｡

現在の従業員数に業種の影響があるかどうか分散分析を行ったところ､業種の影響は全従業員

数でも研究開発に関わる従業員数でも有意であった(全従業員数ではF(6,564)=4.647,p〈0.001;

研究開発に関わる従業員数では F(6,556)=3.924,pく0.05)｡Tukeybを用いた多重比較によれば､

全従業員数､研究開発に係る従業員数とも｢医薬品､医療に係る製造業｣と他業種との間に有意

差を確認できた19｡｢医薬品､医療に係る製造業｣の従業員数は､設立時には平均以下であったに

も関わらず､現在では明らかに他業種よりも大きくなっているといえる｡

19研究開発に関わる従業員数については､正確には ｢医薬品､医療に係る製造業｣､rその他製造業｣､｢情報通信業｣か

ら成るグループ (A)と､｢その他製造業｣､｢情報通信業｣､サービス業全般､｢その他｣から成るグループ (ら)の間に

有意差が見られたCしたがって､Aグループの ｢医薬品､医療に係る製造業｣は少なくともサービス業とその他業種 (ち
グループ)との間に有意差がある｡
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図 3-2-2従業員数(業種別)

①平均従業員数
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(注)従業員数には非常勤および役員を含む｡
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3.2.3設立年数別

設立年数別に平均従業員数を見ると(図 3-2-3-(∋)､設立年数による大きな差はない｡しかしな

がら､現在の従業員数の分布状況を見ると(図 3-2-3-②)､設立年数が長くなるにつれ従業員数

の多い区分､特に 11名以上の割合が増えている｡少なくとも平均従業員数で見る限り､設立年数

の違いよりも業種による違い､すなわち医薬関連の製造業の現在の従業員数の大きさが際立って

いる｡

図 3-2-3従業員数(設立年数別)

(む平均従業員数

②2010年 3月現在の従業員数の回答分布

(注1)設立からの年数は調査年度(2009年度)から各社の設立年度を差し引いたもの｡

(注2)従業員数には非常勤および役員を含む｡
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3.3資本金

3.3.1設立時の資金源と資本金額(業種別)

設立時の資金源(設立から1年以内に利用したもの)として､自己資金(親族含む)以外の外部資

金を利用したかどうか調査したところ(図 3-3-1-①)､企業全体では54.5%が自己資金のみ､

45.5%は外部資金を利用している｡業種別では製造業や医薬関連およびその他サービス業では

自己資金のみの企業よりも外部資金を利用した企業の割合が若干多くなったが､情報通信業や医

薬以外の技術に関連したサービス業では､自己資金のみで設立した企業割合が多かった｡

図 3-3-1設立時(設立から1年以内)の資金源と資本金額(業種別)
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設立時の資本金額も業種別に集計したところ(図3-3-1-②)､全般に資本金 1000万円以下で設

立されていることが多いが､情報通信業では300万円以下と特に小さな資本金額で設立されてい

る場合が多い(49.0%).

また設立時に外部資金の利用の有無によって資本金額に違いがあるかを見るため､グラフを作

成するとともにt検定を行った(図3-3-卜③)｡その結果､外部資金を利用した企業が利用していな

い企業に比べて有意に資本金額が大きいことを確認できた(t=4.473,dF479,pく0.001).業種全体

での設立時の平均資本金額は､自己資金のみで設立した企業の701万852円(N=262)に対して､

外部資金を利用した企業ではこの約 2.8倍の 1965万 3060円(N=219)であった｡
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3.3.2設立時と現在の資本金額(業種別)

回答企業の資本金額を設立時と現在(2010年 3月時点)で業種別に比較したところ(図 3-3-2)､

どの業種も設立時よりも現在の資本金額が明らかに大きくなっている｡図3-3-2-①の金額分布を

見ると､業種全般に設立時に比べて現在では資本金 1000万円以下の割合が減り､3000万円超の

割合が増えている｡特に医薬関連の製造業では現在の資本金額が｢1億円超｣の割合が35.5%と

突出して多い｡

さらに平均額で見ても(図 3-3-2-②)､どの業種も設立時に比べて現在の資本金額は大幅に大

きくなっているが､特に医薬関連の製造業の現在の資本金額の大きさが目立つ｡設立時から現在

までに資本金額は全体では 10.2倍､医薬関連製造業では54.6倍の大きさになっている｡医薬関

連の製造業の平均資本金額は設立時には平均 1200万円と全体平均よりもやや小さいが､現在で

は6億 5300万円となり､全体の約 5倍の大きさになっている｡

資本金額について､業種の影響があるかどうか､分散分析を行ったところ､現在の資本金額で

のみ､業種の影響は有意であった(F(6,576)=10.119,pく0.001)0Tukeybを用いた多重比較によ

れば､｢医薬品､医療に係る製造業｣とその他の業種の間には有意差があり､統計的に見ても医薬

関連の製造業は現在の資本金額が明らかに他業種に比べて大きいといえる｡
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図 3-3-2 設立時と2010年 3月現在の資本金額(業種別)

(か金額分布
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3.3.3現在の資本金績(設立年数別)

設立年数別に2010年 3月現在の資本金額(図3-3-3)を見ると､設立年数が経つほど､資本金

｢1億円超｣の割合が増えている｡｢1億円超｣は設立から11年以上では23.3%を占めている｡

なお業種別の現在の資本金額の分析結果では､医薬関連の製造業では｢1億円超｣は 35.5%

を占めていたことから(図 3-3-2-(∋)､現在の従業員数と同様､現在の資本金額でも設立年数によ

る違いよりも業種別の違い､すなわち医薬関連の製造業の大きさが際立っている｡

図 3-3-3 2010年 3月現在の資本金額(設立年数別)

設立から3年以内(N-176)-5年lN=160)-10年lN=204)11年以上tN=43) 0∫ l■』{ {■■ l l %

■lp･智T.､i:I? 31;8%- . 3 rrJr. 13.1% EEEl 6.3%

I

..二上-21.3% 33.8 20.6% - I…■■113%

J1-.1ーこ~二七=r蓋こきm ヨ讃一.'.h湖 24.0% 17.2% 21.6l2- 20.6%

-▼●''. 23.3% 27.9%

t l l l l% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 10

(注)設立からの年数は調査年度(2009年度)から設立年度を差し引いて求めている｡

3.3.4現在の出資者構成と現在の資本金額の関係(全体の動向)

3.3.1の設立時の資金源と資本金額の関係でも示したように､外部からの出資状況と資本金の

大きさは強く関係している｡そこで､2010年 3月未現在の資本金の上位 3位までの出資構成を現

在の資本金額別に集計した｡

図3-3-4を見ると､資本金額が大きくなるにつれ｢自己資金(親族含む)｣の割合が減り､｢金融機

関､ファンド｣､｢事業会社(金融機関以外)｣の割合が大きくなっている｡
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図 3-3-4 設立時の資金源(上位 3項目:資本金額別)

(む平均点

2,521.510.50㌔ ♂尋~300万-1億了 l■■ ｢■I

_■ Ⅰ

m ｢1 .J -】

.〆 予.lNC@T' 〆 ♂ ♂

円以下(N=1C.C.) ■-1C.00万円(N-14?.) I～3.300万円(N-87)

(診出資構成 1位のみ

(注)①では 1位 3点､2位 2点､3位 1点として､資本金額別に平均点を算出｡

設立から現在までの成長状況について結果をまとめると､設立時から現在までにベンチャーは

資本金額を増やし､従業員も雇用している｡資本金額､従業員数どちらも設立年数が経つほど､大

きくなっていく企業が多い｡また医薬関連の製造業のベンチャーは資本金額､従業員数どちらも他

業種に比べて設立時から現在までに特に大きくなっている｡
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本章では大学等発ベンチャーの ｢事業化｣の状況を分析している｡本調査では ｢事業化｣

を ｢何らかの製品､サービスが販売されていること｣と定義している0

4.1事業化できている企業の割合

大学等発ベンチャー全体の86.5%ではすでに何らかの製品やサービスを既に事業化(販売)演

みである(図4-卜1)｡ただし､業種別では､医薬品関連の製造業でまだ事業化していない企業の

割合が他に比べて明らかに多い(30.6%)｡

図4-1-1事業化状況

全体

(N=578)

医薬品､医療に係る製造業

(N=62)

その他製造業 (N-172)

情報通信業

(N=95)

医薬品製造､

医療に係るサービス業(N-46)

技術に関連したサービス業

(N=123)

その他サービス業

(N=48)

その他 ･不明

(N=32)

霜なんらかの製品､サービスを事業化(販売)済みである まだ事業化している製品､サービスはない
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4.2最初に事業化した(予定の)製品､サービスの状況

以下では大学等発ベンチャーで最初に事業化した製品､サービスに着目し､(1)事業化の際に

基となる特許があったかどうか､(2)事業化までに国や独法､自治体からの補助金等(委託費､助

成金を含む)を利用したかどうか､(3)設立から事業化までの期間､を調査し､業種別に集計したO

なお､事業化している製品､サービスがまだない企業に対しては､事業化が最も早期に見込まれる

製品､サービスを想定して回答するように求めている｡

4.2.1基となる特許の有無

製造業全般､特に医薬品関連(78.7%)では事業化の際に特許が基となっている場合が多い

(図4-2-1)｡これに対して､技術と関連のないその他サービス業(15.2%)､情報通信業(40.2%)

では事業化の際に基となる特許がない割合の方がむしろ多い｡

図4-2-1事業化の際に基となる特許の有無

全体

(N=556)

医薬品､医療に係る製造業

(N=61)

その他製造業 (N=171)

情報通信業

(N=92)

医薬品製造､

医療に係るサービス業(N-43)

技術に関連したサービス業

(N三117)

その他サービス業

(N=46)

その他･不明

(N=26)

弊特許あり 特許なし
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4.2.2補助金等の利用の有無

製造業､特に医薬品関連の製造業(73.8%)で委託費や助成金を含む補助金等の利用企業が

明らかに多い(図4-2-2)が､サービス業関連は補助金等を利用している企業は40%程度である｡

図4-2-2事業化までの補助金等の利用の有無

補助金等の利用の有無と基となった特許の有無をクロス分析 したところ(図 4-2-3)､補助

金等を利用していない企業(44.3%)に比べて､利用する企業(71.7%)は事業化の際に特許が基

になっている企業の割合が多くなった｡

図4-2-3事業化までの補助金等の利用と特許の有無の関係
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4.2.3設立から事業化までの期間

設立から事業化までの年数を最初に製品やサービスを事業化した年から設立年を引いて求め､

平均年数と分布状況を業種別に比較した(図表 4-2-4)｡事業化していない企業についても事業

化までの見込みの年を調査したが､本データからは除外している｡

設立から事業化までの平均年数は､全体の1.5年に対して医薬関連の製造業では2.6年と長い

(図表 4-2-4-①)｡事業化までの年数の分布状況で見ても(図表4-2-4-②､③)､1年以内に事業

化する企業は全体で43.4%を占めているが､医薬関連業種では 19.0%で圧倒的に少ない｡

設立から事業化までの期間に対する｢業種｣の影響を見るため､分散分析を行い､Bonferroniに

より下位検定を行ったところ､事業化までの期間は｢医薬品､医療に係る製造業｣では｢その他製造

業｣を除く全ての業種に対して有意に長期化することがわかった(pく0.05)0

図表 4-2-4設立から事業化までの年数

①平均年数グラフ ②分布グラフ

)年以内 1年 三年 3年 4年 ～年 も年以上

■医薬品_医席に係る製適業 IIその他製造業

L什私通r=兼 ■医康業.医薬品穀這.医療行為に蘇らサービス業

I枝純に関連したサービス業 ■その他サービス業

■その他

業種全体 医薬品､医療に係る製造業(N=42) その他製造業 情報通信業 医療業､医薬品製造､医療行為に係るサービス業(N=37) 技術に関連したサービス業(N=ー05) その他サービ その他

(N=472) (N=147) (N=77) ス業 (N=39) (N=25)

1年以内 43.4% ー9.0% 38.8% 45.5% 67.6% 43.8% 48.7% 60.0%

1年 23.3% 23.8% 25.9% 24.7% 10.8% 26.7% 12.8% 24.Oro

2年 12.3% 14.3,i 10.9% ll.7% 10.8% 12.4% 20.5% 8.0%

3年 7.Orl ー4.3,i 8.2% 6.5% 0.0% 5_7% 10_3yo 0.0%

4年 4.01i 7.1% 6.一% 2.6% 2.7% 2.9% 2.6Yl 0.0%

5年 3.6% 9.5% 3.4,i 3.9% 2.7% 1.0% 5.1ro 4.0%

6年以上 6.4rQ 日.9% 6.8% 5.2% 5.4,i 7.6ro 0.0% 4.0%

(注)設立から事業化までの期間は､企業で最初に製品やサービスを販売化した年から設立年を引いたものとした｡まだ事業化

していない企業は除外した｡
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4.3ビジネスプランの変更

設立時から現在までのビジネスプランを①技術･アイデア､(診開発の方向性､③対象顧客･市場

の点で変更したことがあるかどうか､また変更したことのある企業については変更内容を調査した｡

ビジネスプランの変更がある企業は全体で 47.6%であるが､情報通信業では 61.3%と特に多く､

医薬関連のサービス業では 28.3%と極端に少ない(図 4-3-1-①)｡ビジネスプランを変更したこと

のある企業の過半数は③対象顧客･市場､(診開発の方向性､を変更している(図 4-3-1)｡なお①

技術､アイデアの変更､②開発の方向性の変更､③対象顧客･市場の変更のすべてを変更したこ

とのある企業は 18.8%であった｡

図 4-3-1ビジネスプランの変更

(》変更の有無

医薬品､医療に係る

製造業IN-62)

その他製造業(N=171)

情報通信業

(N=93)

医薬品製造､医療に係る

サービス業tN=46)

技術に関連したサービス

業

その他サービス業

tN=46)

その他･不明

(N=31)

52.4%

56.5%

50.3%

38.7%

71.7%

53.3%

54.3%

61.3%

■ビジネスプランの変更あり ビジネスプランの変更なし

②変更したことがある場合の変更内容(全体のみ;複数選択)
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本章では大学等発ベンチャーの経営者に関する調査結果を示す｡なお本調査における｢経営

者｣とは､｢役職に関らず経営方針や経営計画を決める統括的･代表的立場の者｣として定義して

いる｡

5.1変更の有無

経営者の変更がある企業は約 25%で､残りの約 75%ではこれまで一度も経営者の変更はない

(図 5-1-1)｡業種別に見ると､医薬品関連の製造業の約 35%が経営者を変更しており､業種の中

では変更している企業割合が多い｡

図 5-ト1経営者の変更の有無

全体(N-574)

医薬品､医療に係る

製造業(N=61)

その他製造業(N-168)

情報通信業

(N=98)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=45)

技術に関連した

サービス業(N-122)

その他サービス業

(N=47)

その他･不明

(N=33)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

●これまでに変更はなく､当面変更の予定はない

4これまでに変更はないが､新しい研究者を探している､もしくは早急に探したい

■1度以上変更があり､現在2代目

■2度以上変更があり､現在3代目以降
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5.2現経営者のプロフィール(業種別)

以下では現経営者のプロフィールを業種別 と一部勤務先別に比較 した｡

5.2.1年齢

現経営者の年齢は､業種によって特徴がある(図 5-2-1)｡多くの業種では 50代､60代が多く､

特に技術に関連したサービス業(50.8%)､その他製造業(44.1%)では60代以上の構成比が多い｡

一方､情報通信業では30代以下でほぼ半数を占め､特に30代(45.4%)の割合が多く､特徴があ

る｡

図 5-2-1現経営者の年齢

5.2.2最終学歴

現経営者の最終学歴 (それぞれ卒業/修了､中退/単位取得退学､在学中含む)と学位区分/専

門分野を調査した(図 5-2-2)｡大学等発ベンチャー全体で見て経営者の最終学歴は博士課程が

39.1%､大学学部が 33.6%､修士課程が 22.3%と続いており､高学歴者が多い｡業種別では医薬

関連や技術関連のサービス業で博士課程が約 50%と高学歴者が目立っ｡また医薬品関連の製

造業の場合は経営者の最終学歴は博士課程 (37.1%)よりも大学学部(43.5%)のが多い｡

また現経営者の学位区分/専門分野は全体で見ると理系､特に｢工学｣が多く､技術関連のサー

ビス業では特に工学出身者の割合 (72.5%)が多い｡医薬関連では工学よりもむしろ保健 (区歯薬

学)の割合が多い｡またその他サービス業では､業種の中では理系よりも文系､特に社会科学系

(41.3%)の構成比が多い｡
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図 5-2-2現経営者の最終学歴

①最終学歴

全体(N=575)

医薬品､医療に係る

製造業(N=62)

その他製造業(N=171)

情報通信業

(N=97)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N-45)

技術に関連した

サービス業(N=122)

その他サービス業 2
(N=47)

その他･不明

(N=31)

% 3 2 .0 %

6% 26.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■高校 ■短大､高専､専門学校 t大学学部 ■修士課程 ■博士課程

②学位区分/専門分野

文系 理系

全体(N=554)

医薬品､医療に係る

製造業(N=59)

その他製造業(N=162)

情報通信業

(N=94)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=44)

技術に関連した

サービス業(N=120)

その他サービス業

(N=46)

その他･不明

(N=29)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

●人文科学 ■社会科学 ■理学 ■工学 ■農学 1保健(医歯薬学)■その他(家政､教育､体育､芸術等)

(注)①最終学歴には卒業/修了､中退/単位取得退学､在学中を含む｡
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5.2.3職歴

(1)直前の所属と職種(業種別)

現経営者の直前の勤務先/所属先は全体では｢企業｣(企業規模を問わない)が約 50%と多いが､

｢大学等｣も35.0%と比較的多い(図 5-2-3-①)Oさらに細かく企業規模別に見ると､従業員 301人

以上の｢大企業｣勤務者が全体で多く､特に医薬品関連の製造業では 41.9%を占め多い｡情報通

信業は特徴的で､大企業勤務者(12.8%)は少なく､｢学生･院生｣が 22.3%と他業種と比べて圧倒

的に多い｡

直前の勤務先での職種を見たところ(図 5-2-3-②)､全体では｢研究｣が45.2%と最も多く､次い

で｢経営企画｣(21.1%)､｢製品開発･製造･設計｣(15.8%)が続いている｡業種別に見ると､情報

通信業や医薬関連の製造業では｢経営企画｣が 30%程度を占め他の業種よりも多い｡

図 5-2-3現経営者の直前の所属と職種(業種別)

①直前の勤務先/所属先
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(2)直前の職種､役職(勤務先別)

直前の勤務先別に職種を見ると(図 5-2-4-(D)､直前の勤務先が｢大学等｣である場合､89.5%

は｢研究｣に従事する者､すなわち研究者である｡また､企業勤務者では従業員規模が大きい企業

では直前に｢製品開発･製造･設計｣や｢研究｣に従事していた者が多く､規模が小さい企業では

｢経営企画｣に従事していた者が多い｡

図5-2-4-②では､直前の勤務先が民間企業勤務者に限り､勤務先別に当時の役職を整理して

いる｡直前の勤務先が企業の場合､企業規模が小さくなるほど､｢社長･会長クラス｣で大学等発ベ

ンチャーの経営者になっている割合が高い｡｢社長･会長クラス｣は全体では23.4%であるが､直前

の勤務先が｢小規模/ベンチャー企業｣では50.7%を占める｡直前に｢大企業｣に勤務していた場

合は｢部長｣クラスが36.6%で最も多い｡

図 5-2-4現経営者の直前の職種､役職(勤務先別)

(D職種

②役職(直前の勤務先が｢企業｣の場合のみ)
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5.3現経営者のプロフィール(年齢別)

以下では現経営者のプロフィールを年齢別に比較したOなお年齢が不明な場合は､全体集計

から除外している｡

5.3.1最終学歴

現経営者の最終学歴は､30代では｢博士課程｣は50.9%を占め､この割合は全ての年代の中で

最も多い(図5-3-1)040代では｢博士課程｣､｢修士課程｣､｢大学学部｣で同程度を占めている｡50

代､60代では｢博士課程｣と｢大学学部｣の経営者に大きく分かれる｡

図 5-3-1現経営者の最終学歴(年齢別)

(注)卒業/修了､中退/単位取得退学､在学中を含む｡
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5.3.2職歴

現経営者の直前の所属が｢学生･院生｣は20代､30代に限られ､20代で100%､30代で26.5%

であった(図 5-3-2-(∋)｡直前の所属が｢大学等｣は､30代～50代では 25%程度であるが､60代

以上では 52.0%を占め特に多い｡30代は企業､特に｢大企業｣勤務者が40代以上に比べて少な

い｡直前の職種はと､年代に関わらず､｢研究｣職についていた者が多く､特に 60代以上では

56.6%を占め多い(図 5-3-2-②)0

図 5-3-2現経営者の直前の職歴(年齢別)

(D直前の勤務先/所属先

③役織(直前の勤務先が｢企業｣の場合のみ)
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直前の役職は､年齢に概ね対応しており､年齢が高くなるにつれ､直前の役職は高くなっている

(図5-3-2-③)｡ただし､｢社長･会長クラス｣に限っては､50代が27.4%で最も多い｡

5.3.3ロールモデルの有無

現経営者には自らの手本(ロールモデル)となるようなベンチャーや起業家がいるかを調査したと

ころ､40代以下の比較的若い経営者には 50%程度ロールモデルとなる存在がいた(図 5-3-3)｡

特に20代の経営者は｢家族や身近にロールモデルがいる｣と考えている場合が40.0%と多い｡

図 5-3-3ロールモデルの有無
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大学等発ベンチャーの起業に至った背景には何があるのだろうか｡本章ではベンチャー

を設立する以前に実用化に向けた活動を試みていないか､また起業動機には何があったの

かを明らかにする｡起業背景には経営者のバックグラウンドが関係 していると考えられる

ため､業種別分析に加え現経営者の直前の所属別分析も行 うこととした｡

6.1起業以前の実用化へ向けた活動

ベンチャーの設立以前にシーズとなった技術やアイデアを実用化もしくは発展させるべく､起業

以外の活動(共同研究やライセンシング､大学内や企業内での研究の継続)を試みたことがあるか

を調査したところ(図 6-卜1)､全体では 36.0%が起業以外の活動を試みていた｡①業種別では､

技術に関連したサービス業(49.6%)や医薬関連の製造業(41.7%)､②現経営者の直前の所属別

では､｢大学等｣(41.2%)や企業全般は起業以外の活動を試みている割合が比較的高い｡これに

対して｢学生･院生｣(12.5%)や情報通信業(25.3%)で起業以外の活動を試みた企業の割合が低

い｡

図 6-ト1起業以前の実用化へ向けた活動

･半業種別

全体(N- 義 韓 琵 窯 業鮭 塞

技術に関連した

サービス業 (N-115)

漁起業以外の活動を喜式みた 起業以外の活動は試みていない

②現経営者の直前の所属別

提起業以外の活動を試みた 起業以外の活動を試みていない
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③起業以外に試みた活動内容(回答企業全体 :複数回答)

大学等と既存企業との共同研究

大学等から既存企業へのライセンシン

グ

公的資金の獲得により､大学等内で実

用化

企業内での実用化

その他活動

｢起業以外の活動を試みた｣企業に対しては､実用化に向けてどのような活動を試みたかを図

6-i-11③に示す活動を選択肢から全て選択するように依頼したO結果を見ると､起業以前に実用

化-向けて試みた活動としては､｢大学等と既存企業との共同研究｣(65.4%)が最も多く､これに

｢公的資金の獲得により､大学等内で実用化｣が続いている(37.6%)｡
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6.2起業動機

現経営者にベンチャーに関与するようになった動機として当てはまるものを選択肢の中

から上位 3項目を選択するように依頼した｡1位 3点､2位 2点､3位 1点として直前の所属別

に集計し､平均点を求めた｡なお､図6-2-1では分析を単純化するため､｢中小企業｣と｢小規模/

ベンチャー企業｣を統合させ､｢中小/小規模/ベンチャー企業｣とした｡

起業動機は､直前の所属が｢大学等｣､すなわち大学等の研究者では｢自身の技術やアイデア

を実用化するため｣が突出して大きい｡これに対して､｢学生･院生｣は｢新しいことに挑戦するため｣､

｢中小/小規模/ベンチャー企業｣では｢ビジネス機会･市場があったから｣が動機として大きい｡

図 6-2-1起業動機(直前の所属別)

∠1.8罵 :二;占 1.210.80.60.40.2O♂

I:
l

>.

J=汗:i ■ rl
l

JT-*争JJ､手 IIP n ■-hN# bl''Q # ;8嘉 /dP-nI''D:A･i､ 一- ..,..♂ ~･Jf-.見楳ノベンチャー企業(N=1叫

∴ ∴ +

(注)1位 3点ー2位 2点､3位 1点として､グループ別に平均点を算出｡｢全体｣は｢その他･不明｣を含めた平均点｡
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本章では主に母体となった大学等(ベンチャーの起業時に最も関係した大学等を指す)につい

て､起業時の状況やこれまでの連携で期待していること､また満足度､人材の受け入れ状況等を

業種別に分析している｡

7.1母体となった大学等の種類

母体となった大学等の種類は､どの業種でも国立大学発のベンチャーが 50%以上を超え多い

(図7-卜1)｡ただし､｢その他サービス｣や｢その他･(業種)不明｣では私立大学発も比較的多い｡

図 7-1-1母体となった大学等

全体(N-571)

医薬品､医療に係る

製造業(N-62)

その他製造業(N-172)

情報通信業

(N=93)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=46)

技術に関連したサービス業

(N=121)

その他サービス業

(N=47)

その他･不明

(N=30)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

lL国立大学発 J公立大学発 ■私立大学発 )大学共同発 L高専発 ■独法発
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7.2起業時の大学等との関係

母体となった大学等と起業時の関係は､どの業種でも過半数が｢(大学等の)人材の関与｣により

起業されている(図7-2-1)｡医薬関連の製造業では｢大学等との特許を基に起業｣(大学等の教職

員･研究職員や学生を発明人とする特許をもとに起業)が77.0%と､突出して多い｡

図7-2-1起業時の大学等との関係

全体(r1-557)

医薬品､医療に係る

製造業(N=61)

その他製造業(〟-16%)

情報通信業

(N=88)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N-46)

手支術に関連したサービス業

(N=1ヱ0)

その他サービス業

(N=44;I

その他･不明

(PJ=30)

lr大学等との特許を基に起業 ■特許以外の研究成果･技揃の活用

.教職鼻.学生･院生が(設立に)漆く関与 .大学等やTLO､関連TL0が出賀
(人材の関与)

(注)複数選択あり｡

7.3大学等との距離

ベンチャーの本社もしくは支社と､母体となった大学等との距離(1時間以内で移動できる距離

か)を調査した(図 7-3-1)｡大学等から1時間以内に移動可能な距離にある企業は､回答企業全

体で80.0%を占めるが､医薬関連の製造業では71.0%とやや少ない｡

図 7-3-1大学等との距離

(注)大学等との距離は本社もしくは支社からの距離を訊ねている｡
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7.4大学等との連携による期待と満足度

7.4.1アンケート調査結果

母体となった大学等との連携を通じて期待することとその満足度を調査した｡具体的には図

7-4-1に掲げた項目を示して大学等との連携で期待することを上位 3項目まで選択するよう依頼し､

また選択した項目について5段階で満足度を訊ねたO(D期待度は 1位 3点､2位 2点､3位 1点

として､②満足度は｢非常に不満｣(-2点)～｢普通｣(0点)～｢非常に満足｣(十2点)としてそれぞれ

業種別の平均点を求め､平均点の高い項目順に並べ変えている｡なお②満足度では期待度の順

位を考慮せず､点数化した｡

図 7-4-1-(丑で大学等-の期待度は､製造業や医薬､技術関連のサービス業では｢施設･装置

の利用｣が特に高く､これに｢信用力の獲得｣が続いている｡情報通信業では突出して期待度の高

い項目はないが､｢信用力の獲得｣､｢人材(卒業生や学生)の確保｣､｢施設･装置の利用｣の 3項

目の期待度が比較的高い｡このうち､｢人材の確保｣は情報通信業に限って期待度が高い項目で

ある｡また医薬関連の製造業では｢技術移転や新たな特許出願｣に対する期待度が他業種に比べ

て高い｡

図 7-4-1-(参で大学に期待する上位項目についての満足度を見たところ､製造業は全般に満足

度が高いが､サービス業や情報通信業では満足度が低い｡医薬関連の製造業では｢特許以外の

ノウ-ウの獲得｣で､その他製造業では｢信用力の獲得｣で満足度が特に高い｡一方､情報通信業

や医薬関連のサービス業では特に｢施設以外の支援｣に対して満足度が特に低い｡
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図 トJ卜1大学等との連携で期待することと満足度

(か期待すること(上位 3項 目)
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I医薬品､医療に係朝出茎葉 (N車.1)

■情報通信業(N-87)

(診期待に対する満足度 ((丑で選択した項 目)
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)医薬品､医療に係る製逗業(N=61) ●その他製造業(N=167)

.情報通信業(N:87) I医薬品､医療に係るワ-ビス業(N:叫

ll技術に関連したワ-ビス業(N=118) Iその他サービス業(N:44)

(注l)(丑の｢期待度｣は大学等との連携を通じて期待することとして上位 3項目を訊ね､1位3点､2位 2点､3位 1点として､業種別に平均点を

算出したもの｡

(注2)②のr満足度｣は(丑で期待することで挙げた上位3項目について､満足度を5段階で訊ね､｢非常に不満｣-2点､｢やや不満｣-1点､r普通｣

o点､｢やや満足｣+1点､｢非常に満足｣+2点として､業種別に順位は考慮せずに平均点を算出したもの｡

(注3)①､②それぞれ点数の高い順に右から項目を並べ替えた｡
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7.4.2具体事例から見る大学発ベンチャーの施設.装置､学生や大学人材の活用状況

(1)大学の施設 ･装置の活用事例

大学等発ベンチャー-のアンケートでは大学等の｢施設･装置の利用｣に対する期待が高かったが､イ

ンタビューでは実際にベンチャーが大学等との連携により､施設･設備を利用してきたことを対象企業の

ほぼすべての事例で確認できた｡インタビュー対象の多くのベンチャーは現在も大学等の施設･設備を

積極的に活用して研究開発を進めている｡

例えば東京女子医科大学発ベンチャーのセルシードや近畿大学発ベンチャーのア･アトムテクノル近

大では､大学施設で研究開発を進める一方､大学でノウハウを持たない特殊施設(細胞培養施設(セル

シード)や放射線設備 (ア･アトムテクノル近大))の運用やメンテナンスについて､大学にアドバイスをする

など､大学の施設の活用に対して積極的に貢献している｡

また慶鷹義塾大学発ベンチャーのヒューマン･メタボローム･テクノロジーズでは､大学の施設･設備が同

社の信用力を担保するものとして機能している｡同社の基となった技術を生みだした慶庵義塾大学曽我

研究室には約50台のCE-MSシステム装置がずらっと並んでいる｡同社ではこの研究室を顧客や就職希

望者に対して積極的に見せている｡顧客や就職希望者は､この技術を活用して出来た同社にも確固たる

技術力があるという印象を持ち､新たな顧客開拓や従業員の獲得につながっている｡

同じく慶鷹義塾大学の学生発ベンチャーで､人工クモ糸での事業化を目指すスパイバーは最近になって､

同社で合成したクモ糸の物性評価のために地元の鶴岡高専との共同研究を開始した｡関山社長が博士

課程の学生として在籍していた慶庵義塾大学冨田研究室よりも､高専の物性評価等の分析の機材が充

実していることが判明し､高専との共同研究を行なうこととなった｡スパイバーの経営陣は鶴岡高専の学

生のスキル､やる気も高く評価しており､今後鶴岡高専と有意義な共同研究ができるだろうと期待してい

る｡

(2)大学発ベンチャー施設を産学連携の拠点の場に利用する例

一方､大学施設ではなく､大学等発ベンチャーの施設を産学連携の拠点として研究を進めている例も

ある｡電池の開発､製造を行う慶鷹義塾大学発ベンチャーのエリーパワー(本社:東京都品川区)は､独

自の研究開発拠点として｢技術開発センター｣を滋賀県大津市に設けている｡吉田社長は､同センターは

｢単体の電池の研究所としては世界有数で､大学が持っていない生産設備や分析装置を有しており､電

池技術の発展のために大きな役割を担える研究機関である｡｣と考えている｡そこで同社では自社の技術

者を大学に派遣して共同研究するのではなく､むしろ大学から研究者を自社の技術開発センターに招き､

同社から明確なテーマ､方針を決めて電極の組成物質に関する共同研究を進めるため､複数の大学と

連携している｡

(3)学生や研究員の雇用や活用事例

今回のインタビュー対象企業の 13社中､9社で母体となった大学等から学生やボスドク､研究員を雇

用し､現在も活用していることを確認できた｡身近な先輩や教員がベンチャーを立ち上げる様子を学生ら

が見て､自ら参加してくるケースが多かった｡

学生の活用で興味深い事例は筑波大学の学生発ベンチャーで､ソフトウェア開発を行うソフトイーサであ

る｡同社では設立初年度より､筑波大学に対して毎年 100万円程度の奨学寄附金を提供している｡この

寄附金の目的は将来の学生発ベンチャーを担う人材を育成するため､また短期的には同社のビジネスを
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手伝ってもらう学生の集まる部屋を確保するためである｡この部屋から同社を含め､筑波大学の学生発ベ

ンチャーが 5社ほど設立されたことから､会長の登氏は部屋を残すことは重要と考えている｡学生の中に

は同社-の就職を希望する学生もいるが､同社は従業員 10名(多くは筑波大学から参加)の少数精鋭で

最大の利益を獲得することを目指しているため､さらに従業員を雇用する予定は当面ない｡しかしながら､

部屋に集まる学生が新たに起業を目指す場合は同社でサポートする考えがあり､実際に起業を試みよう

とする学生も現れている｡

慶鷹義塾大学の学生発ベンチャー､スパイバーでは従業員数 19名の 3分の 1は慶庵義塾大学出身

である｡関山社長の出身研究室の学生や研究員が参加している｡学歴も学部卒から学位取得者までおり､

同社から積極的に参加を呼び掛けて入ってくるケース､身近でビジネスを見て興味を持って参加してくる

ケース両方がある｡

またネットワーク開発を行う東北大学発ベンチャー､サイバー･ソリューションズでは､東北大学で学位

を取得したマンスフィールド社長が同大学で客員研究員として最近まで学生を直接指導していた｡その

ため､東北大学との関係は深く､常勤従業員 18名のうち7名は東北大学出身者で､学位取得者が 3名

いる(詳細は8.2.2参照)｡

(4)学生発ベンチャーで効果的に大学等の施設､人材を活用

スパイバーの関山氏は起業準備期間中に､ソフトイーサの登氏は起業後に大学院に進学した｡彼らは

純粋なアカデミックな研究よりむしろベンチャーでの事業化研究に強い関心を持っており､大学院生の身

分を最大限に活用して､大学の施設を活用したり､教員のアドバイスを受けるなどして､ベンチャーでの

事業化研究を進めていた｡

一方で､2人とも学術的にも評価を受けており､登氏は｢吉報処理学会全国大会で奨励賞(2008年)を

受賞､関山氏は同社の相談役の菅原民らと発表したDNAにデジタルデータを保存する技術論文はACS

Publicationsが刊行する論文の中で2007年 1-3月に最も注目を集めたとしてTheMost-AccessedArticle

に選出されている｡

2社の学生発ベンチャーの事例はベンチャーでの事業化研究とアカデミックな研究は必ずしも相反す

るものではなく､むしろ相乗効果があることを示唆している｡
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7.5学生等の雇用状況

母体となった大学等からこれまでに学生 ･院生やボス ドク､卒業生 (以下､｢学生等｣という｡)

を社員やアルバイ トもしくはインターンシップとして受け入れたことがあるかどうかを調査したO

全体で約65%の企業でこれまでに学生等を受け入れており､このうち50.4%は直近 3年間(2007年度以

降)に受け入れている(図 7-5-1)｡情報通信業では特に学生等の受け入れ割合が高く､約 80%で学生

等を受け入れ､うち64.5%は直近3年間(2007年度以降)に受け入れている｡この結果は､情報通信業が

現経営者が直前に学生や院生であった割合が高いこと､また大学等との連携で｢人材(卒業生や学生)

の確保｣-の期待が高いという結果と符合している｡ちなみに､現経営者の直前の所属別に学生等の雇

用状況を集計したところ､現経営者が直前に｢大学等｣､｢学生･院生｣であった場合では直近 3年間での

学生等の受け入れ割合は 56%程度で､現経営者が直前に企業にいた場合(43%)よりもやや高かった｡

ただし､業種別に比べて現経営者の直前の所属による違いは大きくなかった｡

図 7-5-1大学等からの学生等の雇用状況

全体 (N=565)

医薬品､医療に係る

製造業(N-621

その他製造業 (N=172)

情報通信業

(N=93)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=46)

技術に関連したサービス業

(N=121)

その他サービス業

(N=45)

その他･不明

(N=30)
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(注)学生･院生､ボスドク､卒業生を社員やアルバイト､インターンシップとして受け入れたことがあるかどうかを調査している｡
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本章では｢ベンチャーに関係する大学等の人材｣に焦点を当てる｡これら人材の特徴を明らかにしたう

えで､彼らがベンチャーを通じてどのような効果を得ているのか､またベンチャーの活動を進めるにあたっ

てどのような点で課題を感じているのかを明らかにする｡なお､｢ベンチャーに関係する人材｣とは､前章

の｢母体となった大学等｣に所属し､起業時に技術シーズを提供したり､立ち上げに関与するなどして当

該ベンチャーに最も関係の深い人物を指す｡

8.1プロフィール

8.1.1大学等での雇用状況と学位区分

ベンチャーに関係する大学等の人材(以下､｢大学等人材｣という｡)の雇用状況を見ると(図8-1-1)､(∋

役職は4分の3が教授クラスで､②雇用形態は所属機関に関らず大半が常勤の教職員である｡

図8-卜1大学等での雇用状況

②雇用形態

(罫最終学歴の学位区分
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また③大学等人材の最終学歴の学位区分(専門区分)を見ると､全体的に｢工学｣が多いが､業種との関

連が見られ､医薬関連の製造業やサービス業では｢保健(医歯薬学)｣が最も多い｡

またベンチャーの設立後に大学等人材の所属先機関に変更(退職も含む)があるかどうかを調査したと

ころ､常勤の教職員(N=361)の 78.4%､任期付き職員(N=52)の 63.5%に変更はないことがわかった｡ま

た退職者は常勤の教職員では 13.9%､任期付き職員では 25.0%であったが､これは定年退職者が多い

と思われ､所属先の大学等を自ら退職してベンチャーに専念する研究者はほとんどいないと考えられる｡

8.1.2年齢､ベンチャーでの経営者経験

大学等人材の年齢および当該ベンチャーでの経営者(役職に関わらず経営方針や経営計画を決める

統括的･代表的立場にある者)の経験を調査し､大学等での役職別に比較した(図 8-卜2)｡年齢は｢学

生･院生･卒業生｣以外は圧倒的に 50代､60代が多い｡対照的に当該ベンチャーで経営者経験は｢学

生･院生･卒業生｣は 76.7%が現経営者であるものの､その他の教職員の概ね半数は｢これまで一度も経

営者となったことがない｣という結果になった｡

図8-卜2年齢､経営者の経験
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JE用舶係のない関係者

t名誉救援等)(N-431

学生･院生･卒兼生

(～;3OJ

I33-7%I l 10-l l l l J l甜■■ 55.5%

l E l l l l

無 禦 _ 巨 1.1%…■■ 56.2%

l I- ■ ■ ■』 -

ニスー叫∴〉 ･.,I:. Ⅳ■. 4&1%

l 】 l l l 】

･霊 芝 淫 盟 鯉 銀 鉱 ■":L 12.1Lp二- 54.59(

l J l l L l

.JEじ■

I l l l

OYo lO% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

J現経営者 ■これまでに経営者になったことがあるがt今は異なる ■これまでに一度も経営者となったことはない
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8.1.3ベンチャーでの勤務状況

大学等人材の当該ベンチャーでの現在の週当たりの勤務時間を調査し､大学等の種類別に常勤の教

職員(任期つき､なしとも)に限って集計した｡図8-1-3を見ると､勤務時間は週当たり0時間～40時間超

までかなりばらつきがある｡なお､常勤教職員(N=370)の平均勤務時間は週当たり平均8.1時間である｡

またベンチャーに関係する大学等の人材のベンチャーの兼業申請の状況を調査したところ､常勤教職

員(任期つき､なしとも)に限ってみれば､国公私立大学では 70.0%(N=323)で､独法研究所の 76,0%

(N=25)で兼業申請をしていることがわかった｡

図8-卜3ベンチャーでの現在の週当たり勤務時間(大学等の常勤教職員のみ)

(注)大学等での雇用形態が｢常勤(任期付き､任期なし)｣のみを対象o
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8.1.4企業での勤務経験､海外経験

大学等人材の企業での勤務経験と海外経験を調査した｡どちらも研究者の専門分野の関係性が強い

と思われるため､最終学歴の学位区分別に集計した(図8-1-4)｡図8-卜4-①を見ると､全体の30.3%は

企業勤務の経験があった｡企業での勤務年数も訊ねたところ(N=124)､平均して12.1年の勤務経験があ

った｡また図8-1-4-②を見ると､全体の60.3%に海外経験があるが､｢理学｣や｢保健(医歯薬学)｣ではさ

らに海外経験者が多く約 70%であった｡

図8-1-4企業経験と海外経験(専門別)

①企業での勤務経験

全体(N=462)

人文･社会科学(N=27)

理学(N=68)

工学(N=238)

農学(N=38)

保健(医歯薬学)

その他･不明

(家政､教育､体育､芸術等)(N=16)

89.7%

51.9%

76.5%

64.7%

63.2%
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75.0%

戦企業での勤務経験あり 企業での勤務経験なし

(参海外での勤務､研究経験
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その他･不明
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8.1.5 産学連携･知財活動経験

大学等人材のうち､大学等の教職員(学生･院生･卒業生は除く)の､当該ベンチャーに関わる以前の

(∋当該ベンチャーに関わる以前の他のベンチャーでの活動､②企業との共同研究､③発明者としての特

許出願､の経験を調査した｡それぞれ｢全く経験がなかった｣から｢非常に経験があった｣までの 5段階で

訊ね､最終学歴の学位区分別に集計したところ､図 8-1-5の結果が得られた｡④では｢全く経験がなかっ

た｣-2点､｢あまり経験がなかった｣-1点､｢どちらともいえない｣0点､｢少し経験があった｣+1点､｢非常

に経験があった｣+2点として学位区分別に平均点を求めてグラフ化した｡

図8-1-5を見ると､①他のベンチャーでの活動経験は｢人文･社会科学｣を除くすべての区分では｢全く

経験がない｣研究者が圧倒的に多い(全体で63.7%)｡これに対して､②企業との共同研究や③発明者と

しての特許出願経験については､｢工学｣をはじめとする理系分野で｢少し｣もしくは｢非常に経験があっ

た｣とする研究者があわせて8-9割程度を占める｡全体で見ても共同研究や特許出願について｢非常に

経験があった｣研究者は約半数を占める｡

結果をまとめると､わが国のベンチャーに関与する理系研究者は複数のベンチャーの活動に関与する

者はまだ少ない｡しかし､ベンチャーに関与する以前から共同研究や特許出願が活発な理系研究者は

多い｡したがって､わが国ではこれまで共同研究や特許の出願などに活発に産学連携活動に取り組んで

きた理系研究者が新たな活動の試みとしてベンチャーに関係するようになってきているといえる｡
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図8-115産学連携･知財活動経験
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(注1)起業時の大学等での役略が｢学生･院生･

卒業生｣､｢不明｣は除外し､教鞍員や雇用関係

のない関係者が対象｡

(注2)④ではr全く経族がなかった｣-2点､｢あま

り経験がなかった｣-1点､｢どちらともいえない｣0

点､｢少し経族があった｣+1点､｢非常に経験が

あった｣2点として､専門別に平均点を算出｡



8.2ベンチャー活動による効果と課題～研究者-の意識調査､インタビュー調査結果より～

8.2.1調査対象者のプロフィール

本アンケー トは経営者を対象としたものであるが､一部 ｢関係する大学等の人材に対する意識

調査｣を盛 り込んでいる｡この意識調査の部分は､本アンケー トの回答者が (起業時に)最もベ

ンチャーに関係する大学等の教職員 (ボス ドクや雇用関係のない名誉教授等の関係者を含むが､

学生 ･院生 ･卒業生や役職不明者は含まない)と一致する場合､すなわちベンチャーの現経営者

が大学等の教職員である場合に限り､回答を求めている｡意識調査の対象者は回答者全体の28.7%､

140名である｡

図 8-2-1に意識調査の対象となる研究者のプロフィールを①最終学歴の専門区分､(診大学等の

役職､③年齢､④企業での勤務経験､で示 した｡参考までに意識調査の対象外となった研究者の

プロフィール と比較 したところ､両者で①専門､②役職､④企業での勤務経験の有無の分布状況

については大きな違いはなかったが､(∋年齢は｢60代以上｣が意識調査の対象者では49.3%を占め､対

象外の研究者の 34.3%よりも高くなった｡

(か最終学歴の専門区分

図 8-2-1意識調査の対象となる大学等の教職員プロフィール

②大学等での役職

i i …I': tt--- : -= - i i

④企業での勤務経験

58



8.2.2ベンチャー活動に参加したことによる効果

(1)意識調査

意識調査の対象となった研究者に対して､ベンチャー活動に参加 したことによって自身や研究

室によい効果があったと思うかを 5段階で訊ねたところ (図 8-2-2-①)､｢それなりに効果があっ

た｣(50.7%)､｢非常に効果があった｣(39.0%)と回答した研究者を合わせて約 90%となった｡

これら｢効果があった｣と回答した研究者に対して､具体的にどのような効果があったのかを調査するた

め､｢社会ニーズの把握/社会との接点の増加｣､｢知財の権利意識の向上/特許出願機会の増加｣､｢出

口を意識した研究の実施｣､｢アカデミックな研究の進展/研究の幅の広がり｣についてそれぞれどの程度

効果を感じているかを訊ねた(図 8-2-2-②)｡その結果､4項目全てで｢非常に｣もしくは｢それなりに｣､効

果があったとする回答は 70%を超えた｡特に｢社会ニーズの把握/社会との接点の増加｣については

94.2%が｢効果があった｣と回答し､効果を感じている研究者が多かった｡

①効果の有無

図 8-2-2ベンチャー活動参加による自身や研究室への効果

②効果の内容(①で｢効果があった｣者に限って調査)

(2)自由記述から見る具体的な効果の内容

研究者にベンチャー活動に参加したことによって感じた効果について自由記述を求めたところ､多くの

意見を得た｡次頁以降に結果を紹介する｡自由記述から見えてくる重要なポイントは､多くの研究者にと

ってベンチャー活動-の参加は､アカデミックな研究に対して刺激となっており､新たな研究課題の設定

にも役立っていると感じていることである｡

一方､研究成果を実用化する"手段"としてベンチャーが有効であったとする意見は少ない｡つまり､現

時点で多くの研究者がベンチャー活動に参加したことによって見出している効果は､ベンチャー活動で

得た知見をアカデミックな研究に生かせるという点にある｡また学生やボスドクに対する教育効果や､キャ

リア選択の機会を提供する点で効果があったと考えている研究者もいた｡
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(D社会ニーズの把握/社会との接点の増加

No ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 きま区分

1 企業側の視点で研究開発を意喜鼓し､また､性能機能面においても介糞法定を事捜した研究 公 50代 工学

盟盈互生と星での実施を心がける様になった○ 立大早2 経済原論および経済システム論が研究領域であったが､経営コンサルティングを通じて､自 社会
分の研究の正当作が妾務面で宴証されたことで_自分の研究の具体的意義を実感できた○ 科学

3 社会的ニーズがよく理解出来るようになった○ 国立大学 60代以上 工学

4 社会的ニーズの把握が的確になった○ 工学

5 社会史三二墓室知ることができ､研究に反映できることがよかつた○ 50代 工学

6 社会に直接役立てる研究の重要性を再認識し､そのことを常に心がけて実践し､成果も上げつつある○ 30代 その他

7 関連産業.事業者との連携が生まれる点がよかつた○ 工学

8 さまざまな人との交流があり､盈監盤広也 ､研究や教育にはずみがついた○ 50代 その他

9 社会のニーズ_技術が畜品になって_世に役立つ過籍を実感できる.学生への教育にも役立 50代 工学

つ○

10 ベンチャーを通じて産業界との密接なつながりが構築できている○

ll 社会的活動における交流範閑が広がり_研*.テーマ設定の自由度が増えたような気がする○

12 大学教員を辞略してベンチャーを経営したことで､自分だけでなく社員､出資者を含めた人々の収入.収益を確保することが必須課題となり､提供したいサービスよりも社会のニーズと購

買意欲に適合するサービスを提供する必要性を学んだ○

13 教員時代は企業との共同研究等であったが､退職してベンチャー企業を設立し､教員でいた 60代以上 理学

当時以上に､大学(特に工学部)での教育が実学を向く必要性を痛感している○教員時代か

ら､企業関係者から､即戦力技術者の輩出を依頼されていたが､この面での感覚は特に強く
なった○工学系では､教育の内容にまで立ち入った､学外からのアドバイスが必須ではない

かと思う○

14 定年退職後にバイオベンチヤ-を立ち上げ､ビジネススクールで勉強した○この経寮は大き 臥立大早 保健

かつた○他社との共同研究が多かつたので会社を理解していたつもりであったが､ニーズに対

する意識､マーケテイングなどが大学では無かつたのでその必要性を痛感した○

15 広い視野､人的交流を可能とした○ 理学

16 介護福祉における二-ズや現壕の状況P.梶ができ_今後の研*.テーマとなった○

17 市場の具体的ニーズを明確に把握できた○ 工学

18 社会的ニーズ(国際貢献)に応える研究開発の意識や特許に関する認識が高まった○ 保健

19 実用化を目指したため､社会との措点がより面接的かつ強力になったO 独汰20 社会における自身の研費の位置づけがP.梶できるようになった○
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②出口を意識した研究の実施､実用化の場

～l● ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 学位区分

1 実用化を目指した研賓の遂行方法が明確になった 私立大学 60代以上 保健

2 以前より事業化を意治した特許出願や研究開発を行うようになったo 工学i

3 単に論文を書くだけでなく利用価借にも比幸を置くようになった○ 公 立大学

4 工学は学問の性格上要用を巨指したテ-マも必要であるo研究テーマは1つだけではなく､ 国立大学

中には当然実用化を目指す研究も必要であり､そのためにベンチャーが役立っている○

5 研究成果を社会に還元することを目指しているため､高度でかつ実用的な研究を推進できるo 50代

6 庫 用化を念頭に置いた研究､社会貢献に目を向けた研究の重要さに気がついた-

7 自分の研究成果を具体的に実用化する場を得ることができた○ 独法 40代

③アカデミックな研究への効果

No ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 三言.A.A,■■云ゴ巨区分

基礎研究を実用化することの難しさを認識し､要用化を亭視したコスト.効率重視の研究テ- 国立 50代工学

1 マを基礎研究に加克て手掛けるようになった○その結果､研零活動に新しい道筋が見えてき
た○

2 研究活動とベンチャー介菓活動とは自分自身ではそんなに矛盾するものではなく､活動の実 60代以上積は∠一匙 姓と思っており､ベンチャー偉業を推進することの学術的_社会的メリットを感じて過 _ 大早
3 実社会からの反応が早く､研究開発に対する姿勢がより積極的になったo

4 実用化を目標とした研究計画によって研究結果の有用性の評価の質が大きく向上したo 50代

56 産業界での活動とア力デミ､ソウな研究活動との間の相集効果O 私立大学
理論研究をベースに独自のコンサルティングや経済政策提言のノウハウ.手法を見出し､そ 公 社会科学

れを自らの理論にフィードバ､ソクすることによって_研究にも大きな広がりが生まれていること 上し大早
を実感しているo

7 (ビジネスとして)多数の(農作物の)株を栽培し､規堤で事象を直轄観察することによって_ 国立 50代 農学
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④学生やボスドゥへの効果(教育や就職面)

No ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 学位区分

1 社会ニーズ-の対応をベンチャーを通じて宴践することができたoそしてその渦梓を学生に宴 私立大 60代以上 社会科学

習させることは極めて有意義∩実学的教育効果が期待できるo

2 講義内容にベンチャー介業の経営ぶりを反映できるo学生の教員を見る目が違ってきた0本
物の経営者だと認識してきたからだと思うo 学

3 マネジメント工学コ-スを担当しており､学生には効果的な教育の場を与えられると考えている○ 国立大学 50代 工学

4 所属している大学の研究室学生にベンチャーから各種支援が比較的自由にできることがよ 私立

かつたo

5 企業実績と研究実績は結びつかないことを実感しているが､不況感を肌で感じることができる 60代

点では学生の就職活動を円滑にするなどの利点もあるo 大早 以上

6 学生が就職する際の介業選択に役立ったO 40代 農 学7 学生が夢を持つようになった○ 工学

8 学生に､研究に極めて関係の深い職種のアルバイトを提供できたo 国 理学

9 日本学術振興会のボスドゥの任期を満了し､その2か月後に会社を立ち上げたが､盟監五三 30代 工 学

まなく経営者_実務者になったことで_机上の空論ではなく､現場で本当に役に立つ技術を 立
追究し､｢ありがとう｣｢よかつた｣｢助かった｣と言ってもらえる -ビスを提供することの喜びを 大

勉ユたOそして､その対価としてお金をいただく､というスタイルが､厳しいけれども心地よく､ 学

⑤知財に対する意識や特許出願増加

lNO ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 tFl二一

1 知財に関する関心が高まり､大学の発明委員会の委員になり､一層発明に対する関心が増 私立 50代 保健
した○ 大学

⑥ビジネスセンスの習得の機会

lNO ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 学位区分

1 ビジネスセンスが身についたoまたビジネスに関連する交流が深くなった○ 公立大学 40代 工学

2 企業としての考え方が理解でき､研究についてより広い視野を持つことができたo 国立大 30代

3 実学としての知識を再確認できると同時にコスト意喜豊が芽生えたo 不明 不明

4 自身は大学を退職後にベンチャーに関わつたが､大学職員の時の世間の捕らえ方と､ビジネ 40代 工学
スマンとしての捕らえ方とは､全く異なっていることに気づくことができたo大学職員の考え方 早

のままでは､ビジネスの世界で生きていくことは困難であると思うo

5 ものの値段の決まり方がわかり､大変勉強になった○ 独法 理学
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⑦達成感

No ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 P:一二一

1 教育面での大きな変化はないが､研費面では_ベンチャー壬己業により大きく変わったo大学 公 50代 工学

教員としては研究は論文を書き､国際会議で発表して終わるが､ベンチャー企業を立ち上げ

るということは､さらにその研究結果を実証し､実用化.産業化するという格段に大きな課題に 上⊥大学
直面することになる○それは研究者としての挑戦であり､また社会的貢献につながっているo
苦労も多いが､研究者としては大きな茶菓感と達成感があるo

2 大学教員としては経験のできない有益な知識と経験を積めたと感じている○ 国立大学 保健

3 ベンチャー活動に参加してよかつたと考えているo少なくとも､過去の研究成果が学会分野で 独 60代 哩学
多少なりと役に立っていると考えられ､所属機関退職後のやりがいを感じているo 法 以上

No ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 FTl∫

1 これまでの研究成果を社会に貢献するためにはベンチャー活動に参加することにより実現で 国立大学 60代以上 農学

きることを実感しているo

2 研究の社会への貢献の重要性を実感した○ 工早

3 教員以外の視点での社会活動の意欲が湧いた8結果として大学を退職した○

4 私立大学が今後ベンチャー企業の設立などを通じて社会貢献していかなければならないこと 私

を強く感じ､また､勤務する大学には貢献していると自負している○ボスドゥなど若手人材の育 _リ_大学

⑨大学等への貢献

No - ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢■■喜 古区分

1 関連する大学内研究グループに対して､装置面からのサポートができることに意義を感じて 国立大学 60代以上 工学

いるo

2 大学のブランド効果に貢献できたo 保健

⑱海外への活動の広がり

No ベンチャー活動に参加したことによって感じる効果 所属 年齢 区分a

1 活動の場として海外に出向くことが容易になった○ 国立大学 60代以上 エ学
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(3)具体事例から見る大学研究者､学生が感じるベンチャーを通じた効果

以下では大学等発ベンチャーの関係者 (主に研究者と学生)-のインタビュー結果に基づいて､

大学等発ベンチャーを通じて各人が感 じる効果について紹介する｡ケースは①40代以上の研究者､

②若手研究者､学生(30代以下)に分けて紹介する｡なおインタビュー対象者の所属､役職､年齢は注

記がない限り､2011年 3月時点のものである｡

①研究者(40代以上)が感じる効果

セルメディシン(樵)取締役 筑波大学 坪井康次教授(医学博士､脳神経外科医)

+アカデミックな研究に対する効果:ベンチャーでの研究がアカデミック研究活動と融合

セルメディシンは｢自家がんワクチン｣を用いたがん免疫治療法の開発を主な事業とし､2001年 7

月に当時理化学研究所ジーンバンク室室長であった大野氏(薬学博士)が起業した｡

筑波大学坪井教授は共同研究相手であった大野氏の誘いを受けて､設立時より同社に取締役

として参画することとなり､同社に対して出資もしている｡

坪井教授はアカデミックな研究を進めるために同社と積極的に共同研究を進めており､同社は

坪井教授にとって｢魅力｣のある存在である｡同社との連携で科研費の萌芽研究や茨城県の研究

開発推進事業にも採用されており､坪井教授はベンチャーでの研究がアカデミック研究とうまく融合

できていると感じている｡関連するコメントを記す｡

｢(ベンチャーとの共同研究成果は)活用する魅力がある｡科研責の中でも面白みがあり萌芽

研究や､茨城県でも陽子線治療で評価され､茨城県研究開発推進事業にも採用されている｡

ベンチャーでやっていることと､研究していることはうまく融合できている｡日･セルメディシンと

の関係は自身では 3分の 2くらいは研究だと思っていて､逆に言えば活用させてもらってい

墨且･-セルメディシンとの共同研究をどんどん進めていきたい.｣

暮研究面での刺激:自身の研究が受け入れられる様子を実感

セルメディシンは自家がんワクチンの市場を開拓するにあたって､積極的な営業活動は行ってい

ないが､坪井教授を中心に行っている大学での研究成果を HPで公開することによって､提携医療

機関を増やし､患者も増やしていっている｡坪井教授は自分の貢献した研究成果が患者の治療に

役立っている様子に手ごたえを感じ､これが次の研究へのやる気につながっているO関連するコメ

ントを記す｡

｢セルメディシンに関与して一番よかったと思うことは､セルメディシンが自家がんワクチンの

効果につききちんとした臨床データ､研究データを出し､それに基づいて企業活動している点

で､そのようなデータの裏付けに基づいて関連医療施設が増え､患者さんも増えていってい

ることに手ごたえを感じる｡科学的なデータで裏付けることが重要だと思う｡自分たちの研究

成果がセルメディシンの HP で紹介され､この成果を見て提携医療機関が増えて､患者も増

えているという一連の循環を確認できることが一番いい効果があったと思うし､自分のやる気

にもつながるO｣
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(樵)つくばウエルネスリサーチ 代表取締役 筑波大学久野譜也准教授20(医学博士)

■アカデミックな研究に対する効果:他の研究者にできない研究の実施

つくばウェルネスリサーチ(TWR)では､主に自治体を対象に健康増進プログラムを開発してき

た｡久野准教授は TWRの経営者として顧客である自治体と接し､自治体から相談ごとや不満等を

直接受ける｡これは新たな研究課題につながる貴重な情報で､普通の研究者が得られないもので

ある｡久野准教授はTWRを設立したことにより､仮説の構築からその検証まで｢すべてを一気通貫

で見ることができる｣ようになったOこれは久野准教授の研究の強みになっている｡関連するコメント

を記す｡

｢TWRをやってよかったことは､他の研究者が取れないデータが取れること､他の研究者がで

きないことをできるようになったことである｡現在､約 40の自治体との付き合いがあるが､いろ

んな相談が来る｡中には不満もある｡不満から新たな課題､研究につながっていく｡新しいネ

タが見つかる｡仮説から動くところまで循環するサイクルを一気通貫ですべて見れるところで

ある｡｣

暮学生に対する効果:フィールドワークの紹介､起業への関心

久野准教授は学生には｢TWRの事業に関らせない｣というポリシーを持ち､研究室の活動とTWR

の活動を明確に分けてきた｡それでも､久野准教授が TWRを設立したことで学生に対する教育効

果も生まれているc数育効果のひとつは TWRのネットワークを使って学生の研究フィールドを確保

できるようになったこと､もうひとつは講義で自らのビジネス経験を踏まえてベンチャーの実例として

TWRのケースを身近に紹介できるようになったこと､である｡実体験を踏まえた講義の学生の反応

もよく､同社に関心を持った社会人学生4名が卒業後に同社に転職している｡関連するコメントを記

す｡

｢研究室の学生にとってのメリットはTWRのネットワークを使って研究フィールドを確保できる

点である｡普通学生が研究フィールドを確保するのは大変だが､TWRは様々な自治体と付き

合いがあるため､学生が希望すれば研究フィールドを紹介することができる｡また大学院で

受け持っている健康政策論でベンチャーの実例としてTWRを紹_介しており､反応から学生も

興味を持っていることが感じられる｡最近は修士でもビジネスに関心を持っている学生が増

えてきていると思う｡その中でビジネスを踏まえて教えられる点l呈皇室にとってよい影響とな

っていると思う｡｣

ラ(〕久野准教授は2011年 4月より筑波大学教授となっている,J
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(秩)アーマリン近大 取締役 村田修 近畿大学教授(農学博士)

暮アカデミックな研究に対する効果:社会ニーズの把握

近畿大学水産研究所では 1953年より故原田照雄教授が研究費の獲得のため研究所で養殖し

た魚を卸売市場の販売を開始し､58年から熊井教授､59年から村田教授がこれに関わるようにな

った｡したがって､アーマリン近大の設立前から村田教授は長年にわたって研究成果の養殖魚を

販売して研究費を獲得していた｡

しかし､村田教授はアーマリン近大(以下､ア-マリンという)の設立(2003年 2月)によって研究

面で大きな効果があったと感じている｡ビジネスと大学の研究がうまく融合し､研究から生産､販売

による収益獲得､研究への還元という循環が生まれるようにった｡村田故授はこの循環を重視して

いるO市場で卸売をしていた当時は消費者の声が研究者にまで伝わってこなかったが､アーマリン

の設立後は同社で販路を開拓し､直接消費者にも養殖魚を販売するようになったため､消費者の

声が研究者にも伝わり､大学の次の研究方針にも反映できるようになった｡具体的には｢鮮度のよ

い魚を食べたいが食べられない｣という消費者のニーズを受けて､新鮮な状態で冷凍する冷凍加

工技術の研究もするようになった｡また､消費者の晴好に合わせて味や形を変えた養殖魚の開発

も進めるようになった｡これらの研究をアーマリンに還元することで同社の繁栄につながって欲しい

と村田教授は考えている｡関連するコメントを記す｡

｢起業以前も魚の養殖の研究､生産､販売をしていたが､ベンチャーを立ち上げたことによっ

て考え方が変わった｡生産から販売､販売から収益､収益を研究へ還元という流れができ

たエアーマリンを立ち上げてこうした一連のループの重要性を実感するようになった｡以前は

卸売りであったため､築地市場からどこに魚が行くかわからず､消責者の声が伝わってこな

かった｡それがアーマリンを通じて販路を開拓し､直接消費者と取引するようになり､川下の

消費者にまで近大の魚と認識してもらって､消責者の声が伝わるようになり､これを吸収し､

次の研究方針にも反映させられるようになった｡｣

■大学への貢献:広報面で大きく貢献

同社では近畿大学水産研究所の研究に基づいて養殖したクロマグロ(近大マグロ)やハマチ､ヒ

ラメ等やクエ鍋セット等の加工食品を販売しているO近大マグロはマスコミ-の露出度も高く､大学

の知名度向上に大きく貢献しており､億単位の大学の広告効果がある｡

なお､同社は研究者である熊井教授が理事長に直接ベンチャー立ち上げを発案し､これを理事

長が了承し､理事長が社名を命名し起業に至っている｡大学として出資し(持株は 1/2以上)､｢大

学とともに経営する｣というスタンスで､大学職員(事務職員)が代表取締役やその他の取締役とし

て経営に参画している(2008年度末時点での近畿大学発ベンチャーは13社で､次頁のア･アトムテ

クノル近大もこれに含まれる)｡取締役となっている職員は学内のベンチャー事業推進本部に所属

し(全員兼務)､毎月ベンチャーの財務状況のモニタリングし､理事長に対して毎年決算分析報告を

する｡
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(秩)ア･アトムテクノル近大 代表取締役 伊藤哲夫 近畿大学教授(農学博士)

義社会との接点増加による研究面での刺激 :研究所の活性化

ア･アトムテクノル近大は､近畿大学の原子力研究所を有効活用することを目的として2005年に

研究所所長の伊藤教授が原子力研究所内に設立したOまたア-マリン近大と同様､大学出資のベ

ンチャーであるため､同社と同大学研究所の関係は密である｡同社から研究所に対して原子力

や放射線関連の研究開発業務を依頼することも多い｡同社から研究開発依頼が来ることで､

所員の目標ができて活気が出てくるようになったO関連するコメントを記すo

｢原子力研究所の所員に活気が出てきたことがよかった｡こういうものを作ってとか､開発して

と依頼するとみんなで考えてくれるようになった｡所員に目標ができて熟が入る｡それはものす

ごくよかった｡普段大学の先生は企業と話すことがないため､企業と話す機会ができるのはさ

かったのかと思う｡｣

霊大学への貢献 :大学施設の有効利用

同社で研究開発業務を進めることにより､近畿大学原子力研究所の有効活用に直接つなが

っているOさらに同社が大学全体の放射線関連設備の維持管理のア ドバイスもするようにな

ったことで､大学全体の施設､設備の統一性が図れるようになったO関連するコメントを記

す｡

｢大学内の原子力関連の施設､設備がこれまではばらばらだったのが､状況がよく見えてきて

統一性がとれてきた｡無駄も省けるし､効率性､利便性を考えて新規に設置したものもある｡こ

うした点では大学に対してきちっとアドバイスができてきて､よくなってきたかと思う｡特別高い

製品を買わなくなって､総合的に経費も抑えられるようになったのではないかと思う｡｣

(樵)メムス･コア 出資者 江刺正喜 東北大学教授(工学博士)

■産業の育成･強化への貢献:日本の MEMS産業育成･強化

メムス･コアは国内で唯一 MEMSの設計､開発及び試作､製造を行うベンチャーである｡同社は

東北大学との連携によりビジネスを展開してきた｡MEMS は多品種で､かつ様々な技術の組み合

わせで成立するデバイスであるため､MEMSを一度だけ少量生産したいというニーズも企業には多

いoメムスLコアはこのニーズに応えて受注する国内唯一の企業であり､日本での MEMS の製品

化､産業の強化に寄与していると江刺教授は考えている｡関連のコメントを記す｡

｢ベンチャーがないと新規な製品が出にくい｡普通の会社では自由度が少ないため作れないも

のでも､自分が関わる組織であれば､小回りを利かしてニーズに合わせて製品を出し､有用性

を世に問うことができるQそういう点で(ベンチャーの)メリットはあると思う.｣
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(樵)サイバー.ソリューションズ 代表取締役社長 GlennMansfieldKeeni(工学博士)(東北大学助

手､客員研究員経験あり)

ト学位取得のために留学した日本で研究者から起業家に転身

マンスフィールド氏はインド人で､母国の大学を卒業し企業でエンジニアとして勤務した後､第5世代コ

ンピュータを研究するために来日し､東北大学で学位取得した(1988年)Oその後東北大学で助手を勤

め､研究所で有期の研究員として研究した後に､｢社会のためになる研究｣を続けるためにサイバー･ソ

リューションズを 1997年に立ち上げたOマンスフィールド氏は公的な競争的資金や地元の支援などを活

用しながら同社を成長させてきたQ同社は設立以来ほぼ毎年黒字である｡起業当時の状況に関連する

コメントを下記に記す｡

｢5年間のプロジェクトが96年に終わった｡そこで､大学に残るか､帰国するか､会社を起こす

か､の選択肢のうち､会社を起こす選択肢を選んだ｡当時インターネットをやり続けるには会

社を起こすしか選択肢はなかった｡大学に残る選択肢も有り得たが､自分のやりたい研究は

大学の研究ではなかった｡すなわち､学問としての研究だけではなく､社会のためにすぐに

役立つ研究をしたかった｡自分が満足するのは､研究結果がよいと評価され､みんなが使っ

てくれることだった｡そのためには買ってもらう必要があり､ビジネス化する必然性があった｡

評価の基準が変わってきた｡｣

■学生に対する教育効果､雇用

マンスフィールド氏は同社の経営をしながら東北大学の客員研究員として学生も指導しており､指導

学生の中には卒業後に同社にそのまま就職した者もいる｡また東北大学に対して同社から製品評価等

の委託研究をし､これら研究の多くは学生の卒業論文にもつながっている｡大学と共著で論文発表する

ことも多い｡常勤従業員 18名のうち7名(新卒､中途を含む)は東北大学出身者で､学位取得者は3名

いる(いずれもマンスフィールド氏を除く人数)｡関連するコメントを記す｡

｢大学に依頼する場合は､学生などが最新技術を学ぶことができるようなお願いをしている｡

多くの場合､大学の学生や研究者と共同で研究を進め､インターネット技術を中心に指導して

いるゼミの学生が会社に来て実験や議論をすることもよくある｡サイバー･ソリューションズの

HPに公開している論文の多くはそのような活動の成果である｡｣

ヒューマン･メタボローム･テクノロジーズ(樵)テクニカルアドバイザリーボード(起業時は取締役)

曽我朋義 慶磨義塾大学教授(工学博士)､同社代表取締役社長 菅野隆二氏

■アカデミックな研究に対する効果:論文につながらない研究はベンチャーに任せ､研究に集中

ヒューマン･メタボロームヰ クノロジーズ(以下､HMT 社という)は､慶鷹義塾大学先端生命科学

研究所(山形県鶴岡市)の曽我教授の開発した CE-MS技術を基にした受託分析､バイオマーカー

探索､ソリューションサービスを行うベンチャーである｡

曽我教授は､大学で別途､自ら開発した CE-MS技術を使って､メタボローム解析に関する共同

研究を進めているが､その件数は 100件を超えており､新規の共同研究の受け入れが難しい状況

にある｡また大学での共同研究では学術的な成果が期待でき､論文になるテーマを選んでいる｡

HMT 社では論文に結びつかないテーマや小規模な案件､共同研究後の追加研究など大学で引き
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受けられない案件を､受託解析業務として引き受けている｡その結果､大学はアカデミックな研究

に集中できる体制が整った｡これに関連する曽我教授のコメントを記す｡

｢論文にならないようなサンプル､研究内容に関してもメタボローム解析したいと言う人は非常

にたくさんいる｡これを慶鷹で受けることはできないが､HMT で受けてくれるのは私にとって非

常に助かっている｡日･慶鷹も100以上と共同研究しているが､なかなか余裕もなくなってきて

いるので､これ以外のところをHMTが請け負ってくれているのは非常に助かっている｡｣

HMT社から見ても新規敢客が増え､大学とベンチャー双方にとってメリットがある関係が構築で

きている｡菅野社長は HMT 社と慶鷹義塾大学の関係を｢一見(研究面で)競合しているようで､慶

慮義塾大学がHMT社のマ-ケツトのすそ野を広げているO慶鷹義塾大学の共同研究先はHMT社

にとって将来の顧客である｣と述べている｡

また曽我教授の開発した CE-MS法を用いたメタボローム解析では､サンプルの調整や CE-MS

装置のチューニングといった､解析のノウハウが必要となる｡HMT社ではこれらノウハウをソリュー

ションキットとして､パッケージ化して販売しているOこれにより､大学が技術普及のために技術指導

するコストが軽減できていると曽我教授は考えている｡曽我教授のコメントを記す｡

｢同じ分析装置を購入してもノウハウを知らないと使いこなせない｡HMT はノウハウをソリュー

ションパッケージというキットとして売っている｡キットを買うと手厚くトレーニングされ､分析方

法を習得できることが大きい｡HMT がないと装置を使い三をせなくて慶鷹が面倒を見なくては

いけなくなる｡その点では HMTがあってよかったと思う｡｣

■大学で生まれた技術の普及

曽我教授は自身の開発した cE-MS法を､HMT社を通じて幅広く普及できるようになったと考え

ている｡HMT社は海外進出も始めており､CE-MS法の海外での知名度向上にもつながっている｡

関連する曽我教授のコメントを記す｡

｢よかった点はこの(CE-MSによるメタボローム解析)技術を､企業を含めて幅広く広められる

ことである｡大学だけだとそんなに広まらないと思うが､HMT はこの技術を使って､いろんなと

ころからサンプルをいただいて返しているのでメタボローム解析の有用性を世の中に広めて

少量O海外にもこの技術を売ろう､受注を取ろうとしているので､海外での方法論の知名度も

上がってきているQこれは HMTのおかげであるQ｣
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(樵)セルシード 取締役 岡野光夫 東京女子医科大学教授(工学博士)

+研究面での刺激:患者からの励ましがモチベーションの向上に

セルシードは東京女子医科大学岡野教授の温度応答性ポリマー研究を基にし､岡野教授ととも

に温度応答性の細胞培養器材や､細胞シートを開発してきたo現在は東京女子医大と､大阪大

学､セルシードらが連携して､この細胞シートを利用した角膜や心臓の治療の実現を目指している

とろこだが､大阪大学では既に細胞シートを試験的に患者の治療に用いている｡岡野教授は細胞

シートによる治療を受けて視力が回復したり､心筋症の症状が軽減された患者を直接目にすること

で､次の研究に向けたモチベーションを感じている｡以下に関連するコメントを記すO

｢患者が学会に出てきてくれて､話を聞いて｢やっててよかったなあ｣とすごく思った｡こういう人

たちに新しいテクノロジーで治す可能性があることを見せられて､励ましがあるとがんばらな

いとなあとすごく思う｡日･患者は僕の手を握って｢先生が神様に見える｣と言われた｡心臓移

植でしか治せなかった患者が､人工心臓が取れるまでに治り｢がんばってね｡先生｣と言われ

た時に｢本当に頑張らねば行けない｣と思った｡｣

暮アカデミックな研究に対する効果:実用化に必要な新たな課題､アイデアの発見

岡野教授は自ら開発した細胞シート技術を世界の患者の治療につながるため､セルシードととも

に製品化に向けた研究にも取り組んでいる｡治療の成功確率を上げ､製品化するには､様々な工

夫が求められ､従来のアカデミックな研究でとどまっていたら見えなかったような技術課題やアイデ

アを新たに発見する場合もある｡以下に関連するコメントを記す｡

｢人までやるのはすごく大変で､論文書きで終わったら楽だろうなと思うこともあるが､こうし

た(再生医療の)研究は人を治すところの価値まで一人一人わからないといけない｡日･A

L=やるためには(論文が書けるレベルの)10回申成功が 1回ではだめで､いかに成功率を

±げるか泥臭いような仕事まで合壁)てやらねばならない.そうなるとまた違う工夫とか､新し

い技術開発が見えてくることがある｡人にまでやるということは総合力がないとダメである｡

培養だけでなくて､細胞が出てきてシートを作って貼るまでには､どうやって安全性を担保す

るか､無菌を保つかなど､ありとあらゆる技術結集が必要である｡論文を書いて動物で終わ

ったらやらなくてよかったことでもやると､新しい技術課題や次-向かうアイデアが見えてく

iLg_医学の中で世界の患者をE]本のテクノロジ-を治したいO｣
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(秩)アネロファーマ 取締役 谷口俊一郎 信州大学教授(理学博士､医学博士)

■アカデミックな研究と学生に対する効果:出口を意識した研究の実施

谷口教授はもともと物理学の出身で､大学院在学時に生物物理に転向し､がん転移の分子生物

学的研究をするようになった｡このようなバックグラウンドから､谷口教授には細胞の動きを研究し

純粋に生命科学を追求すること､これを基盤として臨床に応用発展させたいという2つが研究の原

動力となっているOビフィズス菌を用いた抗がん剤の開発をするアネロファーマでは､谷口教授の

基礎研究を臨床へ応用しているため､谷口教授にとって､大学教員をしながら同社の取締役も兼

業する現在のポジションは理想的である｡また谷口教授は学生に対しても基礎的な研究にとどまら

ず､社会に応用できる研究ができることは｢幸せだ｣と身を持って教えている｡関連するコメントを記

す.

｢自分のスタンスは生命科学の面白さ､目に見えない有用性を追いかけたいと思う｡眉唾⊆

臨床にも応用したいと思う｡賛沢だが､車の車輪のように2つの両輪を追いかけていきたい｡

両方ないとやる気が出ない｡片方に偏るとむなしくなる｡両方を行き気できるポジションがうれ

也 _研究室に来る若い連中には､がんの研究は面白いと思えると同時に､ひょっとしたら役

に立つかもしれないと思えるような両方の意義づけができることは幸せなんだよと教えてい

亘と僕自身は幸せだと言っている｡これを続けるスタンスである｡｣

}アカデミックな研究に対する効果:アカデミックな研究成果を出すことでベンチャー活動を後押し

谷口教授はアネロファーマの研究に関連して､学術論文も発表していきたいと考えているO少な

くとも谷口教授にとってアカデミックな研究とベンチャーの活動は相反するものではなく､むしろベン

チャーの活動を進めるうえでアカデミックな研究成果も出していくことも必要と考えている｡アネロフ

ァーマは 2011年中に米国で第 Ⅰ相試験の開始を目指しており､今後米国の治験先を確保するた

めにも有名な雑誌に論文を掲載されていることが役立つという考えを持っている｡関連するコメント

を記す｡

｢やはりここまで来たら Natureクラスの論文を出してみたい｡アピールしたい｡次のキレのい

い､コンセプトが優れたものは世界にアピールしたい｡アカデミアの人が興味を持つと技術が

広まる.今探しているPZ(Princjpa=nvestigator(治験責任医師))も､サイエンテイフイツクに権威

ある雑誌に出たベンチャーの仕事だと引き受けてくれやすいかなと思う｡paperを出す時期で

はないかという話もしている｡｣
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L若手研究者の育成:製薬oBの指導で若手研究者が成長

アネロファーマの従業員は､ボスドククラスの若手研究者と製薬企業 oBで構成されている｡同

社では若手研究者でも一人一人が責任ある開発業務を担当し､医薬品の開発経験がある製薬企

業 oBが企業勤務経験のない若手研究者に対して直接開発研究の指導をしている｡oBの指導と

任される実務経験から､若手研究者は短期間のうちに鍛えられ成長していると谷口教授は感じて

いる｡関連するコメントを記す｡

｢こんな面白いラボ､チームはない｡最初は大丈夫かなと思った若手が育っている｡選塵旦

oBが若手を教育してくれる｡論文の書き方と開発報告の書き方は違うが､開発のためのモノ

の書き方､開発用語を日本語､英語で学べる｡彼らは鍛えられているので､ここを離れてもど

こかで就職できると思う｡レベルも高くなっていて､一緒に働いていて楽しい｡日.若手はいろ

んな経験をして伸びているし､よかったと感じていると思う｡自信を持っている｡一歩一歩積み

上げて絶対間違っていないという自信がある｡そんな姿をみるのは面白い｡｣

アネロファーマで働く若手研究者の中には､大学での専門と違う職種で活躍している者もいれ

ば､同社に転職して研究補助職から開発の中心メンバーへとキャリアアップした者もいる｡またアネ

ロファーマを経て大手製薬企業に転職した者もいるO一人一人の役割が明確で､個人の存在意義

が大きいベンチャーだからこそうまく若手が成長できた｡関連するコメントを記す.

｢若手にとってベンチャーの方が大手製薬よりも成長が早いかもしれないと思う｡小さなグル

ープだから互いに多くの情報交換をする｡大きな会社だと､ある領域に固まってしまう.空と至

ヤーだときちんと分担されているもののお互いのコミュニケーションで支えあわないと､自分も

こけるし会社もこけてしまう｡すべての領域を理解しながら､自分の担当をブラッシュアップで

きると大手製薬に採用された者もいるが､相当ベンチャーでブラッシュアップされてものが言

えるようになって自信が付いたとケースだと思うOそういう意味でみんな成長していると思うQ｣

■大学関係者の雇用の創出

信州大学発ベンチャーのアネロファーマでは信州大学の卒業生や職員を複数雇用している｡谷

口教授はアネロファーマが学生や職員の雇用の場を提供している点で大学に貢献していると考え

ているO関連するコメントを記すQ

｢大学に対して貢献しているとすれば､大学で育った人の出口を提供していることである｡もと

もと信州大学の大学院生や大学職員だった人材が働いているし､アネロファーマを経て大企

業に転職した者もいる｡修士課程修了後アネロファーマを経て実験動物を扱う会社に就職で

きた者もいて､大学に対しては貢献していると思う｡キャリアパスを十分に提供できていると思

うので､大学にも大切にしてほしい｡｣

｣企業での研究マネジメント手法から刺激

谷口教授はアネロファーマに関与する以前は自ら積極的に産学連携に携わっていなかった｡しか

し､同社で医薬品の事業化研究に関わることで､企業での合理的でシステマティックな研究進捗管

理の方法に触れ､自らの学術研究にもこのやり方を応用したいと考えるようになったo
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企業のように厳密に研究進捗管理することで､学術研究でも今まで以上に信頼できるデータが

蓄積できると谷口教授は考えている.以下に関連するコメントを記すO

｢(アネロファーマから)学ぶべきことはいっぱいあった｡最初は大学の先生のデータは役

に立たない､チャンピオンデータばかりで､再現性がなくて使えるデータがないと言われて

きた｡日･(アネロファーマでは)すべての実験で､始めにプロトコールを作成しその承認を

受け､きちんとデータを出す｡結果がポジティブであろうとネガティブであろうとみんなでデ

ィスカッションして承認し､レポートを書き､システマティックに全て公にさらされていく｡研

究プロセスの管理が合理的で､信頼性がある｡ 日 ･(医薬品を投与する患者に対して)壁

対大丈夫なプロセスを常に監視､管理しながら､という開発の基本精神は大学の研究者

も意識する方がいいと思う｡再現性確認のための追試業務はちっともワクワク感がなくあ

んまり面白くないが､極めて重要である｡(品質管理を重視する)この精神を僕らの垂旦

の研究にも応用したら､かなり質の良い研究ができるようになるという気がした｡企業で

は記録､操作の厳密性､再現性をきちんと繰り返し守るシステムができている｡論文発表

が目的で評価対象である大学の研究活動ではこうなるはずだという考えが先立ち確かさ

よりも先を急ぐ場合が多々ある｡日･投資の論理が入ると､ある意味研究姿勢がものすご

く厳密になる｡ファジーさがあったら商売にならない｡大学でこのような開発業務精神を意

識すると､信植できるデータがいっぱい出るんだろうなという感じがするo｣

■ベンチャーを通じた新たな人脈の構築､ベンチャーの人材マネジメントから受ける刺激

谷口教授は同社を通じて大学で出会うことのなかったキヤピタリストなどと接し､彼らから刺激を

受けている｡またベンチャーでの役割分担は大学での研究室を運営するうえで応用可能なものとし

て谷口教授は捉えている｡アネロファーマでは従業員一人一人が明確な役割を持ち､谷口教授い

わく｢オーケストラのように調和を保ったチームプレー｣ができているoまた同社はリーマンショックに

よる影響で一時経営状況が悪化したが､この時リストラせず､給与額に応じて従業員の給与を引き

下げて危機を乗り越えた｡給与引き下げでは現場の若手研究者を優遇し､製薬 oB等を大幅に引

き下げて対応した｡この時に会社として一致団結し､｢ボトムアップでやる気が出て､研究も進捗し

たJという｡谷口教授はこの時のrベンチャーの生き延び方を大学も見習うべき｣と感じているC
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②若手研究者､学生(20代､30代)が感じる効果

エリーパワー(樵)取締役 常務執行役員 商品企画部長兼電源システム部長 河上清源氏(起

業時は慶鷹義塾大学特別研究教員(講師))

IF研究者からビジネスマンへと新たなキャリアの構築

河上氏(38歳)はもともと慶鷹義塾大学の湘南藤沢キャンパスで有期の特別研究教員(講師)

として電気自動車の研究をしていた｡研究の一環としてリチウムイオン電池の研究に携わるよう

になり､吉田社長とともにエリーパワーの設立に参画した｡河上氏は現在 14名の直属の部下を

抱え､商品開発に係る業務全般の指揮をとっている｡

河上氏は大学の研究者から企業で商品開発を担当するようになって､企業での品質保証の重

要性やコスト意識を実感するようになった｡また個人の研究成果や論文の数による評価から､プ

ロジェクトを運営するマネジメントカや利益面も大きく問われるようになり､より厳しい成果を求め

られるようになったと感じている｡

河上氏は今後も同社でビジネスマンとしてキャリアを構築していくことを決意している｡同社の

業務に対して河上氏は｢大学とは違う厳しさや難しさがあるが､自分のためになっている｣､｢自分

のやってきた研究成果を世に出せる喜びは大きい｣とし､｢苦しいけれどもやっていける｣と新たな

キャリアへの自信､やりがいを感じているo
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ソフトイーサ(秩)代表取締役会長 登大遊氏(筑波大学大学院博士課程前期(起業時は学部2年

生))

雷ベンチャー経営のスキルの獲得

大学 2年生でネットワーク通信やセキュリティソフトウェアを開発するソフトイーサを設立した登氏

(26歳)はベンチャーの経営を通じて､ビジネスで必要とされる専門知識を幅広く身につけたO例え

ば､同社の業務上のトラブルで民事裁判を経験し､その時に必要に迫られて法務知識を学んだ｡

ベンチャーの経営の中で必要に迫られて学ぶ機会は多く､登氏は一般企業への就職よりもベンチ

ャーの経営者になる方が明らかに自分の成長につながったと考えている｡関連するコメントを記

すO

｢会社を始めてよかったと思うことはたくさんある｡ベンチャーでは特定専門分野に関す

る知識よりも幅広いいろいろな知識を広く､浅く知っていることが会社を運営するうえで重

要になってくると最近わかってきた｡･･･自分は技術だけでなく法務､財務､税務､契約､裁

判等の知識はある｡専門家にお金を支払わずともマーケテイング以外は自分でやろうと

思えばできるほどのスキルは身についている｡･･･目の前に必要な目的がないのに勉強を

するのは､苦痛を感じて長続きしないのが一般的である｡これに対してベンチャーをやる

と勉強をしたくなくてもしないと生き残れないのが現実で､嫌でも勉強してしまうQ最初は

嫌だったが､そのうち面白いことに気づき､最近ではもっぱら進んでこのような勉強をする

ようになった｡自分はベンチャーを立ち上げなければ(いろいろな知識が)身につかなかっ

ただろうから､一般的な就職する選択肢よりもベンチャーを立ち上げたことはおまけとして

幅広い知識が身についた点で効果が高かったと思っている｡もしベンチャーがうまく行か

なくても他にいくらでもやることができる｡一方､ある会社に推薦枠を得て専属で就職した

場合この会社がダメになってしまうと､専門分野が構築されてしまっていてなかなか別の

ことはできない｡そのため自分に対するリスクを低くする意味で､学生のときに起業すると

いうのは効果があったと最近では思っている｡｣
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スパイバー(樵)代表取締役社長 関山和秀氏(起業時は慶鷹義塾大学大学院後期博士課程)

■達成感 :夢を実現し､やりがいを実感

スパイバーの創業者で経営者の関山氏 (28歳)は､高校生の頃から環境問題やエネルギー

問題を解決するような産業で将来的に人類の役に立つような事業を自ら興したいと考えてい

たOそのため関山氏は大学でベンチャーを立ち上げるためにいろいろな研究にチャレンジし

て､ようやくクモ糸の人工合成でスパイバーを設立するに至った｡関山氏は同社の事業にや

りがいを感じ､日々活動している｡関連するコメントを記す｡

｢すごくやりがいがあり(起業して)よかった｡こんなにやりがいがあり､楽しい仕事は他にないと

思う｡やりがいがなくて大変だとモチベーションを維持することが難しいのではないか｡今の仕

事をしていてよかったと思う｡｣

Lベンチャー経営のスキルの獲得 :新しいことに挑戦する力を獲得

関山氏は指導教授から慶腐生は ｢社会のリーダーにならねばならない｣と指導を受け､自

らも先陣を切って新しいことに挑戦したいと強く思ってきた｡関山氏は大企業に就職した場

合よりもベンチャーを立ち上げたことで､新たなことに挑戦する ｢先陣を切る｣力が身に付

いたと考えている｡関連するコメントを記す｡

｢大企業に就職してしまうと､リスクをとって先陣を切るようなことを考え続けることは難しいと思

う｡ベンチャーをやっていると毎日新しい挑戦の連続であり､｢先陣を切る｣力は身に付くと思

う｡｣

■技術的な専門知識の獲得

人手の少ないベンチャーでは､経営者に様々な役割が求められる｡関山氏はスパイバーで社長

業に加えてCTOも兼任していたため､必要に迫られて専門的な研究の知識や技術を身につけてい

ったO関連するコメントを記す｡

｢もともと文系で自分は研究職には向いていないと思っていた｡事業に向いていると思ってい

たが､(事業化のための)研究は誰もやってくれないので自分でやるしかなく､研究をしていた

ら､この分野の研究に一番詳しくなっていた｡今もcTOを兼任し､研究開発のディレクションを

している｡｣
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スパイバー(秩)相談役 菅原潤一氏(慶鷹義塾大学大学院後期博士課程(起業時は同社取締役

副社長､同大学大学院修士課程))

霊アカデミックな研究に対する効果 :社会ニーズの把握/社会との接点の増加

スパイバーの創業者である菅原氏 (26歳)は､慶康義塾大学で博士課程の学生として研究

をしながら､同社の取締役や相談役としてこれまで同社の研究開発を支えてきた｡菅原氏は

将来的にも研究者としてキャリアを構築していきたいと考えている.スパイバーでの人工ク

モ糸の研究は菅原氏の研究面での興味に合致している｡

菅原氏は同社に参加したことで､社会ニーズ､出口を意識して研究をするようになり､大

学で研究していた頃よりも社会との距離を身近に感じるようになった｡菅原氏は 2011年 3

月に学位取得 (学術博士)し､4月から取締役として同社業務に専念し研究開発を指揮する

(5月にCTOに着任)｡以下に関連するコメントを記すC

｢自分たちの研究は世の中の役に立ってなんばだと思っている｡大学の中でやっていたら社

会の声が届きにくかっただろうと思う｡ベンチャーを立ち上げて社会に出て周りの声を聞いて

方向性が決まってきた｡大学にいたら｢強いクモの糸を作る｣ことで終わっていた｡ベンチャー

を立ち上げて実用化に耐えうる研究開発にシフトして､社会との距離が近くなった｡｣

アキュメンバイオファーマ(秩)代表取締役社長 鍵本忠尚氏(起業直前には九州大学医学部研修

医(MD))

■ベンチャー経営のスキルの獲得 :失敗を生かしてノウハウ獲得

鍵本氏(34歳)は九州大学医学部の研修医を経て､眼科領域に特化したバイオベンチャーのアキ

ュメンバイオファーマ(アキュメン社)を設立した｡鍵本氏は同社の経営者としての実務を通じて経営

スキル､ノウハウを獲得していった｡特許戦略も含めて失敗も多く経験したが､この経験を次に生か

して医薬品の製品化にまで漕ぎつけた｡関連するコメントを下記に記すO

｢どの技術をどう開発すべきかというのは､俗人的なノウハウ以外の何ものでもない｡･･･この

ノウハウの獲得は実際に様々な失敗を経験して獲得した｡単なる研修医でノウハウは獲得

できない.結論から言えばいっぱい失敗をしている｡小さな失敗も大きな失敗もあった｡皇里

中でしか学べないことがある｡始めの特許は殺さざるを得なかったが､この特許を取るため

に苦戦したことで次の特許が確実に取れた｡失敗と一慨に言わずに学んだことを次に生か

せるかどうかだと思う｡これがすなわちノウハウで､過去の失敗がないところはない｡皇盤が

あったから学んで今できている｡日･結局のところ情報を集めて一人で判断するしかないこと

が 5年間の経験でよく分かった｡会社を作った当初は自信がなくて､｢こんなことを自分で決

めていいのだろうか｡失敗したらどうしようか｡｣と不安になったが､人に聞いても当てになら

ない吟で､自分の目で見て責任を持って判断するしかないことがよくわかった｡次に新しい

パイプラインを開発するとしても､各論まで見て自分で判断するしかないと思っている｡｣
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1達成感とベンチャー経営者としてのキャリア構築:ベンチャーでの成功経験を生かして新たなベン

チャー活動へ

鍵本氏は｢医療に貢献するJ､r医学系人材を活用する｣､｢将来的に日本の技術で世界の業界標

準を取り､外貨を稼ぐ｣ことを目指し､アキュメン社を立ち上げた｡同社は2010年9月より欧州で眼科

手術用の染色剤の販売に成功し､鍵本氏は自らが掲げた 3つの目標をすべて達成することができ

た｡鍵本氏はこれを｢最高の経験であった｣とし､この経験を生かして新たなベンチャーの立ち上げに

取り組みたいと考えている｡次のベンチャーでも先の3つの目標を持ちながら､アキュメン社よりも技

術的に難しい案件で事業化を目指す考えであるO関連するコメントを記す｡

｢日本の大学シーズを用いて世界の業界標準を取れた､医学部系の人材が中心となってこ

れを達成し､外貨獲得ができた､実際世界中の患者さんに医療として役立てることができ

た､すべて証明でき､ひとサイクルがきれいに終わった｡これらを経験してどうだったかと言

われると｢最高の経験だった｣ので､今後は同じことをより新しい技術でしたい｡日.1つ目は

苦労しながら形になったので､この経験を生かし2つ目の会社もうまくやっていきたい｡自分

は若造なので､体力とやる気だけはあふれている｡ぜひ逆に難しい案件をやりたい｡普通に

製薬企業でできることは製薬企業でやってもらえばよく､自分はこれからの人生の時間､体

力､頭脳を使って､より難しく､日本の将来を切り開く事業をやっていきたい｡｣

③ケースのまとめ

個別ケースからわかったベンチャー-の関与を通じて研究者や学生らが感じる効果を簡単にまとめる

と､40代以上の研究者は主に(1)自分の研究､(2)学生や研究メンバー､(3)大学に対して表 8-2-3に

示すような効果を感じていた｡なかでも研究者は特に(1)自分の研究に対する効果を強く感じており､ど

の研究者もベンチャーでの研究活動はアカデミックな研究に対して新たな刺激を与え､これをさらに促進

させる活動と位置付けていた｡

一方､30代以下の若手研究者はベンチャーを立ち上げたり､参加したことが､自身のキャリア形成面で

よい効果があったと感じている｡彼らはみな大学院での研究経験があるが､全員やりがいを感じてベンチ

ャーで働いている｡大学での研究経験を基盤にベンチャーで失敗を経験しながら､必要に迫られて短期

間のうちに幅広いビジネススキルや事業化に必要な研究スキルを獲得している｡彼らは今後も当面ベン

チャーの経営や研究に従事していきたいと考えている｡中には新しいベンチャーの経営を打診されるケ

ースも出ている｡またベンチャー業務に関わりながら学位取得し､学位取得後はベンチャーでの研究に

専念し､研究者としてのキャリア構築を目指すといった例もある｡人員の限られたベンチャーでは一人一

人に求められる職務範囲が広く､責任も重い｡また信州大学の谷口教授が指摘しているように､ベンチャ

ーでは｢お互いのコミュニケーションで支えあう｣ことが不可欠であり､社内外の動向を理解しながら自分の

スキルが磨かれていく｡こうした環境が若手研究者のキャリア形成にプラスに作用していると考えられる｡
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表8-2-3研究者(40代以上)がベンチャー活動で感じている効果(抜粋)

(1)自分の研究 ⇒(ベンチャーを通じて社会との接点が増加することにより､)社会ニー

ズを把握した研究課題の設定が可能となる

⇒実用化に向けた開発を通じて新たな技術課題やアイデアが生まれる

⇒研究が社会で受け入れられる様子を実感し､研究のモチベーションに

つながる

⇒より広範に研究の有用性を広められる

⇒(論文にならないような研究はベンチャーが担い､)研究に集中できる

ようになる

⇒(ベンチャーのマネジメント手法から刺激を受け､)従来の研究マネジメ

ントを見直すきっかけとなる

(2)学生や研究メン

バー

⇒学生に対して新たな研究機会､論文テーマを提供できる

⇒自らのビジネス経験を踏まえて教育(講義)ができる

⇒社会に還元可能な研究の重要性を､身を持って教育できる

8.2.3ベンチャー活動を進めるうえでの障害､問題点

大学等の教職員としてベンチャー活動を進めるうえで感じている障害や問題点について自由記述を求

めたところ､下記のように多くの意見が得られた｡次頁以降に結果を紹介する｡

自由記述の結果を要約すると､ベンチャーに関わる教職員は通常の大学等の教職員としての活動に

加え､ベンチャー活動を進めているため､時間に追われている｡また彼らは利益相反問題に配慮しながら

ベンチャー活動しているものの､望むような資金的支援や設備面での支援は大学等から得られにくいと

感じている｡大学等内での兼業等の手続きは硬直的であり､研究者の中には支援がないという以上に大

学等からベンチャー活動を阻害されていると感じている者もいる｡さらに大学等内でベンチャーに係る活

動の評価は低く､他の教職員からの理解が得られにくいため､研究者は疎外感を感じ､ベンチャー活動

に従事するモチベーションを維持するのが難しい状況にある｡

一方で､インタビューでは多くの研究者はベンチャー活動を進める上での効果の大きさに比して､障害

や問題をあまり意識していなかった｡ただし､利益相反問題-の対応が難しいという意見は 2社から得ら

れた｡2社のうち1社では利益相反問題-の対応が業務に支障をきたすほど負担になっていた｡どちらの

事例でもベンチャーや教員側が第3者から見て利益相反に当らないように相当配慮していたが､そもそも

何が利益相反にあたるか暖味なことが問題となっていた｡
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(1)兼業による時間の不足

1 本務である大学教授とベンチヤ-の経営者との兼業であるために_絶対的な晴間の制限がある○ 公 50代 工学
大学の講義､研究指導をしながら､幸,i-Lて晴間外に研密開発業籍を行っている○これはかなりの 立
過剰労働でもあり_体がもたないoLかし､ものづくりベンチヤ-を成功させるという使金盛を達し 大
努力を続けているo 早

2 時間的制約の下で大学での職務と会社の両立を図ることは容易ではないO 私 60代以上 社会科学

3 時間的な制約があり､営業活動ができないO 理学

4 ベンチャー活動にあてる時間の確保が困難o 工学
5 教育研究に割く晴間の確保が閑雛なことはあるo特に､経営者として､社会的責任､社員に対する生活保障､など悩ましい問題を抱えていて､途中で放棄したくなる(研究教育活動に専念したくな

ることがある)○ 立大学
6 ベンチャーを立ち上げても資金調達と会社の運営は教職員ではBi盟也上三盆聖があるのでこの辺 保健

をサポートする体制が必要である○

7 大学の仕事と会社の仕事が重なるときに､娃問盟堂上⊆呈丑しているOアルバイトの方に任せられ 50代 工学

る場合はよいのだが､私でないと対応できない事項もあるQチャンスを挑していることも多いと思
うO大学の研究は進みにくくなったO科研費等も申請していないo会社の利益につながる研究につ
いて､文部省から補助を受けると大学に迷惑がかかることになる○

8 時間の制約が大きいo体力勝負○ 国立大学

9 大学業務も多忙であるため､時間の余裕がない○
(他類似の意見として計5件:国立大学50代､60代以上より計4件､私立大学40代(工学)より1件)

10 本業の教育研究活動と兼業による会社経営に携わる晴間.=必然的に制約が発生すること○

ll兼業なので仕方ないが､活動内容や時間において制約が多いo 30代

12 大学の教員としては､現在は多忙すぎて､ベンチャー企業には手が回らない○私のように退職後 60代以上 理学

(2)教職員の職務とベンチャー業務の両立､利益相反

～■● 大学等の教職員としてベンチャー活動を進める際に感じる障害､問題点 所属 年齢 弓E3こ書l二一

1 利恭相反状態にならないように大学と企業の活動に気を配ったo 公立大学 50代 ≡里早

2 教育活動がおろそかになることを懸念しているo 60代以上 農早
3 ビジネスパーソンと教育者との利益相反が完全には克服できないo 国立大学 工辛

4 大学の教育.研零活動とベンチャー介業の収益活動と券面立させることは､大変難しい(他類似の意見として計2件;私立大学60代以上(理学)よりl件､国立大学50代(工学)より1件)o 私 王壁早

立大早
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(3)大学等の手続､規定の硬直性

～■● 大学等の数枚鼻としてベンチャー活動を進める際に感じる障害､問題点 iJ1!二: -.i.:.A, 学位区分

1 大学や関連機関の対応が画一的で_民間介業には全くなじまないo資金などよL)も大学利用に関 国立大学 60代以上 工学

する規制をなくすほうがずつと効果が大きいo

2 大学は法人格を有しながら､単一の企業との契約において信用されないか､手続きを面倒がられ 保健
るo関与の割に権利ばかりあるo

3 おそらく日本中の国公立大学がそうだと思うが､規程に繕られるので_介業としての自由度が下が 50代 工学る場合があるo

4 初めの兼業申請晴の手続きの煩雑さが課題○ 農学

5 大学の人事課による事務手続きの煩雑さと無理解が課題O 60代 理学

6 法人化後も国立大学当時の雇用に対する縛りに変化がなく､妻妾に対して最高音仔者(代嘉取綿 工学

役社長)に就任することができず_事業に対して嘗三者に香住を委ねざるを得なかったoつまり､発 以上

案者の責任を明確にできなかったo

7 大学が硬直した体制のため､特許出願一つ取ってみても大変に苦労させられる.法人化前の各教 40代
接に任せる体制の方が遥かに自由度が高かつたと言える○
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(4)大学等内の雰囲気

No 大学等の教職員としてベンチャー活動を進める際に感じる障害､問題点 iL1〔~≡. 年齢 喜ヨ区分

1 先行してベンチャー活動を行っている研究者が少なかつたので､すべて手探りで進めていったo大 国 50代 保健

学発ベンチャーは_利益を得るまでにそれなりの日寺間がかかるが_闇匪lからは坪解してもらえな

ilo会社設立と同時に利益を得ているくらいに思われてしまう

(他類似の意見として計2件:独法40代(工学)から1件､私立大学60代以上(工学)から1件)o

2 大学の大学発のベンチャー介圭に対する(特別な)押髄がないと感じているo残念ながら､大学 60代以上 工学

機関として当企業に対して何かの特別な協力をしてもらつたという気持ちを持てないo

研究活動とベンチャー企業活動とは自分自身ではそんなに矛盾するものではなく､三五艶色皇鎧
はパラレルと思っているが_大学産学連携当局の関係者にとつてはベンチャー介業の活動は(依

然として本来の研究活動から遠く離れた)特別な活動であり_関係者は利益相反の調香等(のみ)に力を入れておりベンチヤ-介圭を推進することの学術的_ネ士会的メIJ,ソトを感じていないようであ

立大学
る ⊥

3 大学側はほとんど無関心であり_隆幸はなかつたが一宇Lかつ+_-O大学における研究.教育の理念 農学と現実のギャップに大きな問題があるo

4 大多数の教職員がベンチャーに塞盟心であるo

5 多忙さ､精神的プレッシャーは計り知れない○他者(大早内)の主立主上2な且も気になるO会社の 30代 その他
役員であることの責任の重さを痛感しているo会社が破産した場合の､個人への経済面への影響
についても不安は大きいO

6 起業当時は周りの人から理解されず､苦しいこともあったo 工学

7 大学での定常業務は起業前と同様に行わなければならず､長期の経営を考えると会社経営に必 臥立 40代

ずLも全力で注力できない○特に周囲の教昌の坪解不足から､｢ベンチャーの経営をやつてるぐら

いだから､大学雑務もできる時間があるだろう｣という一方的な億胃_を持たれたり_喜業と大学胞

務をバランスをもって共存させていくことが大変であるo

8 ベンチヤ-を起業して､本当に忙しくなったoまた､大学の栗岡気とLてベンチャー定業はサイ工ン 保健

テイストとしての終わL)を示すような栗Bf)気がある○金銭的な成功は必ずしも大学数具にとつての 大

成功を意味しないのかもしれない○ベンチャー活動への参加について､大学がまったく理解してく 学

れないのには閉口したO実際に､ベンチャーから大学への寄附金やライセンス料支払いが行われ
ているが､それでも協力がないのには当惑する○

9 大学内での共感_青棒が/少ないハ 60代以上 社会科学

10 教職員の多くがベンチャー活動に反発しており∴舌動を進める教職昌は教職活動以外の晴間を活用する必要から_怯力的にも_経済的にもメリ､ソトは感じなかったo教員にとつては負荷が多すぎ､個人的なメリットは何もなかったo 公 工学
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(5)大学等の支援不足

NO 大学等の教鞍鼻としてベンチヤ-活動を進める際に感じる障害､間堰点 iJ1L. 主音.l', 学位区分

1 資金の確保が課題であるO大学サポートが不岸している○ 国立大辛 40代 保健

(他類似の意見として公立大学40代(工学)より1件)

2 ベンチャー設立時に､最初は､大学からの資金面での盲揺有期律Lたが_これは不可能だった.こ 60代以上 理学

のあたりを今後､うまくまわるようにするといいと思う○

3 大学発のベンチャーは､軌道に乗るまで大学や公的機関からの経済的な支援が必要である○ 私立 工学

4 教育活動に比べて職員の研究活動や社会連携活動に対する支援や認喜鼓がEFりない○大学として学内ベンチャーへの紘一Lた方rE1件の指針を示すことが出来ていないo利益相反などの規制が 30代 土会科

畳まゝ_事業を発展させようとすると学内LANの仕様や事務手続きの途中で規制がかかる○基且盟

究(晋託研究)のスペースがない(現在も縮小傾向)o 大辛

法務､総務､経理などの事務体制をそれぞれの教員(ベンチャー企業)が単独自立で整えなくて

はいけなく大変であった○学内ベンチャーならば､職員がもつとそれらに協力してくれる体制がある

と研究活動がはかどる○

5 大学がきっちりと位置付けて､さまざまな事業を共同で進めるということができていないことが問題 国立 60代以上 理学

であるoベンチャーの立ち上げ時は部屋を安く貸してくれたが､一番苦Lい3-5fE日など以降のベ
ンチャーをつぶさずに発展させ大学と共存美果するという視点がないo

6 大学でのベンチャー活動を推進する上での最大の問題点は大学としての支援体制が不十分であ 農学

ることで､特に_ベンチャー創出のための教育.妄揺体制(建物_スペース)が欠如しているo 大早

7 特定の教職員.役員のみが関心を持つに留まり､全学での支援とは言い難い状況があったo 工学

(6)資金不足

～■● 大学等の教頼長としてベンチャー活動を進める際に感じる障害､間温点 所属 年齢 学位区分

1 資金繰りが大変である○ 高辛 60代以上 工学

2 研究資金の獲得､自分の給料の獲得方法(大学からは給料がまったくでない)が課題o 私立大早 保健

3 資金確保のためのビジネスに煽られ､落ち着いて研究開発ができない難点があるo 独法

4 投資を受けるのが容易でないOベンチャーキャピタルなどの投資が受けられないO 公 30代

5 企業として研究費､開発費を得ることが難しいと感じた○産学連携活動に参加し､JSTなどの外部 50代 理学

資金獲得にも応募したが､採択されず､資金獲得が難しいと感じたo広く浅く､支援して欲しいと考 上⊥大早
えている○

6 運営にかかわる経常経費の調達の安定性が問題である○ 工学

7 大学外の研究は殆どすぐ利益にならないと研究費が打ち切られるo国は将来必要な研究を重点 国立

的に育成していく必要があると感じた○研究と商品開発は問題ないが､資金調達と営業は難しいこ
とであった○

8 活動推進のための資金がない○公的補助金などは､｢形のあるモノ｣偏重傾向があり､全く期待で

きないo 大辛

9 ベンチャー企業には開発資金が足りないO支援を必要とする0人.物.金.ブランドのなさがベン 保健
チャー活動の足を引くo

83



(7)人材不足(経営者､営業等)

1 現在経営責任者となっているが､経営の素人が就くべき職ではないことを痛感しているO盈呈上立至 国 60代以上 保健
きればその道のプロにお任せした末がよいと思うo 立大学2 利益を出すのがこれほど大変と思わなかったo 工学
(他類似の意見として私立大学60代以上(工学)より1件)

3 経営のプロではないので､経営面で粁余曲折があったo 独法 50代 保健

4 同僚や他大学の教員が役員等への就任を打診してきたり､企業研究への参画を希望してくるが､ 私 40代 農学

そのような方ほど企業センスが無く対応に困ったことがあるo 立大早

5 具体的製品に対応するには大学院生では対応不可能であり､ある精度仕事を任せられる人材の 60代以上 工 学

鐘塩が問題である○

6 研究面や技術面は別として､困ったのは営業担当の社員の確保であったし､現状でも互鑑査皇蓋 国立 理学

(8)大学等における評価

1 大学では教育が最も重視されており､論文での評価もあるoベンチャー活動に対する評価はイ氏 私立 60代 保健

い∩評価システムに問是頁があるO 大辛 以上

2 大学が｢地域貢献｣を標榛しているが､学内業務も忙しく､地域貢献ができていないoまた教員評 公 50代 社会科学
価制度では､処遇もマイナス(給与削減)となっているo大学運営そのものに問題があり､研究.敬 上⊥大早
育業務も､ベンチャーの運営(地域貢献)も､やる気を失わざるを得ないO

3 大学の風土として論文-の評価が高く､起業や特許については評価がほとんどない○ 国立大 工学4 大学からの教員としての評価がベンチャー活動では得られないことo

(9)組織形態

1 LLP(有限責任事業組合)であるため､法人格がなく､補助金などの申請はできない○今後､NPO 私立 60代 工学
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8.2.4所属機関における産学連携等に対する評価

(1)意識

産学連携等の活動が所属機関で評価されていると感じているかを研究者に 5段階で訊ねた(図

8-2-4)｡取り上げた活動は①ベンチャー活動､②企業との共同研究実績､③発明件数､④ライセンス件

数､⑤公的資金全般の獲得状況の5つの活動である｡

図8-2-4を見ると､企業との共同研究実績や公的資金全般の獲得状況は｢評価されている｣と感じる研

究者は約 60%とどちらも多い｡

これに対してベンチャー活動､発明件数､ライセンス活動といった活動は評価されていると感じる研究

者は少ない｡特にベンチャー活動は｢評価されていない｣と感じる研究者が 5つの活動の中では最も多く

約 35%を占めている｡ただし､｢評価されている｣と感じる研究者も発明件数と同程度(約 45%)存在し､

評価は分かれている｡ベンチャー活動が｢非常に評価されている｣と回答した研究者は 12名いたが､彼ら

の所属機関は特定の機関に偏っておらず､独立法人研究所､国立大学､公立大学､私立大学に分散し

ていた｡

図8-2-4所属機関での産学連携等に対する評価
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(2)自由記述から見る評価に対する具体的な要望､意見

ベンチャー活動や産学連携活動､知財活動に対する業績評価について要望や意見がある場合に自

由記述を求めたところ､下記に示すような記述があった｡自由記述によれば､大学等内でベンチャー活動

が評価されていないとの認識が多い｡また現状の評価軸に対して改善を望む声も多く､論文や特許にな

らないベンチャー活動実績を売上の増加､社会-の波及効果や地域-の貢献度､教育-の還元等によ

る総合的な評価で見てはしいという意見が目立つ｡

さらにベンチャー活動を進めるうえでの障害､問題点としても指摘があったように､現状では研究者は

ベンチャー活動に従事し多忙を極めており､ベンチャー活動の実績に応じて給与面や業務負担等でイン

センティブ付与を設定する必要があるとの意見もあった｡その一方で､評価にこだわらず､これまで通りベ

ンチャー活動に従事していきたいとする意見も見られた｡

①大学等で評価されない

No チャー活動や産学連携活動等に対する業績評価に対する要望､意見 所属 =3='.i. 区分

1 活動に対する評価は得られておらず､期待していない○ 国立大学 50代 その

2 業績評価方法を含めて､組貞盛として効里的な評価をできる人が想定出来ないので､要望 工学
も出しようがない○評価軸の中でも将来性を検討する項目を考えていないo

3 産学連携を掲げる割にはベンチャー活動など業績評価されていないo 農学

4 大学発ベンチヤ-は学内ではそれなりの支援体制は整備されているが､産直蛙度日. 60代

5 ベンチャー活動を含む各種の産学連携活動は､本来の職務にあたらないと思われ､多く 保健
の基礎系教授には興味が無く､他人の評価もしないo 以上

6 産学連携としてベンチャー活動を開始したが､大学が全くこの業績について評価をしてい 公立大

ない○

7 自治体や地方経済産業局､大学からは直接.間接な支援を受けているが､大学内でベン 50代 工学

チャーの実例が少ないため､肝心な大学での評価はあまり高くないように思う○大学が､ 早

研究成果の社会的還元や産業の育成を真剣に考えているとは思えないo

8 ベンチャー活動に関する評価は勤務先から(受けているとは感じ)ないが､県などからは 育 60代
補助金等を受けているため､評価してもらっていると思うo 専 以上

9 大学における活動としてベンチャー活動に対する評価が定まっておらず､業績評価につ 私立 40代

ながつていない○

10業績評価項目に確かに外部資金の項目はあるが､ベンチャー活動や産学連携活動の項 保健

目はない○自身は起業後､大学を変わつたが､以前の勤務先では特許出願すら業績とし 大

ては認められていなかった○ 早
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②評価軸の見直し

No チャー活動や産学連携活動等に対する業績評価に対する要望､意見 所属 年齢 区分

1 論文執筆数のみ評価基準とせず､介董活動によって生まれる効里を広い視点での社会 独 50代 保健

育献としてとらえ_評価してほしいo 法

2 ベンチャー活動､企業との共同研究実績､発明件数､ライセンス実績､公的資金全般の 国 工学

獲得状況などすべての項目について､大いに評価されているが､学術論文に対して比事 ユ⊥大早
がまだ小さいので_相対的に対等な評価を望む○

3 ベンチャー活動に費やす労力はかなりのもので､維持するだけでも大変であるo大学の 私立

仕事もあるので､土日や夏休み､春休みなどをベンチャー活動に費やしている○論文を書

いたり補助金を申請したりする余裕がない状況であるoこうした状況を大学内ではそれな

りに評価してくれているが_社会や学会は論文豊緒でしかEl_てくれない○

研究に関して､過去にそれぞれ50以上の論文､国際発表をしているが､最近⊥王紅組

価借に疑問を感じている∩ベンチャーで行っている高精度3次元計測について､丑且鑑星
を論文にすることはあるが_手法や持術の詳細を論文にしようとは思わない○普通の会社

なら表に出さないo今は､自身が活動できなくなったときのために書籍として残そうかと考

えているo 大学

4 特に国の委託研究においては､研究活動の業績評価が､論文件数や特許出願(取得) 60代 社会科学

件数のみで評価される傾向が強く､その研究分野における髭響唐や青献唐_走圭や事董化の要理_その研究成臭がもたらしT=社会への影響や,e‡6度など_広い視点での鮫

合評価の仕組みが不+分と感じたO社会インフラを構築するような研究テーマにおいて

ま_論文件数や特許出願が難しいOまた､予算を計画通り支出することに注視されすぎて
おり､予算を余らす際に､返納理由等が必要になることに違和感を覚えたo 以上

5 これまでの評価は､起業したことと､その知名度(話題性)だけの評価に偏っていた○並 国立大学 農学

親藩晶_藁上塘_雇用ー大学の活性化_地域の清作化などの数量を評価Lて欲しい○こ
れらをアピールする機会が少ない○

6 ベンチャー活動が地域青献.社会青献_研47.の活性化_学生への教育(インターンシップ 30代 その他
の揚)など_多くの育献につながっているところを_もつと評価して丁百きたい○

7 ベンチャー活動には､宴際におこなった人_店豆百公闇や弄り上げやある-定の妥結出し 臥立大早 40代 社会科学
た人に_ある籍唐のモチベーション維持をする必要がある.やった事がない人が多すぎて､役に立たない個人的な意見を押しつけて困るo

8 本学では教員の個人評価を行っているが､その中に公的資金の獲得実績の評価項目は 国立大学 50代 工学

あつても､ベンチャー活動に関する評価店員が一切ないのは問題であるOTLOが特許の

外部企業へのライセンシングを通じて収入を上げることを目指しているが､皇なるラ土土と
シンゲではなく_大学発ベンチヤ-を通じた製品化を通じて知財を収入に繋げることを真
剣に考えるべきなのではないか○

9 研究シーズを社会に還元する方法のひとつとしてベンチャーがあると思うが､さと壬生= 30代
像や評価軸は非党に画一化されているように感じられる○株式公開や知財マネジメント､
ベンチャー活動､企業との共同研究､発明件数等々はあくまでも目的を達成するための
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③インセンティブの付与

No チャー活動や産学連携活動等に対する業績評価に対する要望､意見 ･J1,F=. 年齢 学位

1 ベンチャー活動や産学連携活動をしたからといって､圭結評価されて給与があがるわけ 私立 30代 社会
王は左上三〇職員も同様oリスクをとってまでやりたくないという同僚が多い○ 大早 科学

2 ベンチャー活動や産学連携活動等は研究者としてプラスアルファの活動であり､これらの 国 工学
活動を大学の研究者に推奨するのであれば､その宴緒に応じて他の糞務を減らす筈の 立

インセンティブが必事であるo 大学

④評価にこだわらない

～■● チャー活動や産学連携活動等に対する業績評価に対する要望､意見 ･11,FIT. 年齢 区分

1 今のところ､大学ベンチャーは比較的自由に活動ができるo今後､業績評価に縛られな 私 50代 工学

いようにするほうが良いo 立大早
2 展開している分野は大変多くのニーズがあり､他からの業績評価は全く気にならないo 60代以上

3 評価されれば嬉しいが､評価されなくても自分のやりたいことをやる○ 独 40代 理学
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8.2.5大学等での活動のウェイ トの現実と理想

(1)意識

ベンチャーに係る研究者はベンチャー活動にどれくらいの比重(ウェイト)を置いており､それは理想と

するウェイトと合致しているのだろうか｡そこで､大学等の教職員としての活動として(∋ベンチャー活動､②

企業との連携に係る活動(①以外)､③アカデミックな研究活動､④教育活動､⑤その他業務の活動の 5

つの活動を取り上げ､研究者に対してこれら活動の実際の活動のウェイトと理想とする活動のウェイトを訊

ねた｡実際の活動､理想とする活動ともそれぞれ①～⑤で合計 100%になるよう､%で記述を求めた｡図

8-2-5は回答者の%の平均を取りグラフ化したものである｡

図 8-2-5を見ると､実際の活動として①ベンチャー活動-のウェイトは 22.8%で②アカデミックな研究

活動(26.8%)､④教育活動(25.7%)に次いでで大きい｡理想とする活動では②～④の活動は実際の活

動負担とさほど変わらないが､⑤その他業務は小さくなり､①ベンチャー活動は大きくなっている(28.2%)0

つまり､研究者は平均して現状よりもさらにベンチャー活動のウェイトを増やしたいと考えている｡

8.2.3で見たように研究者は多忙だが､大学等内で支持が得られにくいなどのベンチャー活動を進める

うえでの障害や問題点も抱えていた｡しかし､8.2.2で見たようにベンチャー活動を通じて研究者はよい効

果があったと感じていた｡ベンチャー活動-のウェイトをさらに高めたいと研究者が考えているとすれば､

障害や問題点を上回る効果を研究者は感じているのだといえよう｡

図 8-2-5大学等での各種活動のウェイトの現実と理想 (回答者平均)

(注 1)各活動の実際および理想とする比重をそれぞれ(9-⑤で 100%になるように訊ね､平均値を求めて比較｡

(注 2) その他棲関内の兼務とその他業務に分けて調査したが､⑤その他業務に統合｡
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(2)自由記述から見る活動の比重に関する意見

大学等の教職員としての活動の比重の置き方について意見がある場合に自由記述を求めたところ､下

記のような記述が得られた｡この結果によれば､ベンチャー活動に従事する研究者は多忙であり､ある活

動に集中すれば､他の活動に集中できなくなるといったジレンマを抱えている｡したがって､教育･研究活

動に集中したことによりベンチャー活動に集中できなくなるといった問題が生じている｡研究者の中にはこ

うしたジレンマを抱えながらも今後さらにベンチャー活動に集中したいと考える研究者も少なくない｡また

ベンチャー活動と教育･研究活動との連動が可能だという主張も見られ､ベンチャー活動に対する前向き

な意見が比較的多かった｡そのほか､特筆すべき意見としては､大学等内の管理業務等の雑務の増加

により､教育･研究活動やベンチャー活動-の活動時間の減少につながっているという意見が複数あっ

た｡

(D多忙による各活動の効率の低下

No 比重の置き方についての意見(活動比重) 所属 iす.:完, 学位区分

1 起業したことで_未来の教育.研究活動を行う暗闇が不足しているoその結果､1日の組長勝間化や休Ejでの仕事が増え続け､通常の生活が送れなくなっている○これを是正するために 私 ヰo代 保健

は､早期の事業譲渡を考える他なくなっている○(ベンチャー活動 実際30%⇒理想15%) 立大早

2 (大学と会社双方で)責任のある仕事で長盛風盟血している○他人の160%働いている○ 工学

(活動の比重不明)

3 将圭片手の11営li北黛に巌しいものがある○8年程前に韓国のベン千ヤ-企業の関係者から聞い 不明 60代以上

た話では､ベンチャー経営者の授業は免除され､運営に専念されているようであった.(ベンチャー

活動 実際10%⇒理想40%)

4 実際には通常の教員の約2.5倍働いているから大学も企業活動も実現しているo 国 保健

(ベンチャー活動 実際40%⇒理想10%)

5 大学で兼業で許可されている孟蓋塵阻止､週末だけに限る等の制約があり､全社経営にはjE現 50代 工学

妻的な許可制唐であり_この点を流動化Lなければ経営に壬瞳が出ると痛感する. (ベンチヤ-活動 実際20%⇒理想30%) 立
大早

6 大学の業務は相当に多忙であり_介圭の経営活動も兼ねるとなると_失敗する可能件が高い○企業における経営は専門家に任せ､大学研gF.成里の結締居間に特化Lで_色相を'i>なくする必要がある○
(ベンチヤ-活動 婁際_王軍規とも10%)

7 ベンチャーを講じて自身の研究が社会のために実際に栓に立っていることは喜ぶべきことだが､自 公立大早 社会

ら実務作業をするということとは別で､実証系の研究者や実務者による連携の仕組みを作ることの

方が重要である○自身の研究は_起董以来票全にストップしている○そのまま続けることができて

いればさらに社会に役に立つ研究蓄積ができたはずであり､それを実証系や実務者が社会に還元

していけば､さらに社会にとって役に立ったはずである.このようなケースを見ると､この場合､大学 科学

発ベンチャーがよいのではなく､大学のシーズを別の形で社会に還元する仕組み作りの方が手書

である.大学発ベンチャーを安直に進める行政のあり方にも問題があるo
(活動の比重不明)

8 現在2大学で教育.研究に従事し､また､別にプロジェクトも持っているため､企蓋蛙珪温塩藍であ 60代以上 工学

る○大学研究者としての活動に比べると､ベンチャー企業での活動で他企業の対応が非常に悪

い｡これは､大学等と企業(特にベンチャー企業)の評価が違うためと思われる○

(ベンチャー活動 実際0%⇒理想20%)

9 当大学でベンチヤ-は特許を出願し､ライセンス契約を行うまででそれ以上は晴間的に無輝である.他の大学でも同じであろう○新しい技術をサポートする株制(人的_着金的)を充妾させる必事があるo支援体制を確立しないと最初は欧米に勝っていても直ぐに追い越されてしまう○研究者に 私立大 保健

全てを負担させて欧米のチームに勝てる訳は無いと思う○(活動の比重不明) 早

10 教育活動の比事が大きいので思うように(ベンチヤ-の)研究開発がすすまない. 高 工学
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②今後さらにベンチャー活動に集中したい

～l● 比重の置き方についての意見(活動比重) 所属 =af.?, EJ

1 ベンチャー介圭の業務と研費活動に集中L 両立を果たしたい.(ベンチャー活動 実際20%⇒理想40%) 国立 60代以上 工学

2 産業界に参加し､収益を得ることを考えれば､教育_研究活動を削減してでもベンチャーの事業活

動によL)主食すべきである○(ベンチヤ-活動 実際30%⇒理想50%) 大早

3 ベンチャービジネスに係わる晴間がもう少しとれると良いと思う. 50代
(ベンチャー活動 実際10%⇒理想25%)

4 今後少しずつベンチャー沃軌 こあてる晴間を増やLていけTIらと考えている○ 臥 60代

(ベンチャー活動 実際2%⇒理想10%) 以上

5 これまでは大学院の専攻主任の仕事があったため大学の業務が多かつたが､来年度からは他の 50代

先生に引き継ぐので､少し理想とする比重にもつていけると期待している○太当の揮憩としては_2_

3年_思いっきり介董活動に集中Lてみたい.本当に大きな売り上げが上げられるか試してみたい 立
というのが本心であるo 大

(ベンチャー活動 実際25%⇒理想40%) 早

6 ベンチヤ-で産業貢献.社会貢献,国際貢献できるようになったら､大学での教育や子の仙撫関内

③理想的なバランスで活動できている

～■● 比重の置き方についての意見(活動比重) 所属 三ヨ-;_J,A 区分

1 比重の置き方は､これまで試行錯誤した結果､里盟に近吐出 に落ち着いている､と感じているo 国立 30代 その他

(実際の比重はベンチャー活動､企業連携各10%､研究活動､教育活動各30%､その他20%)

2 理類とする活動をするために 起業した 実現できているので とても幸せである

′tゝヽ ′ -. ､-ヽ 一〇 〇(ベンチヤ-活動 実際､理想とも30%) 大学 工学

3 ｢実際の活動の比重｣と｢理想とする活動の比重｣にそれほど差がなかつたと思うo 60代

④ベンチャー活動と教育･研究活動との連動を目指す

fLf:盟 禦 王､.聖 二 望 聖kFIT̂f_Liミミ聖禦 雪空禦 ･.i.曇 羊院,S:､竺 の聖 霊
1 育により時間を割きたいと思っている｡大学の業務は最低限にさせていただきたい｡(ベンチャー活

動 実際､理想とも40%)

2 ベンチャーの経験を教育の分野に生かしたい｡(ベンチャー活動 実際､理想とも20%)

3 諾 ET=悪霊 憲 -L'AST警to,鷲,詔 望悪監禁 チ諾 聖L=空,憲t.L等 孟?gTiFt#t'諾 ~ス

(ベンチャー活動は)教育でもあり､研究でもあり､また学生にとってのアルバイトや研究でもありと
4 いう境界が不明確なものこそが研究になってきているので.杓子定規にわけないほうがよい｡

(ベンチャー活動 実際5%⇒理想10%)

50代代

0

4
国
立

大
学

不明 不明
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⑤管理業務等の増加により他の研究や教育活動､ベンチャー活動に集中できない

No 比重の置き方についての意見(活動比重) yJTE_ 三言二.J.-, F:J

1 その他機関内外の圭務が_祈年増加している.各種外部資金獲得の厳しさによる卓違暮温灸王 公 50代 理学

玉の必要性､さらによい報告霊を作るための工夫の必要性､組換え実検､動物実族など､盟姐

化にともなう各挿幸一陸中謙暮類の厳格化と増加により_これらEt)隷暮転に対応する圭務割合が大 立大皇地 _

同時に､それらの申請暮類を婁香する側としての晴間の割合も増えることとなった.(ベンチャー活動 実際10%⇒理想20%;その他業務 実際40%⇒理想10%) 早

2 いわゆる雑務といわれる業務の比率を下げたい. 独 保健
(ベンチャー活動 実際､理想とも10%;その他業務 実際50%⇒理想5%) 法

3 とにかく大学の管理圭蒲.香白金圭籍が多すぎるので､他の事案に時間が割けず､不本意な結果 国立大早 60代 工学

こなりがちであった.
(ベンチヤ-活動 実際10%⇒理想15%;その他業務 実際40%⇒理想15%)

4 私立大学は招集に関する負担と､会議などへの出席が多く､研究活動fこ割ける暗闇は極端に'i>な 臥立大

い○国立大学と同じ基準で評価されるのではたまらない○科研費申請は手間と報告雷-の負担が
大きいので､必ずしも有効ではない. 以上

(ベンチャー活動 実際1%⇒理想10%:

教育 実際70%⇒理想50%;その他業務 実際19%⇒理想15%)

5 学内の管理圭籍が多く､仕方がないと考えている○
(ベンチャー活動 実際5%⇒理想10%;その他業務 実際30%⇒理想11%) 学

6 現行では雑務や会議に終われる晴間が多く研費.活動や教育活動への晴Filが漉J少している. ヰo代 農学

⑥その他要望

No 比重の置き方についての意見(活動比重) yJTE- --昔'.A.-. 学 位区分

1 地域共同研究センターでは企業､地域との連携がかなりストレスであり､この辺の評価､待遇はか 国 50代 工学

なり低い○しかも教鞍鼻の任期が短いため継続性が問われていると思う○◆ヽ ^

(ヘノチャー活動 実際5%⇒理想10%:旺業連携 実際40%⇒理想50%) 立大早

2 教育と研究を分けて､特に研費開発に取り∃組む教政白には教育に取られる晴間をJ少なくする必要がある○ 60代以上
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本章では大学等発ベンチャーの研究開発や知財､また研究開発に係る補助金等の活用状況やア課

題などを業種別に分析する｡

9.1研究開発との関連性

大学等発ベンチャーの事業と研究開発と関係があるかどうか調査したところ(図9-1-1)､全体の89.0%､

製造業では約98%が研究開発と関係している｡ただし､技術とは無関係のその他サービス業では研究開

発と関係がある企業は59.1%とその他業種と比較するとかなり低い｡

図9-1-1事業の研究開発との関連性

全体(N=554)

医薬品､医療に係る

製造業(N=60)

その他製造業(N:164)

情報通信業

(N=92)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=43)

技術に関連した

サービス業(N=120)

その他サービス業

(N=44)

その他･不明

(N=31)

■研究開発と関係がある 研究開発とは無関係である

以下では､図9-1-1で｢研究開発と関連がある｣事業を実施している企業に限って回答を求めた結果

である｡
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9.2知財

9.2.1特許とノウハウの重要度

事業で特許の出願･取得･保有(他社から導入された特許も含む)や､特許以外の技術上のノウハウの

管理､保護をすることが重要かどうかを5段階の意識で訊ねた(図9-2-1)｡特許もノウハウもともに｢非常

に重要である｣とする回答が多くの業種で圧倒的に多いが､医薬関連の製造業では特に多い(特許､ノウ

-ウともに約 90%)｡これに対して､情報通信業ではノウハウに比べて特許を｢非常に重要である｣とする

回答は極端に少ない(36.5%)0

図 9-2-1特許とノウハウの重要度
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9.2.2特許活動状況

大学等発ベンチャーの特許の出願経験(国内外を問わないが､出願人は当該ベンチャーが出願人とな

っている特許のみ)の有無を調査した｡図9-2-2によれば､製造業で特許出願経験のある企業が80%を

超え特に多く､これに医薬関連やその他技術に関連したサービス業が続いている｡これら業種と比較して､

情報通信業(58.1%)や技術とは関係ないサービス業(38.5%)では､特許出願経験がある企業は少な

い｡

図 9-2-2特許出願経験

全体(N=493)

医薬品､医療に係る

製造業(N=59)

その他製造業(N=161)

情報通信業

(N=74)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=38)

技術に関連した

サービス業(N=107)

その他サービス業

(N=26)

その他

(N=25)

t経験あり 経験なし

(注)特許出願は国内外出願を問わず､企業が出願人となっているもの(研究者個人や大学等から出願したものを含めない)｡

図 9-2-3海外出願 ､審査請求 ､ライセンシング経験

(注)図 9-2-2で｢特許出願経験あり｣に限って集計｡ライセンシングは実施許諾経験を調査｡
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図 9-2-2で｢特許出願経験あり｣とした企業に限って､海外出願､審査請求､ライセンシング (実施許

諾)の経験の有無を調査した(図 9-2-3)｡ベンチャー全般に見て特許出願経験のあるベンチャーの多く

は海外での特許出願や審査請求も経験しているが､これに比べて特許のライセンシング経験があるベン

チャーは少ない｡ただし､業種によって違いがあり､製造業では海外出願､審査請求ともに経験して

いる企業が多く､医薬関連製造業では海外出願経験企業は86.0%と特に高い.一方､他の業種では

審査請求経験のある企業は 70-80%程度と多いものの､これと比べて海外出願を経験している企業は

少ない｡また､ライセンシング経験は医薬関連の製造業でやや高い(52.0%)が､業種間で大きな差は

ない｡

9.2.3具体事例から見るベンチャーにおける知財活動

アンケート調査からは特許もノウハウも重視する製造業に比べで情報通信業では特許はさほど重視し

ないなど､特許やノウハウの重要度や活動状況は業種によって違いが見られることがわかった｡インタビ

ュー調査でも大学等発ベンチャーで特許やノウハウの位置づけが業種､特に情報通信業と医薬関連の

製造業によって異なることが確認できた｡また情報通信業のベンチャーでは標準化活動やオープンソー

スによるソフトウェア開発といった知財活動も行われていることが確認できた｡

(1)特許よりもむしろノウハウ重視:ソフトイーサ(秩)(情報通信業)

ネットワーク通信やセキュリティソフトウェア開発をするソフトイーサ(2004年設立)では､特許の出願実

績はあるものの､会長の登氏は｢ソフトウェアを特許にしても役に立たない｣とし､｢特許で儲けるという意識

は全くない｡技術に｢特許出願中である｣と記載できるくらいのメリット｣と考えている｡同社では特許よりも

むしろソフトウェアのプログラミングに係るノウハウの保護を重要視してきた｡しかしながら､同社では新た

にノウハウを公開する試みとして､2010年 6月から筑波大学と連携してオープンソースによるソフトウェア

開発を始めている｡同社ではオープンソースによりソフトウェアのソースコードを無償公開し､オープンに

開発を進めることで､話題を作り､新たな顧客獲得も狙っている｡

(2)標準化に貢献:(秩)サイバー･ソリューションズ(情報通信業)

ネットワークセキュリティの開発を行う､サイバー･ソリューションズ(1997年設立)の社長のマンスフィー

ルド氏はインド国籍であるが､同社を起業する以前の1994年から今日まで日本のインターネットの標準化

活動に貢献してきた｡マンスフィールド氏は｢インターネットの分野ではベンチャー企業でも標準が取れる

ことが魅力｣と述べ､これまで IETFRFC5488(NEMO:NetworkMobility)等計 8件の標準化の提案をし､

成立させている｡

(3)特許の権利確保は必須:(樵)セルシード(医薬関連製造業)

再生医療分野のセルシード(2001年設立)では､特許､ノウハウともに重視する一方､特許が同社の事

業の基盤となっていた｡まず同社を立ち上げるための資金調達で特許の確保が重要であった｡同社社長

の長谷川氏は母体となった東京女子医大の特許の権利を同社で確保したうえで､事業計画書を作成し､

資金調達した｡長谷川氏は｢ベンチャーは特許がなければお金も集まらないし､事業も展開できないので､

特許の取得･管理は重要である｣と述べている｡

また医薬品開発の開発期間の長さ(10-15年)を考慮すると､製品化まで特許を維持できるよう特許期
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限(出願から 20年間)が切れた後の対策をとっておくことは必須である｡同社の基盤特許となっている岡

野教授の発明した細胞培養皿の特許は早期に出願したが､培養皿を使って作製する細胞シートについ

て特許を別途出願し､特許切れ対策を行っている｡

9.2.4特許に関する課題

特許出願経験のある企業に対して､特許の出願や取得･保有･活用についての課題を調査した(図

9-2-4)｡特許に関する課題として､｢特許の取得や維持費用の捻出｣を挙げる企業が圧倒的に多く､特に

医薬関連製造業では65.3%と多かったOまた費用の問題に次いで｢特許を基にしたビジネス展開､収益

確保｣を課題として挙げる企業も比較的多く､特に情報通信業で34.1%と多かった｡また情報通信業やそ

の他製造業では｢特許として権利保護するか､秘匿するかの選択｣を課題に挙げた企業も15%程度い

た｡

図 9-2-4特許に関する課題

全体(N=345)

(その他サービス他含む)

医薬品､医療に係る

製造業(N=49)

その他製造業(N=129)

情報通信業

(N=41)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=29)

技術に関連した

サービス業(N-74)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■特許の取得や維持費用の捻出 ■特許を基にしたビジネス展開､収益確保

●特許として権利保護するか､秘匿するかの選択 暮特許に係る社内の専門知識､人材の確保

■有能で専門が合致する弁理士へのアクセス ■その他

(注)図 9-2-2で｢特許出願経験あり｣に限って調査(択一選択)｡
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9.3外部連携の状況

9.3.1外部連携の有無

研究開発を単独で実施しているのか､あるいは大学や企業等の外部機関との連携により実施している

のかを調査したところ(図9-3-1)､全体で見て大学等発ベンチャーの76.9%が外部との連携で研究開発

を実施していた｡医薬関連の製造業(86.4%)やサービス業(86.8%)では外部連携で研究開発する企業

が特に多い｡一方､情報通信業は他業種と比べると連携せず単独で研究開発を進める企業が多い

(40.5%)0

図 9-3-1研究開発での外部連携の有無

全体(N=493)

医薬品､医療に係る

製造業(N=59)

その他製造業(N=161)

情報通信業

(N=74)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=38)

技術に関連した

サービス業(N=107)

その他サービス業

(N=26)

その他･不明

(N=25)

76.9%

86.4%

78.3%

59.5%

86.8%

76.6%

76.9%

92.0%

■単独で研究開発実施 外部との連携で研究開発実施

(注)研究開発と関係がある企業に限って調査し､集計｡
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9.3.2連携の相手先

外部と連携して研究開発を行う企業に対して､最も重要な連携の相手先を訊ねた｡図 9-3-2を見ると､

研究開発での最も重要な連携相手は､多くの企業で起業時に最も関係した大学等であり(全体で

59.4%)､またこの距離は 1時間以内で移動可能な近さである｡これに対して､その他の連携先との距離

は必ずしも近くはない｡

図 9-3-2研究開発で最も重要な連携の相手先とその距離

①連携で最も重要な相手先(2010年 3月時点)

全体(N-374)

医薬品､医療に係る

製造業(N=51)

その他製造業(N=124)

什報通信業

(N=44)

医薬品製造､医原に係る

サービス業(N-33)

技術に関連した

サービス業(N-81)

その他サービス業

(N=20)

その他･不明

(N=21)

大学声 企f

59ー4% 14.7%.｡一I..1*
I 】 199

52ー9% 15.7% 3.(
l I

62.1% a.9kl ≡,6
I [- 『幽
65-9% 6JPKEZEB輔L3
I l l

57.6% ZLX &叫i
l l l

汁;1●じ'. 22.2★ 2%⊃8.U70

50.0% ●●̀ . 1まCK S.

I

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1起業時にtも関係した大学等 Iその他大学等

p大企業(従業員301名以上) t中小企業(従業員21-300名以下)

■小規模/ベンチャー起業(従業員20名以下)■その他

②相手先との距離
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9.4研究開発に係る補助金等

9,4.1関心度と応募･採択状況

国や独法､自治体からの補助金､委託費､助成金(これらを｢研究開発に係る補助金等｣という｡)の利

用-の関心度と応募･採択状況を調査したところ(図9-4-1)､業種全般にこれら補助金等-の非常に関

心が高く､これまでに利用経験がある企業が多い｡特に医薬関連の製造業で利用経験ある企業が

86.3%と多い｡これに対して､情報通信業では利用経験のある企業は39.5%と少なく､｢非常に関心があ

る｣という企業も他業種に比べると少ない(56.6%)｡

図 9-4-1研究開発に係る補助金等への関心度と応募･採択状況

①関心度

全体(N;377I

医薬品､医療に係る

製造暮(N;51)

その他製造書くN=126)

情報通信幸

(N=44)

医薬品製造.医療に係る

サービス兼(N:33)

技術に関連した
サービス兼 (N;82)

その他サービス集

(N…20】

その他

(N=21)

･ 16 l6.Wo l

6% ■- - - → ■■- ■■ ■

7.A i-i. 76.A
l l l l l l l

0_ FJlf二. 79.一■

3.Zt指 l l l l l
I.1ヽ 250% 56,臥
l l l l l l

- 15.2% 申 .刀一

l l J l l l l l

E エ コ 23.2YD 65.9*
I l l l l l l

.0% 75.0%

l l l J l l l

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■全く関心がない ●あまり関心がない ■普通 ●少し関心がある ■非常に関心がある

②採択状況

応書したことがある 応暮したことがない

全体(N=3761

医薬品､医療に係る

製連兼(N:51J

その他製造莱 (N=126)

情報通信兼

(N=43)

医薬品製造､医蝶に係る

サービス兼(N=33)

技術に関連した

サービス兼(N:82)

その他サービス業

(N=20)

その他

(N=21)1

_Jt■ーp. 17.3%

l l- 1』』 ■■■- ■■■■

二:-:.,LS.と ::---. .-i二

l∴,--'1,.=二 ⊥1-,-.:I:li.一三8冬空 {;,;(.,.て:,.二1-二,_! ･.- . -.1.
l ー l l

r ,lIj'.-.-L∴ -I:.∵青 票≡69.郎 ニ葦 -=1.,I;:-∴.-:,:;;-∴ ∴ 】且.9K

I I- - ■■- ■ I

[-tAT ,--A:-,395%:-蝶 =ま ■-: )LJK

■- - - - l l

･漁 卓 ' 15.2K

I l l l l

-l1.< 20.7%

l l t l

)I.If切 願 酢 溜 粥 ▼ ●̀. 10.0%

l l l l l l

響婁 触 媒 熱l l 度 日 糊 艶 鈍 重l l l l 19.帆l I

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■応募したことがあり.採択され利用した

T応募したが､採択されていない
Ir応募したことはないが､今後検討したい
■応募してことはなく､今後も応募の予定はない

(注)研究開発と関係がある企業に限って調査し､集計｡
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9.4.2補助金等に関する課題･要望(自由記述)

補助金等に対する課題や要望がある場合に自由記述を求めたところ､多くの意見が得られたCベンチ

ャー活動に関する課題や要望に関する自由記述の中にも関連する記述が複数見られた｡これらの回答

を(1)支援枠組み､(2)支払い方法･費目､(3)手続き､(4)評価に区分し､さらに内容別に整理し､次貢

以降に掲載した｡それぞれの回答にベンチャーの業種を記載し､現在の資本金が 1億円超の企業に*印

を､直近 1年間の研究開発費が 1000万円以上の企業に※印をつけている｡自由記述の全体傾向として､

下記のことがわかった｡

経営基盤が不安定で民間資金を利用しづらい大学等発ベンチャーは､補助金等を積極的に利用し研

究開発を加速させたいと希望している｡しかし､経営基盤が安定していないと､採択の対象となりにくい｡

インタビューではベンチャーキャピタルの出資を受ける前に応募して採択されなかった補助金等に出資を

得てから再度全く同じ内容で応募して採択された企業があった｡

また多くのベンチャーは補助金等の採択に伴う資金繰りの悪化を懸念している｡補助金等が清算払い

である場合､資金が支払われるまでの間､自ら資金を確保しなければならない｡よってベンチャーは早期

に研究開発資金が提供される概算払いを求めている｡さらに｢補助金｣や｢助成金｣では企業側の資金負

担が必要となるため､中には委託者が 100%資金負担する｢委託費｣による支援を期待しているベンチャ

ーもいる｡委託費は委託契約に基づいて受託者に業務を実施させる性格の資金であり､企業側の負担

資金がないという理由だけで安易に委託費を増やすべきではない｡しかし､すでに日本版 sBIRで｢中小

企業者等の入札参加機会の拡大｣を図っているように､さらに委託費のテーマを入札と連動させていく仕

組み21をさらに強化していくことはベンチャー支援において有効であろう｡

さらに補助金等の使途や手続き面も硬直的で制限が多いとベンチャーは感じている｡補助金等の応募

や利用によって､ベンチャーに膨大な事務作業が発生し､本来の研究開発業務を圧迫するほどの負担と

なっている｡従業員数に限りがあるベンチャーでは､研究開発従事者が事務作業も兼任しなければなら

ないことが多い｡ベンチャーが本来の研究開発業務に集中できるように､ベンチャー側に過度な補助金

等の管理､報告作業が生じないよう現行の補助金等の手続きを見直していく必要がある｡

また応募期間は短期間であるのに対して､応募後の採択決定が長期化し､研究開発期間が短くなって

しまう､という意見や補助金等の計画や使途を研究の進捗に合わせて変更できないために研究開発業務

の効率が低下しているという意見があった｡特に使途として人件費枠の拡大を望む意見が多かった｡

評価面では適正な評価を求める意見が多く､審査基準の明示化と､採択結果を適切にフィードバック

していく仕組みが必要である｡

21詳細は次の報告書を参照｡科学技術政策研究所｢イノベーションシステムに関する調査 第 5部ベンチャー企業環境｣NISTEP

REPORTNo.131,2009年 3月.
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(1)支援枠組み

①支援フェイズ

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1 ベンチャーでは設立時の開発資金の調達が国難であるoよってベンチャーに対する支 その他製造

援制度を強力に進めて欲しい○

2 起業初某月の資金状態は悪く_大半のベンチャーはキャッシュフローが上手く回っていな
iloここ(起業初期段階)を支援してもらえると大学発ベンチヤ-ももう少し育っていくと思
うO弊社も今年になってやつと収入があるようになり､将来の展望も見えてきたが､補助

金の採択は難しい0-番苦しい時に資金調達が可能なシステムが必要であろう〇二の

種の調査が最も必要だと感じているo

3 ※ 販売実績を作るまでが大変であるので､そこまでの支援がほしい その他サービス

4 *研究開発の補助金は豊富にあるが､事業を軌道に奏せるための補助金があると尚よ その他製造

いo

5 *大学等のシーズ.技術を確認するためのブイ-ジビリティースタディーの専用を助成して
欲しいo

6 .;技術シーズを事業化を支援する制度が非常に役に立ったのでそちらの強化を行ってほしいo

7 ※ハイリスクの研究だけでなくtベンチャー分業が軌道にのるまでの地道な研究.開発に 医薬製造

も補助金を出して欲しいo

8 文部科学省関係の助成金申請を何度か行ったことがあるが､経済産業省関係の助成
金に比べて､実用化に近い領域の開発は採択が難しいと思われるo

9 ※ 経営が軌道に乗るまで国の補助金等による援助を期待するo 技術サービス

10※ベンチャーでは商品化投資への負担が大きく_これを回収するまでに時間がかかるoこ 情報通信

の間を支援する助成金がるとよいo

ll 研究開発段階の投資や補助金はいろいろとあるが､最後の事業化の段階でのお金が産地 o(金融機関は)経営者が私財を投げ打って実施し､うまくいきそうになつ

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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②支援内容

LIL+ 補助金等に対する課題や要望 業種

1.;医薬品の臨床治験に関する補助金の充実を希望するO 医薬製造2;臨床試験にかかる曹用についても補助があると使いやすいo

3※ 大学の知的財産を元に産学共同で申請するスキームが多いが､ベンチャーの保有する
特許をコアにした研究開発助成のパターンを増やしてほしいO

4 採択されなかった研究.開発事業に対する､補助金に準じた措置(たとえば低利貸し付 その他製造

iiなど迫 艶塩をしていただけると助かるo

5 近年は出口に有結する要用化段階の墓集が多く､また､製造系のモデルプラントなどをイメージしたものが多い○ライフサイエンスに関する技術開発など.形としてみえにくいも
のに対する受け皿が非常に狭いと感じるo

6※挑戦的テーマでも妄心して申請できる制度を希望(失敗もできる仕組み)○成果商品の
市場規模が大きくなくても採択される中小企業対応を希望o

7 大企業中心ではなく､地域の莫情に合わせた研究開発に対する補助金.助成金がもう
少し増えるとありがたい○

8 ※ 今後､原子力分野､宇宙航空分野での活用にはー製造技術.品質管理などを含めた政底地 支援を求めたい.海外諸国は軍事と絡めた研究が可能だが､わが国では不可
能な分､国家による資金援助が欲しい○

9 研究開発した物の評価.普及.モニタリング等を補BJlの対象にして欲しいo 情報通信

10※補助金の採択者に対して､関連する分野の研究者(特に_他大学や研究機関に所属する)の情報提供があれば嬉しい○共同研究等､研究活動の発展に寄与すると思うo

11※弊社が応募可能なバイオソフトrjエア開発に関する補助金の挿類や量が非常に少なilo

12※ 補助金はモノづくりに偏っており_ソフトrjエアやサ-ビスを行う介業には不利であるO

13※ sBⅠR等の各種補助金の支援によって､ベンチャーがDeath Valleyを乗り越え成功し､国 医薬製造益に還元されていくのが理想であるが､日太の現行の(SBⅠR)制度では大学や教職昌

ご±a玉堤の意味合いが強いo

14 完全に独立できるまで､大学での研究環境(建物_設備など)の利用を保証できるよう 技術サ-ビス

生玉崖(補助金など)をしてほしい.

15 ベンチャー企業がBEl係大学との研究開発を継続できるような法的啓借等をお願いしたいo

16 補助金に慣れてしまうことに不安を感じるので､現時点では､あまり興味を感じないoむ その他

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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③期間･金額

～l● 補助金等に対する課題や要望 業種

1※ バイオ関連の技術シーズにより起業しているベンチャーは､財務状況が脆弱である上に その他製造

製品化までの晴間が5年_10年と長期にわたるため_補助金は大変重要であるOにもか

かわらず補助金額が小さく_また1000/o補助する事業数が少ないため開発スピード､内

容共に十分とはいえない∩国家の次代を担うベンチャー育成のための大胆な財政出動

が必要であるo

2※ 開発から事業化にいたるごく一部分のみの補助という形が多く､実際に資金供給が途絶えて失敗するケ-スもあるo実際に開発から事業化にいたるまでには長期間(10年レ

ベル)必要なため_長期間の支援の必要性があると感じるo

3.;国の研究補助金の期間延長を望むOもう少しで完成するという時にプロジェクトが終了し､開発資金が枯渇する事のないようにしていただきたい○

4 1テーマに関わる補助金の支給期闇が短い(シーズから実用化まで10年､実用化から 技術サービス

ビジネスまでに5年を見て欲しい)o

5 1つずつの補助金の額はある研究開発に十分でない場合が多いが､補助金は重複が
問題となる場合もある.同じテーマでも.この部分はこの補助金_ここは他の補助金と区

別できればテーマが事績するのは仕方ないと思うo従来の縦割り行政からフレキシブル

な考え方に変わって欲しいo重要なのは､補助金をいただいて開発研究を進めた結果､

我が国の技術力を高め､雇用の機会を高め､国際的に貢献できることであるo

6※ 金額が十分大きい補助金が少ないo

7 大規模な補助.支援で無くても良いので､商品開発などの開発昔の董接を切望してい
るo金額は1000万円/件以下で良いoほとんどの者がボランタリーで活動しており､大

学のシーズ技術を商品化して販売しその利益でビジネスを拡大すると云うビジネスモデ

ルであるが､商品として発売出来るまでの開発資金が絶対的に不足しているo

(受託研究のみではビジネスは拡大出来ないと云う認識であるo)

8 当方の事業領域(ナノテク.材料)では､年1000万以下の少額でも3年程度継続する香 その他製造

託研究がありがたい∩

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業O※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業o
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④経営基盤が安定しないベンチャーが応募しづらい

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1 創業したばかりのベンチャー企業では､理念と技術はあるが､資金が極めて不足してい 情報通信るため､補助金が非常に重要となるoしかし､これまでの実績がないと.補助金が採択さ

ねに也 のが問題である○

2 経営状況が採択の可否に影響するので､最近は補助金申請がしづらくなった○ その他製造

3 ;技術的に優れていても企業の与信を問われる課題があるo

4 ※ ブランドがなく､金もなく､売り上げもまだ少ないが､社会的ニーズが高く､大学と連携し

て次の産業を生み出す意欲のベンチャー企業を助成するよう､補助金をつけるべきである○

5 ※ベンチャー企業としてまだ規模(年商)が小さいため､大きな補助金(委託費)が得られ
ない○

6 補助金の採択でベンチャー企業といえども零細企業は不利o

7 ベンチャー企業は経営状態を改善させるために助成金を申請する場合もあるにも関わら 医薬サービス

ず､その経営状況が援択の妨げになる場合があるoそのため事業拡大できず発展性が
ないo大型の補助金での採択も考えて頂きたい○

8 採択基準で｢経営状況重視 lは矛盾しているoベンチャーはみな赤字経営であるo

9 ベンチャー企業から研究助成金(補助金)を応募しても採択されるかどうか詳らかでな
いO

9 スタート時から運転資金が少なく販売員不足で赤字のため､助成金に非常に採択され

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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⑤企業負担金のない委託費の強化

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1 現在の補助金制度は必要経費の2/3補助などのように､当初(又は補助金事業期間中 医薬サービス
を含む)会社での運転資金が必要であり､ベンチャーでは弱小体質のためその対応に
苦慮しているo全額補助や_先払いのシステムはとれないだろうかo

2 補助金に､ある割合分の自己投資が必要だが_金融機BElが金を貸してくれないo 技術
3 -部省庁や地方公共団体のものは､2/3補助等で全飴補助でなかったリ､交付までの間に｢つなぎ資金 Lを獲得する必要があったりするoこの種の補助金は!1魁 サービス

チャーにとつては手が出せない∩

4 総額に対する補助比重を上げ_補助金の一部を先行して支給するような方集を願いたいo

5 弊社は経営の自由度(介業理念の追求のため)から資金調達方法にVC等の外部投 医薬製造

資を受け入れていない∩そのため潤沢な資金がなく.研究資金の調達のため公的資金

(補助金)の活用を希望している○

現在､補助金のほとんどがマッチングファンドなため高額な補助金事業への応募は

ハードルが高い状況にあるo事業の監査等を厳重にする等で公的資金の不正使用が

ないようなスキームを組む等工夫して補助率100%の研究開発事業の拡充を希望する○

6 ※国の補助金に採択されたが､自己負担資金がなく活用出来なかったo

7 貸付型や半額給付型でなく全額給付型の門戸を広げてほしい○売上げの上がらない現 情報通信状では､それぞれ､返す見込みや､現金の用意が不如意なため_経営の先が読めな

UL

8 補助金であると､我々のような零細企業にとって､負担額の資金を研究開発曹用として その他製造

持ち出すのは負担が幸すぎるので_補助事業への応墓を断念している0100%補助の

事業での採択を期待して応募するが､弊社のような研究従業員の少ないか､いない場
合､研究開発の実行性が難しい○

9 .;100%資金補助の委託形式で行ってほしいo

10 全鞄補助の補助金制度をさらに拡大してほしいo

ll 国の補助金の中には､必要な研究開発費用の2/3の補助で1/3の自己資金確保が必
要なものがあり､苦慮しているo

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業C※印は直近1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡

⑥法人格のない しLPが応募できる補助金等が少ない

No ~ 補助金等に対する課題や要望 業種

1 有限香住事業組合(LLP)だと法人格がなく_応某できない補助金が多いのでLLPへの 情報通信
補助を増やして欲しい

2 大学の研究者としては応募し､研究費を得ているが､LLPには応妻資格がない場合が 技術サービス
畳ま､ベンチヤ-として応募していないoLLPにも研究開発費や人件費獲得のため応寡
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⑦ 海外展 開､海外動 向を見据えた支援

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1 ※ ライフサイエンスは､開発の事業出口が日本国内で収束しないケースも多々ある〇二の 医薬製造
ようなケースにおける審査側の価値判断の形成がなされていないように思える○

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近l年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業o

⑧ 成果 (共有できる仕組み､取 り扱 い等)

L:lF+ 補助金等に対する課題や要望 _L弐≡=

1 ※ ひとつの補助金等で著しい成果を収めた場合一事に発展型の補助金が頂けるようにな 医薬製造るとあ姓がた出し､やりがいが高まるO補助金でr成果｣を第-にするのであれば､豊丘
横断的な成果共有システムが必要でその結果を次の補助金等に反映して欲しい○

2 補助金等にて開発したもの(例えばシステムの運用など)が商品価値をもてないことが その他
少し不便○ 製造

3 ※補助金の対象となった研究開発の成果として､多大な事業化を期待されると負担が大 技術
きい○ サービス

4 (補助金等を)使用した場合の､成果物の権利や公開義務について.制限がきついよう 情報通信

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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⑨その他要望･意見

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1※ 補助金予算の拡大と利用しやすさの向上を希望するo 医薬製造2 一方的な補助金の減額または中止は国に対する信用を著しく損ねているo

3 予算を拡大してほしいo

4;今後とも研究開発分野への補助金の充実をお願いしたいo その他

5 当社のような資金的に脆弱な会社は､補助金があると大変助かるo

6※事業仕訳の影響で予算が縮減する動きがあるが､研究開発に関する補助金等につい
ては国策として是非､発展.継続させる方向で進めていただきたいo

7 ※ 弊社は大学の最先端技術を市場が形成される前に事業化し､適切な利益を得て､この利益を大学に還元し､さらに新しい技術を生み出すことを目的としているoその際､玉里
の枯術から事業化までの研究開発にー現在の補助金制度は非膏に有効であるので､ 製造

更なる充実をお願いしたいo

8 ※ 過去にJSTの独創モデル化事業に採択されたおかげで､市境からこの成果に対して-定の評価を寧けることができた○市場投入のためにもう少しブラッシュアップしたいと考え

ており､継続事業の検討を是非お願いしたい∩中途半端な形で終了してほしくない○

9 JSTによるA-STEPによる支援を強化してほしいo

10 機会と金額の増加を望むo その他

ll 事業仕分けで削るのではなく､将来を見据えて積極的に増額して欲しいo 医薬サービス

12 これまでの支援には感謝しているが､大企業向けの支援ではなく､これから新しい産業 情報通信を作り出していく､ベンチャー企業へのこれまで以上の積極的な支援(特に資金面)を期

待する○

13※有望なベンチャーには公的資金を出し､研究活動､特許出願を促進するようにしてほし その他
いo 製造

14.;ベンチャー支援の補助金等を更に充実させて欲しい○ 技術サービス
15※ 公的補助金は大手の企業が主体であるが､ベンチャーにももつと拠出してほしいo

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(2)支払い方法･費目

①概算払いの強化

～■● 補助金等に対する課題や要望 業種

1 *※ 出来る限り先払い方法を取ってほしいハ領収書ベースでの清算(払い)では資金繰りの 医薬製造

厳しいベンチャー介業はもたない(

2 ベンチャーにとって事後清算型(の資金)は､金親が高額になると初期の調達が困難な
ので､概算払い型にして欲しいo

3 ※公的な補助金や助成金の多くは､研東関発期間または年度終了晴での精算払いであり_ベンチャーにとつては研究開発期間の運転督金に困窮するO その他製造

4 ※年度末に交付される補助金が多いため､繋ぎ融資や資金力が必要となるため小さなベンチャーが補助金を受けて経営していくことが厳しいことが多い○事前に補助金が交付さ
れるなど使い勝手の良い補助金にして欲しいo

5 ;概算払いなどの制度を充実させてほしいo

6 機器類等の購入に関し､補助金等の一部前渡(例えば､採択後すぐに実行)を考慮して
欲しい○

7 ※ 年度を越えた清算払いではなく年度内の概算払いを希望するo

8 補助金等が清算払いが多く､清書払いではベンチャーの資金繰りに大いに影響が出て_事業化の加速に繋がらない場合が多いO 情報通信9 小規模開発企業の場合､開発完成後の支払案件の場合､資金繰りが難しく､盆乱支払
盤必量と感じるo

10 補助金の支払いが研究完了後の場合があるが､ベンチャー企業では､これでは資金繰
りが難しい○補助金の支払いは研究開始晴にお願いしたい○

ll 大学や研究所-の補助金については､概算払いであるにもかかわらず､企蓋に蛙塩基 技術サービス

払い(が多いよう)なので_介業も概圭払いにしてほしい○

12 補助金では自己負担分の投資が必要だが､金融機関が金を貸してくれない○

13 補助金の支払いは､企業の立替であり､キャッシュアウトフロー(資金の流出)が先とな
るため､キャッシュフロー(をプラスにすること)が困難である○

14 補助金は基本的に期間終了後に支払した領収書に照らし合わせて清算されるが､この その他サービス

期間内に銀行等からの借り入れで研究活動を回していくことが非常に難しいOしんどい

ことであるO出来れば前金で補助金を渡して欲しい○

15 研究開発型企業に対する国等の助成金のうち､成果報告が提出された後､資金が支払われるタイプ(清算払い)のものは.体力のないベンチャーは利用し難いし利用すべきで

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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②使途の自由度

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1 *※複数年対象の補助金にもかかわらず､年度を控いだ侍用ができず_不仲o使途につい 医薬製造

ても制限があり､使いづらいO出来るだけ予宴を揮い切るよう要語があL)､急患盤生じ三
吐五〇特に企業負担部分がある助成の場合は首を絞めることになっているo

2 ※試験が期をまたがってしまうと_助成金の偉い方が難しい○とくにCROの試験は長期に
なるので一期にまたがりやすいo最近は大変使いやすくなったと思う○

3 ※ 補助金の伴い方に規制が多すぎる○

4 補助金等の制度は盤1飽盤を壬豊丘きらいがあり(特に人件昔としての侍用において)､ 情報通信

弊社の事業内容を考慮するとあまり鯨jjを感じない○成果について今以上に厳しく戒め

ても構わないので.その代わりに補助金の侍轟についてはもつと自由席が欲しい○

5 補助金の使い道に制限が多いo研究していく中で_研究成里の内容により補助金の停
い道が変わっていくのが自然と思うのだが､申請時の使い方しかできないo

6 ※複数年の契約の揚合_期間内でフレキシブルに補助金を侍用させて欲しいo傾斜配分を廃止してほしいo その他製造

7 補助金等の着金の倖遠は申請晴と変化することもあるが､この変化を相談したいと思うが､初期の計画に沿った形に拘らない､柔軟な対応を希望するO初期計画が柔軟に変
更できることが認められている補助金があつてもよいo

8 ;途中での皆舎侍諭の変事右手糸轟きにより認めてほしいo

9 ※補助金の使途が開発だけというように､限定されており､実際に製品を作るためには使
用できない等の制約が無ければ_資金調達筈にも余裕が生じるo

10 研究費の細かい使途についてうるさくてたまらないoどうすれば一番事務処王甲が簡単に
済むか考えているo面倒くさい部分は自己資金でやるo

ll 単年度で使い切る形の予算執行は百害あって一利なLc

12 用途の制限が厳しくない補助金が良いと思う○最初に用途を細かく決めておかなければ その他
ならない場合､最後の最後での変更が許されないことがあるo

13※ 研究開発業務は流動的であるから_曹自問の流用をもつと緩やかにしてほしい○資金の 医薬サービス
使い方は研究者に任せるのが最も有効であるD不正予防のために補助金の使い方の
監視を強めるのは､真面目な研究者の試技とを非能率化して､全体として損であるo

14 補助金の使途に関してはもつと自由唐が欲しいし､また補助金の繰越なども認めて欲し 技術サービス

い(硬直的で変化に対応できない)o

15 補助金の使用に際して規制が穐すぎ_無駄な利用方法をとらざるを得ないことが多いo

16※ 補助金の使い勝手が悪いD

17 ベンチャー支援はありがたいが､的外れな場合が多いo最大の問題は資金利用に関する強い規制である○貴重な資金のかなりの部分が規制を満たすために無駄に使われる
ことが多いO

18 当社も補助令の存存により_研*.開発の進行は大幅に佃進されている実感があるo畳の高い特許に関しては出願や維持についても曹用を補Hlして頂けると非常に有L)難いO

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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③人件費枠の拡大

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1※情報通信関連事業はハードではなくソフトが中心であるので､研究開発書に占める人 技術
件菅の割合が大きい○そこで､補助金公募予算の人件曹比重上限を悪くしてほしい○ サービス

2※ (特にソフトウエアは殆ど人件曹なので)人件昔に活用できない補助金が多いのは問題 その他

と思うo

3 民間会社の研究開発の補助費用について､すでに雇用している従業員の人件昔につ

いての補助枠の拡大を強くお願いしたいo大学等発ベンチャーには､有用な技術を保有
しているにも関らず､経営､研究開発や営業等のすべてを､経営者らが実質的に1､2名
で行っている弊社のような会社が多いと思うo社長自らが一日の労働時間14時間～16

時間うち､経営や営業､特許等､その他の業務の傍ら､その半分以上の時間を使って 製造
開発研究を行っているのが実情であるoまた大学等の研究機関との共同研究開発を提

案する場合でも､ぎLJぎLJの人手の従業員を倖用しているため彼らを研究開発に向ける
余裕がないo

4 ※経営者を含むマネージメント層の人件費の一部も補填する措置をとるようにしていただ
きたい○

5 社内技術者の人件菅が補助対象にならない場合があるOソフトウエア開発型の研*.闇 情報通信

発は人件費がすべてであるから､この制限はなくしていただきたい○

6 ソフトウエアの研究開発にかかる開発費は大半が人件昔であり､多くの補助金は△且菅の算出方法が現実に即しておらず､実際に受け取ることができる補助金は開発書を

大き∈E国るため､補助金を受けたとしても､リスクが大きいと感じているo

7 弊社はかなりコアな部分(画像計測)の研究開発をやっているため､常に人材の確保が
難しくなっている0人材確保のための補助を考えて欲しい○

8 ※ 人件費を補助金対象経費にしていただきたいo

9 ※ ライフサイエンス系の研究聞発において最も着用がかかるところは人件費であるo研究 医薬製造

開発に係る補助金において人件費の拠出ができないものがあるが､できうるかぎり人

件責-の拠出を可能として頂きたいo

10 補助金を利用して新規の研究開発-ビジネス化をする場合､必ず人材も必要となるoA
件書に関しても_もつと柔軟に利用できる制度にしてほしいo

昨今の雇用対策も絡めた補助金にすれば､研究開発-ビジネス化のスピードアップ､プ

ラス雇用対策にも繋がるのではないかo

11※ 研究者雇用補助(給与を含む)を増やしてほしいo

12.;人件費や交通費など､Vc投資のようにもつとフレキシブルに使えるようにしてほしいo

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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③人件費枠の拡大 (続き)

No 補助金等に対する課題や要望 業種

13※補助金を利用した際に材料費や外注費は対象となったが､人件費は対象外であったo 技術
人件費も対象に含めていただきたい○ サービス

14 研究開発の補助金を獲得するには､研究開発のための人材の確保と会社から持ち出 その他製造

しされる人件菅の出昔が課頴であるo研究開発のためには､研究資材や試薬等の研究

費も重要であるが､ベンチャー会社では､人件昔の負担が事荷となって新製品の開発

旦度量になっている.
現状の補助金ではボスドクを除く従業員の人件費は外れているo人件費のみの補助

事業を提供して欲しいo

15※ 労務費を計上できなかったのが経営を圧迫したo

16※開発費に充当可能な補助金はあるものの､人件費等の固定責に充当できるものが少
なく､現状にマッチしないo

17 研究開発は地球規模での競争渦中にあるo研究開発者の人件費の全面支援､海外研
究機関企業との出張経費の全面支援を切に希望する○

18 役員でも人件費を使用できるようにして頂きたいo 医薬製造

19 個人で経営と研究を両立させようとしているが､やはり困難であるo補助金等を自分自 その他製造

身の給与に充てるようにしていただきたいo

20※ マネージメント層の人件費に使えないのが大きな問題o退職後の大学人(特任教授)は
大学から給料が出ないのに､公的資金を使えないo

21 経営者である自分が技術開発をしているが､人件費は認められないo 技術サービス
22 研究開発に関する補助金が､代表者(とくに大学退職者)の賃金を含まない場合が多いのは納得できないo諸外国では獲得した外部資金の10-20%は自由に使える資金とし

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業O

④マーケテイング活動責の支援

～■● 補助金等に対する課題や要望 業種

1 技術開発のみならず､技術を利用した事業化に向けてのテストマーケティングとしての 情報通信
言式行に対する補助金も期待したいo

2 ※補助金が､広告音信と販売を伴うものに侍用できないことが多く､企業にとつては非常 その他
にマイナスであるo 製造

印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(3)手続き

①統一的な公募情報の提供や公募の簡素化

No 補助金等に対する課題や要望 -.Lまき=

･ ※窒濫 造 莞 慧 補助金が乱立しており､情報を調べるだけで晴間がかかる∩申請が 情報通信

2 写譜 芝蒜三詫 ㍍ 要援の補助金の情報が得にくいので､ポータルサイトやメ-リン

3 ※ 公裏情報を見逃してしまうo門戸の広い企画提案型の補助金を期待している. 技術サービス
4 ※ 文科省の関連分野の補助金以外にどのような補助金があるかわからないo

5 ※申請などの簡路化ができないか.また､もう少し､補助金等にBElする全国的な情報がす
ぐにわかるホームページサイト等があればと思う○

6 ※ 補助金制度は全てe-radの中で運用されるべきであるo 医薬サービス

7 申請書式が煩雑であり､もつとシンプルな構成が良いと思う○

8 ∴とにかく申請書類等が多過ぎるので書類作成等の手間を簡略化して欲しい○申請書類 情報通信

を作るにもテクニックなどがある様で､申請書類の作成テクニックが無いと採用されない

状況があると聞いたo書類の各項目に詳細説明や記載方法を加えて頂き､書類作成等

も誰でも明確かつ簡単に作成出来るようにして欲しい○

9 新規性と事業性という相反する_矛盾する事への要求が多いo提出資料が多すぎる○

10 研究開発テーマ_ロードマップ等の早期の開示があれば､当社での研究開発に関する
事業計画などと絡めて､計画的に展開することが可能と考える○

ll 申請書類の作成や申請手続きにマンパワーをさけない〔 技術サービス

12 申請書のイ乍成が非常に煩雑で_それだけで気持ちが萎えるものはよくないO その他製造

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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②採択決定に要する期間の短縮

No 補助金等に対する課題や要望 - 業種

1 応募の期間が短く_審香.操択に期間を要し､実質研究日数が年間で6カ月程度になってしまい､充分な研究期間を確保しにくいケースが多いo その他

2 ※単年度決算は利用しにくいoまた採択の決定が遅すぎて､-年目は半年もないのが実 その他製造

情oもう少し採択時期を早くして欲しいo

3 申言責から採択までの晴間がかなりかかる為_研究開発が遅くなってしまうのでもつと早く
して欲しいo

4 採択までの期間を短くして欲しいo

5 採択までのスピードが遅いのが難点であるo その他サービス

7 一番忙しい時期に募集があるo募集期間の変事を要撃するoまた墓集期間を長くして欲 技術サービス

止｣

8 採択決定から補助金の利用ができるまでに何カ月もかかり_その間研究が進められなii(補助金を使うことができない)o採択が決定したら速やかに補助金を使って研究でき

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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③硬直的で煩雑な手続きの改善

No 補助金等に対する課題や要望 業種

1 補助金に応募したことによって､過剰な報告義務等が生じ_ベンチャーとしてのせっかく 情報通信

の機動力が生かせなくなる〈成果が出せることを前提とした補助金は無意味で､仮に成

黒を担保できるなら､ベンチャーキャピタルや投資家からの投資で十分に事業が展開で
きるoリスクの大きな(失敗する可能性がある)分野にこそ､公共系の補助金等が必要
とされているはずo

2 大学の手続きの煩わしさは依然として変わっておらず､創業期のヒューマンリソース不
足の際には､事業化のスピードを遅らせている∩

3 整えるべき書類が多すぎる○

4 ｢政治と金｣など､補助金に対する国民の目が厳しくなっていることは承知しているが､以前国の補助金を利用した際は事務作業音が多くて閉口したo補助金に関する事務的
作業量を軽減してほしい○

5 ※税金であるという認識は持っているが､経理面が煩雑で研9.をしているのか研究事務をしているのか疑問に思うことがある○ その他

6 ※ 研gt'九開発自体より_補助金等の事業宴揃二状況の証明に関わる書類作成に多くの晴間

を割かれる制唐が多いため､最近は応募する制度を｢実際に研究開発に時間を使える
制度｣に絞って応募しているo

企業等による不正な補助金等の使用があったためと思われるが､すべての企業等を-

律に｢不正をやりかねない｣との前提で制度を組み立てるのは本末転倒であると感じ
るo肝心の研究開発よりも､業務日誌の手書きに追われる制度が多いのは､如何なも
のかと思わざるを得ない○

7 研究開発には一定の自由裁量なければ結実し難い側面があると考えられるが､補助制
度によっては過度旦盈直性が感じられる○

8 ※ 計画変事の柔軟件や_報告義務などで､実際に使い難いことがある○

9 ※ 極端な話では､補助金で購入したネジを1本から管理することを求められる場合があり､
極めてナンセンス○そんな事務作業はベンチャー企業には不可能である○ 製造

10 補BJ1金100円を侍ったことを証明するのに100円かかつてしまうようなやり方を改めて_
もう少し使いやすいお金にしてほしいoたとえば､最近の部品購入のトレンドとなつてい

るオンライン購入+クレジット決済を認めるなどしてほしい(現在は銀行窓口の振り込みでないといけないといわれている)○購入した際の袋や箱を全部とつておかなければい

けないなど､管理が厳しすぎるように思うo

ll 研究開発課頴の達成よりも書類作成が負担○

12※資金力のないベンチャー企業においては研究開発に対する補助金は大変貴重であるo
ただ､間接部門が非力なので_手続きはなるべく簡略であることを希望する○

13※労務曹管理を簡素化して欲しい○
(他同様な意見として3件;その他製造2件､技術サービス1件)

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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④硬直的で煩雑な手続きの改善 (続き)

No 補助金等に対する課題や要望 業種

15;最近､助成金,補助金に採択されても､事務処理に膨大な晴間を要し_かえって_研究 技術

開発のスピードを鈍化しているような気がする○ベンチャーにとって､助成金.補助金は

ありがたい反面_足かせになりつつあるo

16*本来ベンチャー企業は企業体として整っていない部分が多く､助成金を受けた後の煩雑
な事務作業が研究開発の推進をRR害しているOそのような事案が多く見られるので､助

成金の事務処理を行う莫雷的な補助昌を助成元が派遣するなどの対策をとるのが好ましい○

17 とても有難く有意義ではあつたが､研究に従事できた晴間よりも_事務処理に書やした

日寺間の方が多くなってしまったo

大学や大企業であれば､事務処理の手続きや各種社内規定が確立されていたり担当
の職員が配置され､対応できるのであろうが､できたての弱小企業で対応するのは厳し

かつたoしかし､とても勉強になった○
そのほか､文部科学省関係の資料は､文字が多く､細かく､理解に時間がかかるoぜひ
とも､簡潔で分かりやすい資料作成をお願いしたい○ サービス

18 半年毎のレポートなどは少人数のベンチャーには負担が大きいo

19※ 各種提出資料を簡便化して欲しいo

20;事務作業量が多すぎること_自由度が少ないことが難点o

21;複雑な事務手続きやわずらわしい制約がない補助金を希望する○

22 手続きが複雑でベンチャーが研究開発以外の事務処理をするのが煩雑で大変○簡易
化を望むo(他類似の意見として他3件あり)

23 事後の報告等提出書類が多く､且つ保存期間も長い○

24※ 使途の管理が大変であるので､車用の人材をあてがわねばならない∩ 医薬サービス
25※経理の事務処理に晴間を取られすぎるので､簡単にしてほしいoまた研究開発業務は

流動的であるため､とくに日誌を義務付けるのは研究者にとって無意味である○

26 各種支援事業の履行にあたり関連事務量が多く_会社立ち上げ間もないベンチャー企業としてはかなり負荷が手く_支援規種によっては効果が損なわれる可能性がある○ その他サービス
事務の簡素化_あるいは事務着用(管理曹)の増加を期待する.

27※手続きが宴に面倒である○その面倒さを考えると､自己資金で取り組むほうが楽であ
るo(これまでも今後も補助金等の応募(の予定)はない)

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業O※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(4)評価

適性な事前評価と評価結果のフィードバック

(注)*印は現在の資本金｢1億円起｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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本章では大学等発ベンチャーの直近 1年間の財務状況と環境変化や資金の充足状況に対する意識

を業種別に分析するとともに､自由記述やインタビュー調査結果を用いて資金不足による影響や不況下

でのベンチャーの敗組を紹介する｡

10.1直近 1年間の財務状況

直近 1年間の財務状況として(》売上高､(診経常利益､③研究開発費､を調査し､図 10-1-1を作成した｡

②経常利益は､赤字企業も多いため､赤字企業の赤字幅(②-1)も示した｡なお直近 1年間とは､｢2009

年 3月 31日または直近の決算日から遡る1年分｣とし､調査したD

図 10-1-1には､医薬品関連の製造業の特徴がはっきりと現れている｡医薬品関連の製造業の(力売上

高は｢0円｣と｢1億円超｣で2極化し､②-1経常利益は赤字企業が67.3%を占め､業種の中で最も多いう

え､②-1赤字幅は｢1億円超｣が39.4%を占め､他業種に比べて赤字幅が大きい企業が多い｡なお､他

の業種は多くの場合｢300万円以内｣の赤字が主である｡また③研究開発費も､医薬品関連の製造業で

は｢1億円超｣が25.0%と他業種に比べて明らかに多い｡

4.2.3で見たように医薬品は事業化に長期間を要し､この間売上をはるかに上回る多額の研究開発投

資が必要となる｡したがって､上述の医薬品関連製造業の財務状況は､業種特性から考えて当然の結果

である｡

図 10-卜1直近 1年間の財務状況(回答分布)

(か売上高

全体(N=448)

医薬品､医療に係る

製造業(N-53)

その他製造業(N-154)

情報通信業

(N=65)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N-33)

技術に関連した

サービス業(N-99)

その他サービス業

(N-23)

その他

(N-21)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■0円 ●～1000万円 ■～3000万円 ■～1億円 ■1億円超
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②-1経常利益

全体(N=434)

医薬品､医療に係る

製造業(N=49)

その他製造業(N-149)

情報通信業

(N=64)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=31)

技術に関連した

サービス業(N-98)

その他サービス業

(N=22)

その他

(N=21)

･. 6一2% 32ー3% 5礁 %

l l l J l 2.3.03粥 ■■.7_0

67.3% ■ 2% 18.4%

l』■- ■■■■』- 1■』■- {■1

･... .5=チ% 29.5% OX

l『『- - 一■■『- t 2

46.99も la■3% 40.6% 6.

I- ■- - t

41.9% 柑肌F. 32,3% 16.1%

l←- ■→- 』- 『 1

l.. 8.2% 36.7,1

l l l

31.8% 54.5% 9.1%

l■■■ {- I

66.7% E2-Iこ8% 14 -ク!- ラ i

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■赤字 to円 ■- 1000万円 ■-3000万円 ■- 1億円 ■1億円超

②-2②-1で｢赤字｣企業の赤字幅

全体tN=231I

医薬品､医療に係る

製造業(N=33)

その他製造業(N=84)

情報通信業

(N=30)

医薬品製造､医療に係る

サービス業(N=13)

技術に関連した

サービス業(N=50)

その他サービス集

(N=7)

その他

(N=14)

■●■ニ一.. め ,.;Tp. ..i.I.7* ::1 JTjt

l→←一 - - ←

39.4% ■ E =:I .O屈 コ■ Eコ
I- - - I

=trr. zl■■ ● 1○.7%~､? }2ユt

l̀- - - ■ →←- 『- 1

20JOII .I,. iJ.端 S○.○■

3,3%】 l l l t l

L 154% 7.Jt 7_7*i ■■

I l l l l

.1一赫 -.-? 事2■■

l- - ■ l■■■■■-

l 14,3% 42,9% 1●.事■
I I- ■- ■1 l l

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ll億円超の赤字 ●一一1億円 Id～-3000万円 ■--1000万円 ■一一500万円 ■一一300万円

③研究開発費

(注)直近 1年間とは｢2009年 3月 31日または直近の決算日から遡る1年分｣として調査｡
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さらに図 10-1-2で直近 1年間の売上高､経常利益､研究開発費の業種別平均値を示した｡この結果

を見ても医薬関連の製造業の赤字の大きさと研究開発費の大きさが目立っ｡医薬関連の製造業の売上

高は平均 1億 2370万円で｢その他･不明｣に次いで高いが､経常利益は平均-2億 2720万円､研究開

発費は 1億 9170万円と突出して大きい｡

これら直近 1年間の財務データに業種の影響があるかどうか､分散分析を行ったところ､経常利益と研

究開発費では業種の影響は有意であった(経常利益 F(6,427)=8.328,pく0.001;研究開発 F(6,429)

=7.234,pく0.001 ) 0 Tukeybを用いた多重比較によれば､経常利益､研究開発費ともに｢医薬品､医療に

係る製造業｣とその他の業種の間には有意差が確認できた｡統計的に見ても､医薬品関連の製造業は明

らかに他業種に比べて経常利益は小さく､研究開発費は大きいといえる｡

図 10-1-2直近 1年間の財務状況(平均値)
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(注)直近 1年間とは｢2009年3月31日または直近の決算日から遡る1年分｣として調査｡各N数は図 10-1-1を参照のこと｡

直近 1年間の売上高､経常利益､研究開発費の前年度比での増減を調査し､直近 1年間の経常利益

の｢赤字(マイナス)｣､｢ゼロ｣､｢黒字(プラス)｣別に集計し､図 10-卜3示した｡売上高､経常利益､研究

開発費とも､前年度比で赤字企業は｢減っている｣､経常利益ゼロは｢変化なし｣､黒字企業は｢増えてい

る｣､がそれぞれ多数を占め､赤字企業は赤字のまま､黒字企業は黒字が続いており､2年間で状況は大

きく変わっていない｡

図 10-ト3直近 1年間の財務状況(前年度比での増減)
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10.2直近 1年間の環境変化に対する意識

直近 1年間(2010年 3月を起点)で環境変化を感じているかどうか意識調査した｡(∋金融機関による融

資､②金融機関､事業会社からの出資､(診株式公開､④補助金等の獲得､G)販路開拓､⑥人材確保の6

つを取り上げ､図 10-2-1に整理した｡図 10-2-卜⑦では｢非常に難しくなった｣を-2点､｢やや難しくなっ

た｣を-1点､｢変わらない｣を0点､｢やや容易になった｣を+1点｢非常に容易になった｣を+2点として業種

別の平均点を示した｡

結果を見ると､どの項目も直近 1年間と｢変わらない｣という回答が多い｡ただし､医薬関連の製造業で

は②金融機関､事業会社からの出資､(診株式公開､④補助金等の獲得､⑤販路開拓､(砂人材確保にお

いて｢非常に｣あるいは｢やや難しくなった｣とする回答を合計すると5割を超えている｡医薬関連の製造業

では特に②金融機関､事業会社からの出資(34.5%)､③株式公開(40.0%)は｢非常に難しくなった｣と

回答する企業が多い｡
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図 10-2-1直近 1年間の環境変化に対する意識

①金融機関による融資 ②金融機関､事業会社からの出資

④ 補助 金 等 の 獲得

(∋業種別の平均値

4金融 機 関 による融資 ■金融 機 関や事業会 社か らの 出脊 ■株 式公 開 ←補助金等 の 拝得 ■販 路 開拓 1-人 相確 保
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10.3現在の資金の充足状況

10.3.1企業の意識

研究開発費､設備投資資金､日常的な運転資金を必要としているかどうか､また必要としている企業は

各資金を十分確保できていると感じているかどうか調査した(凶 10-3-1)｡図 10-3-卜①を見ると､各資金

を必要としている企業は 90%を超えている｡特に研究開発費と運転資金は約 98%の企業が必要と回答

している.設備投資資金を必要としている企業は 91.5%であったが､医薬関連製造業(N=58)に限ってみ

ると､96.6%が必要と回答している｡

各資金を必要と回答した企業の資金の充足状況に対する意識を図 10-3-卜②～⑤に示す｡②は｢全く

確保できていない｣を-2点､｢あまり確保できていない｣を-1点､｢普通｣を0点､｢やや確保できている｣を

+1点｢十分確保できている｣を+2点として､業種別に平均点を求め､グラフ化したO③～G)は単純に回答

分布状況を示した｡これらを見ると､企業全体で各資金とも約半数は｢確保できていない｣と感じている｡

特に医薬関連製造業がいずれの資金も｢全く確保できていない｣とする回答が多く､なかでも④設備投資

資金は｢全く確保できていない｣企業が 32.1%と特に多い｡
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図 10-3-1現在の資金の充足状況

①必要としている企業の割合(企業全体のみ) ②業種別の平均値
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10.3.2資金不足による影響(自由記述)

研究開発費､設備投資資金､運転資金を必要とするが､｢確保できていない｣と感じている企業に対し

て､資金が確保できないことによって企業で研究開発や事業展開､資金調達等でどのような影響が起き

ているか自由記述によって回答を求めたところ､200件近い回答が寄せられた22｡さらにベンチャー活動

に関する課題や要望に関する自由記述の中にも関連する記述が複数見られた｡これらの回答をまとめた

うえで(1)市場動向､(2)社内体制-の影響と競争力低下､(3)資金調達､に区分し､さらに内容別に整

理し､次頁以降に掲載したC回答結果ごとにベンチャーの業種を明記し､現在の資本金が 1億円超の企

業に*印をつけている｡

自由記述を見渡すと､資金不足によるネガティブスパイラル(図 10-3-2)が､資本金 1億円を超える企

業も含めて研究開発に関連したベンチャー全般で起きていることがわかる｡ベンチャー経営者は資金確

保不足により会社存続のための活動に追われている｡既にリストラに踏み切っている企業も多いが､研究

開発が中断し､企業存続の危機に陥っている企業も目立っ C

では現状の危機をどのように企業は乗り越えようとしているのか｡情報通信業の企業を中心に､独自開

発の比率を減らして､受注業務を増やして｢日銭｣を稼ぐ動きが目立つ｡また自社で担当していた開発業

務を､企業や大学等に委ねるケースも増えているが､外注による技術流出という問題も起きている｡ベン

チャーキャピタル等の投資による資金の調達が難しい中で､将来-向けた研究開発のための資金として

補助金等の利用-の期待が一層高まっているが､中には採択されても自己負担分の資金を確保できず

に開発を断念するケースもある｡また製造業を中心に経営者の自己資金を事業資金に充てたり､融資-

の依存度を高めている企業も多い｡

図 10-3-2資金不足によるベンチャーのネガティブスパイラル

不況による受注の減少､資金調達困難

凸
従業員を雇用できず､新たな設備投資もできなくなる

凸
研究開発や営業体制が弱体化

凸
将来に向けた積極的な研究開発やビジネス展開(海外進出､知財確保)ができない

皿
目先の資金確保のため､すぐに収益化可能な業務に集中､あるいは金策に走る

皿
ビジネス機会が失われ､競争力低下

凸
外部信用力の低下

22 自由記述は､1社の記載であっても内容によって分割している場合もあるため､必ずしも1社 1回答とはなっていないO
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(1)市場動向

不況による売上高減少

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 不況で受託が伸び悩み○ 医薬サービス

2 リーマンシヨク以降､市場が冷え込み､売上げに影響が出ているo その他サービス

3 主力製品は引き合いは多いが､5000万円台と非常に高額のため､客先の上層部 その他製造

での承認が中々下りない事が多い○弊社が専門とする分野はテラヘルツ領域の光波長にて分光分析を行うが､テラヘルツ技術の認知度が低いことも売上に大き

i監聖していると思われる○

4 リーマン.ショックに始まった世界同時不況の波を我々ベンチヤ-ももろに受け_秦り上げの低迷_資金繰りの厳しさを味わっている○地元信金からの融資を得て_何
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(2)社内体制への影響と競争力低下

①人材不足､リストラ

NO. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 研究者の援用および研究書の不足による研究開発の遅れo管理部門の人材の 医薬製造

充実の遅れ○

*2 人昌の整理_開発に係る資金の縮小∩

3 サブプライムの頃から資金調達が難しくなり､大幅な人昌削減及び事業所移転による固定昔の削減等により事業を縮小したoまた､資金難のため研究開発が現状

ストップしている状況である○

*4 リストラを行った∩次にパイプラインの一部の開発を中断したo手元資金が不足し
たために､ライセンスの際ー足元を見られ法外に低い値段をつきつけられたoVcからは法外に低いバリュエーションでの増資を提案されたが､断らざるを得ず畳金金主
枯渇寸前までになったo

5 人材の確保ができない○開発用機器の調達ができない∩自転車操業状態になり_情報通信
将来のための圭斤技術の蓄積や､研究開発に着用_人材を投入できない(

6 研究開発要員を雇用できなくなり解雇した○
(他､類似の意見として情報通信業2件(うち､資本金1億円超1社))

7 資金の不足は､人材の採用_営業活動の活発化､研究開発の加速など事業の稽 その他製造

極的展開に対してブレーキとなっているo

(他､類似の意見として計8件;製造業4件､サービス業2件､情報通信業2件)

8*研究人材を減らした○特許の獲得を断念した0人件責を削減した

9 何もかも独りで行わなければならず､すべてに時間の余裕がなくなったo

10 固定費の圧縮のため､人員削減､役員報酬をカットした○

11*人件費を圧縮したため_自然退職者が増えー結果的に人材が流出しているo

12 人件費の水準が低くなるとー良い人材が確保出来ない等の影響が出る可能性がある○ 技術サービス
13 2008年のリーマンショックの後_売り上げが激減し､大変厳しい経営状況になつたo会社の規模を大幅に縮小して継続できたo研究開発はパート社昌の雇用など

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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②研究開発の遅れ

NO. 資金が確保できないことによる影響 業種

*1勤物言式顔及び臨床喜式顔が実施不可能となるので､事業の開発速度が大幅に遅 医薬製造

ね姐

2 高額の研究開発権菅ができないため_足踏み～亀の子スピード状態にあるQ

3 ようやく事業化が進みつつあるが_事業開発を後押しするデータ取得等の研究聞
発曹用がまかなえず､事業化のスピード感が鈍っているo

4 新サービスの霊威に晴間が掛かり_新サービスの市場投入が遅れー受注の機会 情報通信
を失っている∩

5 研究開発や事業展開の速度が_資金の不足により遅くなっている.また､産生星 その他サービス蘭をしたいが_資金の不足により_人材の確保ができない､など影響があるo

6 現在の製品の能力の向上や新しい製品のための開発が困難になるため､非常に その他製造

厳しい状況o

7 研究開発スピードが遅くなり､競合他社に遅れてしまう(他､技術関連のサービス
業1件)○

8 新たな製品開発計画が遅れている○また､最新技術の取り込みに遅れを生じている○ 技術サービス
9 製品化日程に遅れが出ている○市場-の投入時期に遅れが出ている○

(他 類似の意見として製造業1件)

*10 研究開発スピードの停滞により､技術の陳腐化が懸念されるo 医薬サービス

ll その他研究開発や商品化 販路開拓の遅れに関する指摘として計16件

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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③研究開発の中断･縮小､倒産の危機

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 研究開発の断念及び縮小を余儀なくされた○ その他製造

(他､類似の意見として計4件:製造業1件､サービス業3件(うち2件は資本金1億

円超))

2 製品化を直前にした製品も_開発資金不足により止まらざるを得ないo当底辺製品が売れないのに､金融機関や_事業会社から資金調達は無謀であるo公的資
金獲得も事業仕分けで見通しがなく､八方塞がりの状況であるo

3*研究開発の最も重要なテーマのいくつかがストップしているo

4 起業後､営業活動を進める時期にリーマンシ∃ツクが発生L 関連分野企業の活
勃起低迷し､弊社の製品を売り込めなくなってしまった○現在は､会社存続に心が
け企業活動を休止している状況にある○(製品を作つても売れないため人件費等
が捻出できないo)また､主たる大学関係者も現職教授であり教育研究に従事し
ているため､十分な営業活動ができない状況であるo

5*1年以上に渡り､研究開発がストップしているo その他
6 研究開発がほぼ停止しているo給料が払えないO事業所を移転した.

7 テーマによっては､全く研究が進んでいない○ 技術サービス
8 日常業務にまで支障が出ているD

*9 資金調達が遅れているため_研究テーマの絞込み_人昌削減_スケジュールの遅 医薬製造

也等が発生している○このままでは年内に解散に追い込まれる恐れも出てきている○

*10 開発をあと-歩進められれば事業化成功に結びつくのであるが､資金調達が困難で先が胃_えない状況であるo事業計画どおりの聞発進椿があつても_計画通り
の資金が導入できていない∩ここしばらくが正念場である○

ll このままで行くと2010年6月に資金がショートし倒産するo 情報通信
(他､倒産の危機を指摘する意見として計2件;サービス業1件､製造業1件)

12 研究開発が継続できず､会社は凍結状態になったo 医薬サービス

(他､類似の意見として計3件;サービス業2件､製造業1件)

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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④マーケテイング､営業活動の弱体化

No. 資金が確保できないことによる影響 ■ 業種

1 売上確保のための販売活動､特に販路開拓活動が十分に出来ない○(出張旅 その他製造

糞､広告宣伝費等の不足)
(他､類似の意見として計4件;製造業1件､情報通信業3件)

2 研究開発､営業活動とも十分とはいえない○(他 類似の意見としてサービス業2
件)

3 販路開拓や営業展開の拡大等ができない状況であり､結果､効果的に事業化の促進を図れないo独自の製品サービスのための研究開発が十分できないためー 情報通信売上増を図れない∩

4 営業外活動に晴間を取られ_営業活動に裂く晴間が確保できないo

5 資金不足-商品開発.販売力欠如-販売不振-資金不足の悪循環○大学の 技術サービス
シーズと企業のニーズのギャップが大きいので､事業化には豊富な資金と長期間

⑤ビジネス機会の喪失

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 マーケットインの時期が遅れてくる○ 医薬製造

2 資金不足による新製品開発の遅延によるビジネスチャンス喪失o

3 必要なタイミングで資金投下ができずに､機会を逸している○ その他

4 新しい事業に向かう事が出来ない○ビジネスチャンスを逃がしている 情報通信

5 開発に必要な装置購入が遅れていく○これによりビジネスチャンスを延してしまう○ その他
結果的に事業資金.運転資金の心配が出てくる○ 製造

6 顧客のニーズにスピード感を括って対応できず_商機を逃した経験があるo 技術サービス
7 経済環境の影響と思われるが､介蓋全休が新規事業開拓.事業化に憧事になっており､ベンチャーの新技術を活用したビジネスを展開する機運が乏しく感じられ
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⑥短期志向のビジネス

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 短期収益化志向の強いVCや事業会社からの資金調達に対しては短期の技術開発に特化せざるを得ず_大学発の新技術を大きく育てる中期的な技術開発に支障 その他製造

を来している○

2 資金不足に悩んではいるが､その原因は資金E]収の見込みがある製品を見出せ王辿 ることである○当面は､(自己)投資的な研究開発は抑制し､スピードは遅く

なるが､受注ベースの製品開発で技術を蓄積しているo

3 思い切った商品の開発ができない

4 資金の確保がすべてに優先されるため､資金不足により研究開発が遅延し､事業 情報通信

展開も遅延している∩

5 当社の事業目的は､様々なアイディアを具現化し､自社サービスとして展開してい

くことであるOにも関わらず､資金(人件曹)確保のために受託開発の比率を増やさざるを得ず_未来の目指す方向への投資が行えずにいる∩

6 開発資金が確保できないことにより､資金確保のため_開発とは無関係な仕事を受託し_研究者に従事させているoそのため､開発スピードが非常に遅くー予定の
何倍もかかっている(

7 自社の製品開発に重点を置きたかつたが_資金確保が充分でなく､目先の利益が得られる受託開発の受注を並行して引き受けざるを得なかったoこのため､製
品開発の速度が鈍化したo

8 運転資金を用立てるために研究開発を後回しにする必要がでてきた○

9 研究開発以外の部分(受注業務等)での作業を増やして､回転資金を捻出せざる互箆生むことと､研究者以外の人昌の削減○しかし､全体的な不況のため､孟吐息
う作業もかなり減っている○

10 本来のやりたいことではなくて､直近ですぐに売上になることに晴間を侍ってしま
皇L(他､類似の意見としてサービス業l件)

ll 単価の低い仕事の割合が大きい○

12 資金確保のための仕事を優先せざるを得ないため､創業時の理念に陰りを感じ 医薬サービス

るo

13 新しいニーズに基づく商品開発ができないo
(他､類似の意見としてサービス業1件)

14 現業に追われ技術開発が後回しになっている.市場を先取りするためにはl技術 技術サービス

開発が最優先だが_日常的な金回りをよくする仕事が優先している○

15 中長期成長に必要な(新規)投資ができていないo
(他､類似の意見として計3件;サービス業2件､その他業種1件)
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⑦設備投資が困難

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 製i告工場の拡張が出来ず_製E,E]E.の大量(中量)生産に至らず_製品の価格が下 その他製造

ずられない∩雇百客からの苦情､競争力の低下となっている○

(他類似の意見として､製造業1件)

2 製造設備ができないため､望む姿の製品を製作できないことがあるo

*3 機材.設備の購入が滞っているので､製品開発が遅れているo
(他､類似の意見として製造業1件)

4 研究開発や製造に必要な装置の導入が出来ない∩製造に必要な原料の調達が
出産生山 _給料の支払いなどに苦労している.

*5 研究開発の速度が低下する○現時点で当社の研究課題は世界1の性能(を出す 技術サービス

ことにある)と思われるoしかし､実機による検証を実施する際に､表面の素材が
異なる試作機を複数台製作して検証する方が有効な場合において､重量金盟底
でー1台の試作機を複数回加工して異なる裏面処理をして検証する方法を採用せ

さる重畳生む○

6 高価な機材を購入してきたため_原価僧ir]菅が毎年500万円程度になってい
る〇二九が赤字の原EE)で_ここ2年ほどはできるだけ高価な機器の購入を控えて

立上る○
しかし､昨年は大きく赤字になり､今年も若干赤字だと思われる○

7 最新の設備が導入できず､旧式の設備をごまかしながら使用しているo 情報通信

*8設備投資へ資金がまわせない○ 医薬サービス

9 資金不足で機械の開発.改良にも大変困窮している○ その他サービス

10 家賃の安いオフィスへの移転○ 情報通信
ll 広い事業展開のスペースを獲得できない○

12 本社移転､業務縮小 医薬サービス

13 自己資金により設立した企業なので､レンタルラボの賃貸料(補助金はある 医薬製造

が)_設備投資などで_資金が減ったo

体制が整ったにもかかわらず､賃貸料のあまりかからないスペースを探してい
るoしかし､一般の企業のように､場所を自由に選べないという問題があるo

14 弊社は自社ラボを右していないため_大学との共同研究契約を結び_社員を出
向させている∩

設備投資資金が確保できない限り自社ラボを整備できないため､研究開発にお

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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⑧知財の弱体化

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 特許出願やライセンス供与-の対応が限定されるo その他製造

2 産業財産権の放棄や譲渡をせざるを得ない状況になったo 医薬製造

*3 人材確保や特許出願などを予定通り積極的にすすめられない○オフィス拡張も延 技術
ALT=o サービス

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡

⑨海外展開が困難､国際競争力低下

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

*1海外展開ができない(中断している) 医薬製造

2 ライフサイエンスであって事業相手が製薬企業である場合_事業を開始するため
の技術審香が精密に行われるが_ベンチヤ-は胃て欲しい宴ffF妻妾を合理的に

選択+集中して研究する程の(最低限の)資金+ヒトしかないoこれは世界共通ではあるものの､競争相手となる欧米のベンチャーとの資金力の差が_莫証内容の
差や交渉力の差となって現われる○

3 当社は映像編集システムの実用化研究開発を実施してきた02000-2005年にか 技術サービス

ナて､業界が中国_インド等の低コスト国に流出したため_顧客を失ってしまった∩

こうした事態を受けて､新規の開発実用化研究資金が確保できないため_開発が完全上⊆庄止してしまったo
当初､4000万円の売上げがゼロになり､研究成果を販売することを断念して請

負仕事に精を出す破E]になってしまった0台湾､韓国､中国が国策として日本の
技術を取り込もうとしていることにも危機意識が必要である○

4 研究開発及び計画した事業展開を莫行する人材が不足しており､計画の進捗速 その他製造

W o
従業昌を雇うだけの資金がないため_売上増に繋がる研究開発及び事業展開

が難しくなっている○そのため資金調達も難しくなり､負のスパイラルになってい
る○現状では技術開発で工夫しつつ_また他の研究機関の力を借り新製品の関
発に繋げているが､残念ながら進捗速度が遅い○

現在の製品に加えて新製品があれば､海外への事業展開で競争力が生まれる 且

5 特定の業種.業界においては､不況の影響で体力を落とし､また､新興著しいアジ
ア諸国の追い上げもあり.国際的に見て日太のものづくり力は衰退しているように

思三〇今後､日本のものづくり再興は大手企業ではなく､優秀なベンチャー企業群
をいかに育成し､輩出していくかによると思う○国策として､是非､ものづくりベン

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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⑩その他ビジネスへの影響

No. 資金が確保できないことによる影響 -業種

1 例えば､商品製造するとき､曹金不足からロット数が小さくなり.割高な商品となり_収益の低下に影響している. その他

2 (医療機器販売に係る)許認可にかかる経書捻出に支障をきたしているo 医薬製造

3 病病連携､病診連携等システムやセキュリティの確保の仕組みなどの厚生労働 その他
省の新たなガイドラインに対する適合が国難になるo サービス

4 業務内容の抜本的な変事が生じている○すなわち現地での調査や報告書制作に 技術サービス
不可欠な旅費､人件費などが確保できないため､それらを必要としないインター

ネットでの事業展開に切り替えることにした○

(3)資金調達

(彰資金調達に忙殺され､研究開発に集中できない

NO. 資金が確保できないことによる影響 業種

*1 投資による資金が見込めないため､研究開発や事業展開自体が_資金確保のた その他

めの行動になっている∩弊社で､メインとしている再生医療事業には､多額の重用が必要なため計画の見直しが必須になっている∩

*2 資金調達に晴間を割かれ､本来行うべき研究開発活動にかけられる晴間が減少 その他製造

しているo(他､類似の意見としてサービス業1件)

*3 増資資金を過去3年間の研究開発への投資により食い潰し_大幅な累積損を抱
え_金融機関からの運転資金導入に支障を来している.

4 問題解決に時間を要し､晴間を要した分固定費が膨らみ､根太的な間諜解決が図れないまま資金不足に陥っている(

5 研究に充当すべき人材と時間を売上のための活動に充てている

6 研究開発の遅れ_事業展開の遅れ_それらを含んだ計画修正が必要となった.ま
た､曹金調達に経営者が車念しなければならない状況はー場合によっては企業活

動の著しい質の低下を招く∩当社ではこれを回避するため.株主企業から経営者および資金援助を求めて対策をとっている∩

*7 資金調達に要する晴間が多くなり､本来の仕事にかける晴間が減っているoベン
チャーをもつと支援する社会的枠組み､風土の醸成が望まれるo

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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②銀行融資の利用

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 研究開発計画が遅滞することにより事業化スケジュールも遅れ_結果的に資金循 その他製

堤が好転せず_金融機関の融資等への依存度が高まる○

*2 従来は増資で得た出資金で無借金経営していたが､現預金に余裕がなくなって
きており_銀行からの融資を仰いだ○

*3 出資可能なベンチャーキャピタルの数が楠端に減った○また､日本国内において直接金融での資金調達は不可能に近い状態である○
今までの実績(売り上げと利益)から､研究開発を進めてきたベンチャーにとって

は_間接金融の融資も難しい○

4 企業自体の存続が危うい○ハイリスクのベンチャー企業であることを自覚している
ので､投資等のリスクマネーを獲得したいが_実現できていない○結果､銀行等からの融資がメインになるが､売上に対して負債が過剰となり追加融資は困難な状
況となっている○

ただし､公的金融機関､信用保証協会の対応は真筆であり､非常に感謝してい 追
る.問題はVCを筆頭とする投資家である○現状､急場を凌ぐために､金1蓋畳値△
が会社に貸し付けも行っているが､既にそれも限界に近づきつつあるo

5 近親者から融資を受け現在は凌いでいるが､近々大型の融資に向けて意欲的に
計画を進めようとしているo

6 研究開発費の確保と､この事業展開用の資金確保が大変であるo今まで鑑正金
らの借入金は0であつたが_今後は借りなければならないと考えている○

7 実際問題､資金確保が厳しい現状で､研究開発費､事業拡大等にかなりの支障
が出ている○このままの状況が続くと､資金ショートを起こしかねず､地元の信用金
庫にお願いして､融資の道を切り開いた∩従い､現状､資金ショートは何とか免れ
ているがtこの状態が続けば_かなり深刻になる∩

8 日常的な運転資金が確保できないために､個人(経営者)からの借入金に頼らざ
るを得なくなっている○(他､類似の意見としてサービス業3件)

9 経営者の私財を担保にして､金融機関から融資をうけた○さらに経営者のポケット 医薬サービスマネーで不足分をカバーしたoこの時がわが社の危機的な時期で､全点皇盤崖.
し_半年後に新たなメンバーで立ち直った(

10 大学での研究成果を基に商品開発まではスム-ズであった.その後､上と=三と その他サービスシ∃ツクの影響もあり_販売先の開拓に思わぬ苦戦し､販売促進費を調達するため､銀行から借入をした∩今後､売上回収に時間を要するのであれば増資による

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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③自己資金による補てん･資本の減少

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 今年予定している製品の量産化に要する金型製作の資金に自己資金を充てることになるので経済的に苦しい○ 情報通信莱

2 自己資金を削って赤字を埋め合わせている.研究開発菅､外国特許出願着用が その他製
不足しているため_十分な活動ができない∩ 追

3 借り入れが出来ないため､個人の資金で運営せざるを得ない○その為､ム性豊里 技術サービス

確保等が大変難しいハ将来のための開発に回す資金が足りない∩

4 資本金の目減りo

5 個人的な資金に頼っているので長くは続かないと考えているo

④補助金等の利用

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 補助金を活用できなければ_研究開発を進められない(他類似の意見として 業種不明

サービス業1件)○

日常的な運転資金が確保できないため､自転車操業になり､守りの経営しかで

きず､攻めの戦略が打てない(倒産一歩手前で踏ん張っている状況が常に続い

ている○

2 助成金等の獲得が難しいため_思うような規模の研究開発ができないハ 医薬製造

3 国の委託開発事業費の獲得等が困難になり､亭なるサービス向上(高品質､低 その他
価格､短工期､高付加価値化等)を梱った研究開発活動が遅延しているo サービス

4 国の助成事業に認定されても.(負担分の)資金確保ができないために開発を断 医薬サービス念せざるを得なかったハ

5 販売売上高を上げないと_研究開発ばかりやつていると運転資金がどんどん少 その他製造

a
国からの補助金もあるが､多くの場合､補助は研究開発資金の2/3であり､ま

た研究開発が完了してからしか受け取れない∩その間の金融機関からの資金融
資もふくらんでいる∩

いずれにしても､2年くらいの期間で資金回収しなければ零細ベンチャー企業は

非常に危険○

6 幸いにして自治体の新製品の開発助成事業の支援を受け､装置を1000万円の開発予算で商品化するEj処が立つたが､もしこの助成がなければ商品化は不可 技術サービス
盤であったo
運転資金はベンチャーの参加メンバーがボランタリー精神で当面やりくりする

が､早期に売上を伸ばすためにはやはり商品(物)を売らなければならないo
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(4)資金不足への対応策

企業や大学等との連携

No. 資金が確保できないことによる影響 業種

1 基本部分の試作ができないためにー外注(国内.海外)を利用するが_交渉晴 技術サービス

闇.技術レベルや能力不足により外注の失敗が多数発生o納期遅れ､品質レベ

ル不足ほかロスばかり出たり､再試作の晴間や曹用がダブルにかかるうえ_イ言用の低下を招き大変困っている○
更に､(外注先に)技術ノウハウを教えないと加工できないから､技術の流出が

あって_自ら特許を公開してるような状況になる○カスタマーのプライバシーも守り

に出土_ロスばかりで､自分のR&Dまで影響が出るo信用の失墜と資金繰りの悪
化など運営が難しくなるo何とか､これを打破したいと思っているo

2 資金確保できないときは､外注費を削減し､人件書の圧縮を行うなどの措置をした○よって､研究開発Ej標を達成するまでに従来よりも晴間がかかり_受注も'少な

く左2たことがある.

3 前年の大不況によって､昨年は一時的に企業からの受託研究書が大幅に減つ その他製造

たoしかし､本年はパートナー介業の業緒の画復により我が社への研究書は戻り
⊇⊇あるo

4 自社での量産商品化は非常に国難なため､量産メーカーへのライセンス方式を検
討中○

5 他社との共同での研究開発が進めにくくなっているo

6 他社との共同開発が景気に左右されて不安定○

*7 自社で積極的に事業展開を行うのが困難である○独自研究開発を行えず_外部から受託するため知財が流出する○また､プロモーションや販路拡大も協力会社に
依存しているo

8 協力会社の庇護を受けながら_研究開発_資金調達している 計3件
(製造業2件_サービス業1件)

9 とりあえず現在は研究開発は基となった大学等に任せている○ その他製造
10 独自の研究開発は難しく.大学の関連する研究センターと協定を締結して､研究

(注)*Er]は現在の資本金｢1億円超｣の企業C
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10.3.3不況下での具体的なベンチャーの取組(インタビュー)

インタビューからも大学等発ベンチャーが不況に直面し苦しい状況に置かれていることがわか

った｡ただし､苦しい環境下でベンチャーの経営者らは様々な対策を講じるなどして､危機を回避

していた｡以下では4つの事例を紹介する｡

(1)中古施設･設備の利用で設備投資を抑えつつ､銀行融資も利用:(秩)メムス･コア

メムス･コアは東北大学発ベンチャーで､国内で唯一 MEMSの設計､開発及び試作､製造を行うベン

チャー(2001年 12月設立)で､半導体不況の影響を強く受けた｡同社社長の本間孝治(ほんまこうじ)氏

は大手メーカーの中央研究所での半導体開発の経験を持ち､自ら20社以上の中小企業を興し､同社に

加えて､複数の企業経営を並行している｡

メムス･コアでは順調に売上を伸ばし黒字転換した頃にリーマンショック(2008年 9月)の影響を受けた｡

受注が激減し､半年間ほど売上の 8割減の状態が続いた｡受注の減少は予想を上回るものであった｡

2010年になって受注が回復してきたが､1件当たりの受注額が下がっている状況である｡同社はこれまで

中古の工場や機械を買い取って､これらを加工して再利用し研究開発費を抑えてきたが､受注の激減に

より資金ショートの恐れがあった｡そこで､同社では､これまで利用を避けてきた銀行融資を利用して､当

面の資金難を乗り越えることとした｡この融資は日本政策金融公庫(仙台支店)による｢新事業育成資金｣

(2010年 7月融資額:1億円)で､業績連動型金利と､成功払い型融資を組み合わせた新しい融資制度

である23｡

(2)パイプラインの絞り込みと大幅なリストラ:アキュメンバイオファーマ(秩)

アキュメンバイオファーマ(アキュメン社)は､鍵本忠尚(かぎもとただひさ)氏が九州大学医学部の研修

医(MD)を経て2005年 4月に立ち上げた眼科領域の医薬品開発を目指すベンチャーである｡鍵本氏は

1976年生まれの34歳である｡

アキュメン社も不況の影響を直接受けた｡アキュメン社が起業した 2005年はVCからの資金調達が比

較的容易であったが､2006年頃には日本の投資環境が悪化するようになった｡そこで鍵本氏は同社のパ

イプラインを4つから1つに絞り込み､残り3つは凍結させた｡絞り込んだパイプラインは2006年 12月に

米国 FDAから臨床試験の第Ⅲ相の実施の許可が出て､当時最も事業化が早いと判断された｢手術用染

色剤｣のパイプラインであった｡加えて同社は大幅なリストラを断行し､従業員を30名から3名-と削減し

た｡その結果､同社は2009年 9月には眼科手術用染色剤で競合であるオランダのドルク社と共同開発･

販売で提携し､2010年 9月には欧州全土での染色剤の販売に至った｡

(3)大企業から流出した優秀な人材を一気に確保:エIJ-パワー(樵)

一方､不況によって人材雇用面でよい影響が現れている事例もあった｡エ リーパワーは電力貯

蔵用の大型 リチウムイオン電池の量産と低価格化による普及を目指す､慶鷹義塾大学発ベンチャ

ーである｡同社は大手都市銀行の副頭取の経験のある吉田博一 (よしだひろいち)氏が母校の慶

鷹義塾大学政策 ･メディア研究科の教授時代に起業 した｡同社は不況を感 じさせない異色のベン

ごう無担保･無保証人､融資期間15年の期限-一括償還型で､融資後 1年ごとに直近決算の成功度合いに応じた利率が適用されるほか､

融資後2年間は､利率を低利にとどめることで当面の金利負担を低減し､3年 目以降の利率を､売上増加率(成功度合い)に応じた利率が

設定される｡

138



チャーである.同社はこれまでに複数の大手事業会社を中心に約 130億円の資金を調達しており､

2010年 4月には川崎市に大規模な完全自動化の電池工場を竣工した｡同社は急速な事業拡大に伴い

大規模に従業員を増員させ､2009年から2010年にかけて約 80名従業員を増員した｡新規雇用従業

員の3分の2は技術者で多くは大企業出身である｡リーマンショックの直後に大幅に増員したため､

同社では従来獲得が困難であった優秀な人材を大企業からタイミングよく確保できた｡同社は今後数年

で 300名程度の従業員増加を目指している｡

(4)同業での経験豊富な経営者が就任後､事業改革に着手し､体制改善:ヒューマン･メタボロー

ム･テクノロジーズ(樵)

ヒューマン･メタボローム･テクノロジーズ(HMT社)は､慶鷹義塾大学先端生命科学研究所(山形県鶴

岡市)の曽我助教授(当時;現在同大学教授)の開発した CE-MS法によるメタボローム技術を基に 2003

年に設立された｡2008年 2月に管野隆二(かんのりゆうじ)氏が同社社長に就任するまでは､実質的に

は専任の社長は不在であった｡曽我教授はもともと横河電機のエンジニアで､元上司であった管野

氏に社長就任を度々要請し､管野氏が HMT社の社長に就任することとなった｡管野氏は横河電機の関

連企業で社長を務め､日本で開発した分析機器を世界シェアN0.1にした経験もあった｡

管野氏が社長に就任する以前は､HMT社ではバイオマーカーの探索などの大企業との共同研究開

発プロジェクトだけを行っていた｡これらのプロジェクトでの契約単価は数千万円と高いものの､継続性は

期待できなかった｡また同社では収入を上回る研究開発投資をしていて､各研究者がバラバラに自由に

開発していた｡さらに管野氏が社長に就任した2008年当時はバイオベンチャーの投資獲得が難しくなっ

ており､HMT社も従来通りに事業を継続していては存続が危うかった｡菅野氏は社長就任後､低コスト､

高品質のメタボロームの受託解析事業を開始し､財務基盤の安定化を図ることとした｡その結果､受託解

析事業によって受注件数が大幅に伸び､これに伴い売上高も増加し､継続的な収益源を確保できるよう

になった｡現在は受託解析事業で得た資金をバイオマーカー探索に回し､将来核となる事業を育成して

いるところである｡

上記の4事例で共通する点は不況下において経営者が自社の置かれた環境を冷静に分析し､

危機的な状況に陥る前に､速やかに危機を回避する方策を取っている点である｡経営者のマネジメント

能力がベンチャーのその後の事業展開を決定づけていた｡
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本章では大学等発ベンチャーの課題 と将来展望について意識調査の結果を業種別に分析すると

ともに自由記述に記載されたベンチャー活動に関する課題や要望等も紹介する｡

ll.1課題

ll.1.1意識調査

大学等発ベンチャーの課題(上位 3つまで)を調査した｡1位 3点､2位 2点､3位 1点として点数をつ

け､業種別に平均点を算出し､図 11-卜1を作成し､全回答企業での平均点の高い順に左から項目を並

べた｡

図 11-1-1を見ると､業種全体では｢販路･市場の開拓｣､｢収益確保｣､｢資金調達(研究開発資金)｣､

｢資金調達(人件費)｣の順に大きな課題となっている｡ただし､医薬関連の製造業では他業種と異なり､

販路の開拓や収益確保よりも｢資金調達(研究開発資金､人件費とも)｣が際立って大きな課題となってい

る｡4.2.3で見たように医薬品関連の製造業では､事業化に時間がかかることから､製品の開発途上にあ

る企業が比較的多いと考えられる｡そのため､製品の具体的な販路開拓､収益確保というよりも､それ以

前の事業化に向けた研究開発資金が現在特に必要とされていると考えられる｡

また｢人材の確保｣は多くの業種で際立って大きな課題とはなっていないが､情報通信業では販路開拓､

収益確保に次いで大きな課題となっている｡

図 1ト1-1 課題(上位 3項目:業種別)
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(注)1位 3点､2位 2点､3位 1点として､業種別に平均点を算出｡項目の順は業種全体で見て平均点の大きい順｡
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ll.1.2 自由記述から見る具体的な課題や要望等

ベンチャーに関する課題や要望等を自由記述するよう求めたところ､多くの意見が寄せられた｡

次頁以降で紹介する24｡自由記述の内容は(1)業種や分野別の課題や要望､(2)販路開拓､(3)収益

確保､(4)資金調達､(5)税制､(6)人材､(7)大学等と関連した課題や要望等､(8)大企業との連携､

(9)その他の課題や要望､に整理した｡｢大学等と関連した課題･要望等｣ではベンチャーの母体となった

関連大学の分類も記載した｡それぞれの回答にベンチャーの業種を記載し､現在の資本金が 1億円超

の企業に*印を､直近 1年間の研究開発費が 1000万円以上の企業に※印をつけている｡

自由記述のベンチャーの課題や要望の中には (1)業種や科学技術分野特有の指摘が多く含ま

れている｡例えば､医薬関連のベンチャーでは事業化のための製品開発に長い期間を要し､また

多額の資金も必要となるものの､こうした研究資金の確保が難しいこと､加えて日本の医薬品や

医療機器の許認可体制が事業化を遅らせる要因となっているいった指摘がある｡製造業関連のベ

ンチャーでも設備投資や量産化のためのまとまった資金が獲得 しづらいと意識されている｡一方､

情報通信関連ベンチャ-は､受託開発が中心となりがちで独自製品やサービスによる収益確保や

販路開拓が難 しいため､成長が困難であること､またソフ トウェアは製品サイクルの寿命が短い

といった問題が指摘された｡

意識調査で大きな課題 となっていた ｢(2)販路開拓｣､｢(3)収益確保｣､｢(4)資金調達｣に

関しては､自由記述でも多くの指摘があった｡例えば専門の営業人材を雇用できないこと､販売

実績がないために販路開拓が難しいとい う指摘があった｡自由記述からは不況によってますます

ベンチャーの販路開拓は厳 しくなっていることが読み取れる｡そのため政府調達-のベンチャーの

期待は大きいが､ベンチャーは入札-の障壁を感じている25｡

(5)税制については､投資家に対するエンジェル税制だけでなく､ベンチャー企業-の税制優遇措置､

またベンチャーの製品を購入した企業に対する優遇措置の必要性も指摘されている｡

(6)人材については､大学等の教員がベンチャーの経営を担うことに対して限界を感じる意見や経営

スキルを持った人材を確保､育成することで､収益確保､販路開拓､資金調達につなげたいとする意見が

あった｡さらにベンチャーで学生を活用することのメリットと課題も指摘されている｡

(7)大学等と関連した課題や要望等では､インキュベーション施設-の入居期間の延長や賃料の引き

下げを求める意見や､大学等による支援の差やベンチャー支援の弱まりを感じるといった意見､ベンチャ

ーと大学等の活動をどのように切り分け､どう距離を置くべきか苦慮する意見､専門的なアドバイスを受け

たいが大学等には専門人材がいないといった意見があった｡

(8)大企業との連携に関しては､大企業と補完的な関係構築を希望する意見があった｡

(9)その他の課題や要望としては､起業時だけでなくその後の成長支援を求める意見､失敗を生かす

仕組みやベンチャーが社会的に信用される仕組みの構築を求める意見があった｡

24本文中に掲載されていない自由記述は参考資料にも掲載 している｡

25すでに中小企業庁では日本版 SBIRに指定された補助金等に採択された企業に対しては､一定の技術力があるとみなして入札の参加

機会を広げるようになっている｡しかしながら､本制度は実際に入札に参加したいと思うベンチャーにはうまく活用されていない可能性があ

る｡
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(1)業種や分野別の課題や要望

①医薬関連

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 バイオ系ベンチャーは､研究開発期間が長く_ラボの長期的な維持一研究開発資金の 技術確保等に苦労しており､VC等の投資が促進されることが望まれるo産業革新機構等
バイオ系のベンチャーを支援する制度がなくなれば､今までの投資が無駄になる可能 サービス
性が書く_今後も継続的な競争的研究資金のサポート体制が必要と思われるo

2 .; 新しいコンセプトの医薬開発はハイリスクハイリターンであり､大手企業は成功確度 医薬製造

の高いものからランク付けをしてプロダクトラインを形成させる○ベンチャー企業はまさ
ここの新薬開発に挑戦する役割を担っているo米国においては1500社のバイオテク
企業が存在して大手企業との｢すみわけ｣を社会構造上明確にしているo
創薬事業は長い晴間を要するためにこれを許容するリスクマネーが欲しいoそのた

め､産業革新機構に期待している○

3 医療分野では､国内で起業するとドラッグラグとデバイスラグ(海外で開発承認された医薬品や医療機器が日本で承認され使用されるまでの時間差)だけでベンチャーは
立ち行かなくなるo

4 ※ どんな企業でも設立することは簡単だが､維持することは難しい○特にライフサイエン

ス分野の企業はキヤ､ソシユフローが黒字化するのに楠めて長期間要することから､な

かなか収益体制を維持できる企業は少ないo
ライフサイエンス業界において､日本は世界と比較して優れた技術や基礎研究があ

るが､事業化に成功しているところは厳密には1社もなく､これが投資環境の悪化､人
材の流動性の無さ_経営人材の枯渇に結びついているのではないかと思うo
日本において1社でも､中堅の製薬企業並みの企業を作ることで､バイオベンチャー

が活性化するサイクルが確立できれば､日本のバイオが世界と勝負できるようになる
のではと思う○

5 創薬ベンチャーの研究期間は15年～20年かかるoこのことを理解したVCが必要o現
状のVCの対応は厳しいものがあるo

6 ※公的資金による投資を(さらに)検討してほしいo医薬品の開発には大きな資金が必
要とされるが､公的資金による投資で事業が進展すれば､新しい治療薬による恩恵を

国民が受けることになるので公的資金による事業展開の促進は納税者の利益にもなるo

7 医療機器を扱う弊社にとって厚生労働省の認可は必須事項であるo許認可を欧米並
みのスピードをもって処理してほしい∩

8 芸薬事承認や届出を必要とする製品のうち､都道府県(薬務課)が窓口になるものに関 その他製造

し､地域による対応の差が大きすぎる∩ある地域では受理されるものが､他では｢薬事

法上認められない製品である｣と判断されて受理されない届出が実際にあるo薬事行
政は厚生労働省の管轄ではあるが､国全体としてベンチャー企業育成を図るため府

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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①医薬関連 (続き)

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

9 遺伝子解析に関わる研究開発の進展は遅い(タイミングのずれを感じている○厚生労 医薬
働省の対応に期待したいo サービス

10※ 開発テーマはあるが､自社を取り巻く環境(資金不足､人材不足)で研究開発新製品 医薬製造

投入が遅れるo販路獲得に厳しいものがあるo

薬事法などの産業障壁があり､想定外の部分で苦労している○医療機器の開発は､
認定を受けてはじめて完成である○これまで薬事にかかわる支援は(特に受けて)な

く､認可までの時間と資金に困窮した○

ll; バイオテク企業は吉薬価取得ー臨床開発費用軽減のためー欧米での開発を余儀なく

され三上1る○
PMDA(医薬品医療機器総合機構)相談費用を低減するか､補助金の対象として欲

しいo希少疾病用医薬品の補助金を申請後および再審査期間中の必要経費にも適応
してほしい○新薬の場合は_特に治験相談での踏み込んだ精極的指導が望まれる(

同様に製造販売承認申請後相談への積極的対応も望まれる○希少疾病用医薬品

指定､優先対面助言指定､優先審査､迅速審査指定の(回答)期限を設定してほしい○
薬価制度も見直ししてほしい○イノベ-テイブ医薬品の新評価法を導入してほしいo

難治性疾患､希少疾病医薬品の対象患者の医療費大幅助成を期待するo海外でのコ

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡

②医薬以外のバイオテクノロジー

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 _二王Eこ

1 ※ ライフサイエンス系ではL創薬にのみ重点が置かれている0割薬ビジネスは-柱千金を求める投資家からの資金調達で充分ではないかoむしろ､創薬でない分野､特に製 情報通信
品開発への支援にシフトすべきである○

2 ※ 弊社が所有する植物系バイオの技術は国外大手企業では関心も高く､大規模アライアンスの直前まで進んだ案件があつたがリーマンショックで振り出しに戻っており､現 その他製造

在米国大手企業との案件が進んでいるo植物バイオは_商品化まで大変長い時間が必圭であり､それに耐えうる企業は残念ながら日本では殆ど存在しないため､革新的
技術であつても相手にするのは海外企業になってしまい､残念な状況にあるo

植物バイオは､日本の大企業さえ殆どが撤退しており､不況やベンチャーが開発を

継続するのは並大抵ではないo国を挙げて推進する覚悟がなければ国際競争から取

旦盈されるであろうoこのままだと将来的には基本技術の国外-の流出に留まらず､

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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③製造業関連

LIL+ ベンチャー活動1=関する課題や要望等 業種

1 ものつくり型ベンチャーとしては､最新機器を導入するために_まとまった資金が必要と その他製造

なるo補助金があれば助かるが､なかなか採択されないo

2.;経験的に､ものつくりベンチャーとして_最低5億円弓毛の手持ち資金は必要であるo

3 ※これまで試作開発は補助金でまかなえたが､今後の事業化資金に対しては量産比企投資ができないこと(が課題)o資金力のあるメーカーとのコラボレーション実現が最重

要課題o

4 ※最近は短期事業化を判断基準にするVCが多く､研究投資が大きく､期間も長くかかる新材料開発などへの投資は極めて困難になっているo特に､先端性の高い材料系
(先端的もの作り系)の大学発VBは厳しいo

5※弊社の事業である半導体関連分野は_今後の産業パラダイムの源泉になっており､ 技術サービス

海外ではこれを見抜きー早く量産部分を取り込もうと､既に多大な先行投資をしてい
る0日本は何をするにも､時間がかかるためどうにもならないo弊社は生き残りのため
こ_海外に行くしか手がない.既に何度も海外との提携の話があるので_歓迎される

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業o※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡

④情報通信

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 売上や利益における成長率が思うように上がらず､苦慮することがあるoまた､自社技 情報通信

術による受託開発が売上の多くを占めているが_製品やソフトウエアサービスによる亮
上が少なく､販路開拓に高いハードルを感じており､これが大きな課題であるO

2 最近特にソフトウエアの開発に関わる投資に対する利益が計算できない､遺風とお金をかけて作った物の嘉余が大変短いo

3 情報関連では波が引くように支援の話を闇かなった0時代の流れとしてやむを得ない
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⑤その他

NO ベンチャー活動に関する課塩や要望等 業種

1 養殖用稚魚､成魚の販売を主とした企業なので､販路_システムの改量に査走してい その他
る○生産魚の付加価値を高めるために_加工品の開発を検討中である○

2※弊社のような健康サービス業は人材教育が最も優先事項であるo今後は人材教育 その他

(医学､体育系)に関する支援を検討して欲しいo

3 ※ 弊社の場合､社会貢献事業も行っているo大学としてのこのような取り組み-の認知がまったく不十分であり､評価すべきことである､と思う.国としてもさらなる証1配軌度量

豊△王る必宝があると考えるo サービス

4 支援先の見極めをもつときちっとして欲しい○サービス系の会社にもしっかりと支援をして頂きたいC経営者の素質を見極めやりきる人物かをきちんとテストすることが大切○
助成金に採択された大半の企業は上手くいってないことが多いと思う○

5 一般顧客に対するサービス業にも､助成金を充実させてほしい○ 技術サービス
6 我々がターゲットにしている分野(構造物の耐震診断等のコンサルティング)は､比較

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(2)販路開拓

(D全般

No ベンチヤ-活動に関する課題や要望等 業種

1 新規分野は販路開拓がたいへんであるoまた､昨今の不景気で大手企業､中小企業 その他製造

とも新規事業への参入意欲が低下しているo従って､将来役立つと思われることでも

そのための研究投資は非常に少なくなっているし､ほとんどないと言ってよい状態であるo

2 研究成果を事業化し､それを用いて持続的な経営を実現することは容易ではないo直品を販売するには特別なノウハウが必要に感じられるo起業時には資金的余裕がな
いので_販売のプロを雇用できないoまず生産体制を確立したいと考えているが､販売
が低調に留まる悪循環を感じ始めた○

3 *※ ベンチャーとしての研究開発という面よりも､それを活かす販路拡大や経営に対しての
皇必 至足しているo起業や助成も確かに大切だが(設立した後の)アフタ-フォロー
が絶対的に不足しているo助成金を得て､ノウハウが確立した頃に､販路拡大が闇に
合わず_結果的に資金難となっているO

4 首都圏への販路拡大が､大きな課題o販売店-の紹介などの支援がほしいo

5 ※ 販路開拓､市場開拓が難しい○ベンチャー企業は設立間もないことから､宝鑑を表土⊆ 情報通信

とができないために_製品サービスを法人に提供する際に新たな取引を行うことが園

藍であり､販路等の拡大などで障壁を感じるo

6 販売促進や販路確保のための具体策を指南してもらえる機関を紹介して欲しいo

7 製品の認知度をあげたいo

8 ※ 人材確保と販路開拓の支援の強化をお願いしたいo 医薬製造

9 研究開発に10の力が必要であれば､販売には100の力が必要である○そこに必要な資金､人的資源を確保できなければ､ビジネスに至らず失敗する場合が多いのではな
いかo

10 資金.販路拡大など実際的な援助が必要○ 技術サービス

ll 本当に活用しやすい補助金や､販路開拓支援をお願いしたい○

l2.;国内の研究開発者は､国産の最先端の機器の購入に保寺的になってきているO基盤で実績がないと購入しないoこれでは､国産の先端機器のものづくり産業は発展しな

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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～■● ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 ベンチャーの入札への参入障壁が予想外に大きいことに驚いているOたとえば､国の その他

入札ランクで､当社は最低のDランクで､入札に参加することは､ほぼ不可能である○
このようなベンチャー側の努力ではどうにもならないところを､ベンチャー支援という国

の施策に入れてほしいo 製造

2.;ベンチャーが開発した製品を国が率先して購買する仕組みを作って欲しい○

3 ※ベンチヤ-の商品について大企業や官公庁.学術機関が優先して導入を検討するよう 情報通信
な制度があると良いo

4 ※技術提案で随意契約できるような仕組みがないと､実績や会社の規模で入札のス 技術サービス

タ-トラインに立てないo弾力的な発注制度が必要o

5 ベンチャー支援は手続きや制約のある補助金ではなく､商品の購入やこれに係る支塩畠主よと三〇商品に対するフィードバックも欲しいoベンチヤ-としては､限られた工ネル

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1※ 聞発曹(技術者賃金一装置購入)が先にかかり.収入はその約2年後であるから一昔 その他製造

金不足が鴬に悩みである 弊社の場合には未だ収入が不十分であるが､他に依存す
⊂)ることなく､事業展開する時期に来ていると自覚し､努力をしている○不況の中､経営

は苦しいが､技術開発が順調であり.顧客の広がりがあるので_発展できると確信し
ているo

2 開発したい製品のグランドデザインから細部のものつくりまでをできるので､やりがい
はあるが､資金繰りが厳しくなってきたので､早く販売できる商品を開発したい○

3 売上げを上げ､経営を安定化することが課題○ 医薬サービス

4;もともと基礎となる収入が無いのでL研究開発や商品開発を進めたいがー現実はE]集 情報通信

の収益確保に走らざるを得ない.研究開発や要用化商品開発に資金を曹やせぱ_当
初数年は経路損失が増加してしまう.繰純損失があれば銀行系の借入は期待できな

il､などさまざまな悪影響を及ぼすので､経営が及び腰にならざるを得ない､会社坦な
特例などで繰放損失の回議辛などができないものか､と思う○

5 ※ 大学教授を定年退職後在職中に得たノウハウや人脈を活用してバイオ研究用試薬の 医薬製造

製造.販売の会社を起業したo自分や友人のノウハウを生かして､設立後すぐに売れ
そうな製品を市場に出していつたが､売り上げが人件昔を含むコストに見合うようにな
るまで_5年かかりその間の必要な資金を導入するのに血の潜むような苦労をした(

未だ安心できる経営状況ではないO

起業以来､商品開発のための補助金に度々応募したが採用されたことはなかったo
このような状況では起業を志す人はなかなか出てこないので､公的な補助金の尭莫
並望去れるL

6 ※ 当初は売上があまり見込めずに､研究開発投資が多くなり運転資金不足になりやす その他いため､初年度から5年間は補助金や､融資の優遇制度.フ7ンド等へのリスク軽減

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(4)資金調達

(D全般

LIE+ ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 ベンチャーではやはり資金の確保が重要となるが､長期視点での出資(特にバイオ分 その他製造医薬製造

野)が日本においては難しいo

2 製造条件のノウハウを外に出さないために委託生産でなく､自社生産としたが､拠点と
なる工場設置の資金調達を行うため_2回日の少人数私墓借による資金調達を企画し

ているo商品の生産が軌道に乗れば販路で協力してくれる会社も複数あるが､全畠ミ
｢死の谷 lのど重ん中だと実感しているo自治体の支援で会社が回るようになれば､地
域や社会盲献に繋がる仕事だと思っているo

3 *大企業にない､社会性に富む､新しい製品を作り出すことをベンチャー企業の使命と思って活動してきたが､投入した自己資金も底が見えてきた∩ベンチャー活動の根幹

を支える開発資金が不足しているo助成金が必要∩

4*現在､ベンチャー育成の観点に立った資金供給が絶たれている状況を感じる○周囲の
企業がどんどん立ち行かなくなる中､当社も必死である○

5 資金調達を容易にするような施策を望みたいo

6 当社は地域活性化のため地域住民.出身者.関係者の出資により設立され､今期で
12期日を迎える事ができたo国.県等の補助金や助成金を活用し､当初目指した｢自

然エネルギー利用と循環型産業の創出｣が達成されつつあるoただ､今後の事業拡大
期においての資金調達方法が課題となると考える○

7 産学共同研究で蓄積されてきた技術力と特許を生かし､ベンチャー活動を通じて日本の創薬研究をさらに発展させていきたいoそのためには研究菅金の調達が課題であ

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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①全般 (続き)

～■● ベンチヤ-活動に関する課題や要望等 業種

8 ※ 金融機関のベンチャーに対する理解が深まるよう_あるいは資金調達がvc以外の金 医薬サービス
融機関からも可能になるようなバックアップが欲しいoこれがないとベンチャーは途中
で挫折せざるを得なくなるo

9 .;研究成果を基にベンチャー企業を設立して､実用化するまでに相当な期間と資金が必 技術サービス

要∩この資金は自己資金で対応できず､また､金融機関からの資金調達もベンチャー

企業が先行不透明であるため難しいC

･o: 新興市場の冷え込みに続き､産学連携のイノベーション活動が停滞して､新産業創

出イ ノベーション創出に向かう国民全体のエネルギーが消失してしまった○現在､金
融機関による事業評価は_安定的な黒字という一般的な中小企業の事業評価を基準

としており_昔の晴代に戻ってしまったという印象を強く受ける○将来の事業創出に価
値を見出す投資活動やリスクに挑戦できる環境の整備が求められるo

11*金融機関や公共機関によるベンチャー活動への十分な資金供給が必要oまた､ベン
チャー活動を抑制するような規制の新設は避けていただきたいo

12.; 日本のベンチャーキャピタルの知識不足､理解不足､気概のなさには失望する○

13 大学発ベンチヤ-企業にとつての課頴は_まず第-に資金調達であるo研究開発が進み､事業化をしようとするときに､資金調達難により_必要な人材や設備あるいは活動 その他サービスこ投資できないのは_かなり厳しいo地道に活動し､金融関連企業の信頼を得ながら

進んでいるが､ライフサイエンスの進歩は日々目覚しく､一歩の遅れが致命的になる
恐れもあるo大きくなる可能性のあるシーズには､いろいろ支援いただきたいと思う○

14 中小企業が成長するための資金確保(税金面､公的資金投入)とビジネス環境の改 その他善(大企業は必ず中小企業からある割合の製品を購入しないといけないなど)がない

と､ベンチャーブームだけで､経済の底上げにつながらないo

15*lPOにかかるコスト､規制が増大していて､ベンチャー企業のEXIT戦略を阻害しているo 情報通信

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 ※ 金融機関等からの融資枠が拡大しないと研究開発型ベンチャーの存続は難しい○ その他製造

2 ;経営者の個人保吉TFによる銀行融資では_曹金調達に限界があるので､もつとゆるい条件でのセーフティネットをはってほしい○

3 ※ 金融機関は個人保証､物的担保しか認めないため､ベンチャーは不調になると全てを取られてしまうという不安がぬぐえない○技術を理解しないで財務諸表のみ見ているよ
うに感じる○

4 .;経営者の個人補借による銀行融資では_資舎調達に限界があるので､もつとゆるい条件でのセーフティネット(政府保証)をはってほしいo

5 ×早期に売上を計上すること､利益を確保することが重要であるが､キャッシュフローは 技術サービス

墓に塵出 O将来の成長に向けた研究開発の補助金はいくつかあるが､売上のある
ベンチャーに対してはその努力を評価するとともに､売掛金担保でも良いので運転皇
金の短期イ氏舎利融菅が容易に出来る仕組みが欲しいo何年も売上がない企業よりも
優遇されるべきo

6 株式担保での融資､資金調達が必要o

7 ;ベンチャー冬の時代が再到来した感があるOVC_金融機関とも投融資に後ろ向きで､ その他
売上げを伸ばす以外にファイナンスの手立ては困難である○政府による金融界の指導
が望まれるo金融庁による借入金の3年間返済猶予政策も_これを実施することにより サービス

～■● ベンチャー活動に関する課題や要望等 _i_3巨=

了 エンジェル税制を手直ししてほしいo既存企業によるバイオテク企業への投資に対す 医薬製造る優遇鋭乱が望まれる○

2 .;企業や大学等がベンチャー介業の製品を購入する場合には_補助金をつけたLJ税金 その他製造技術サービス

直通するなどのベンチャー企業支援政策を望む○

3 ※ 大学の新しい技術を事業化して利益を上げ､さらにその利益で新しい技術を開発する
大学発ベンチャーの利益に対しては､事業税の優遇措置を講じてほしいo

4 小規模企業に対する税金の軽減を考えてほしいo

5 ※ ベンチャー税制優遇措置が是非必要oせっかく利益を出しても研究投資に回したい資金が税金の支払いに回ってしまうoこれではエンジェルを見つけない限り､独力ではな
かなか大きくなれないo

6 税制面での支援が絶対的に必要である○海外を見習って､起業時の資金支援よりも

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(6)人材

①経営スキルを持った人材の必要性

No ･ ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 大学発ベンチャーは経営隆が研究者出身である場合が多く∴経営_販売_営業面のノ 情報通信

ウハウがないことから事業化につまずくケースが多いo大学発ベンチャー向けに経営

アドバイスや相談を受け付けるサービスや､ベンチャー経営の手引書のようなものが
あれば助かると思う○

2 研究.技術開発戦略の策定.執行ができる人材および経営マネジメント人材の確保､
継続的な育成が課題である○

3 事業提携の方法.信用力確保の方法.販路開拓などの問頴を解決できる人材が確保
盟 _収益確保のために､より収益の確保が期待できる事業分野へと事業転換をせ
ざるを得なかった○今､事業分野の転換のための資金調達､特に人件費と販促昔が確
保できず苦労している(

4 ※ 大学発ベンチャーの場合､大学の教職員が経営に参加するのは大変難しい○特に定 医薬製造年間際の教職員は､大学との関係維持や､自分の研究のためにベンチャーに関心を
持つが､創薬の開発は､研究とは一線を画するo

5 営業､経理､税務､資金運用など､あらゆる経営ノウハウを具体的_効峯的にアドバイ 技術

スし_必要に応じて金融援助するなど､行政では手の届かない分野に直接支援する民
間企業パートナーがなければ､企業勤務の経験がない普通の大学数昌が_知財を活
用してベンチャー.ビジネスを成功させることはきわめて難しいo

6 大学の先生が現職のまま経営するのは難しい例が多いので､経営は経営の専門家に任せたほうがよいと思うoまた､ベンチャー企業を支援するのはいいが､補助金がなくては活動できないベンチャー企業では企業として成立していないと思うo資金調達は
経営者の仕事であり､資金調達できる経営者を探してから_起業したほうがよいと思
うo

7 ※ 優秀な人材は_大学や企業に留まりがちで､リスクの大きいベンチヤ-にはこないた
め､ベンチャーの取り組んでいるテーマも一般的にレベルの低いものが多いo サービス
大学発ベンチャーでも､事業センスのある人を入れてはいるが､テーマの独創性や事
業化努力の点で成否が分かれているo

8 経営には技術以外にも多くの経営感覚.戦略.マネジメント力.財務.管理力.手法.スキル.人脈などが必要であるoこのような経営に必要な資源を調達する社会的基盤を
充実する必要があると考えている○

9 ベンチャー活動は大学での研究より困難であるo大学の研究は良い成果を出せばそれなりに学会等で評価されるが､企業活動は実質の成果より製品の価格が高い､製
品の大きさが大きい等不満が多く出る○それらになかなか対応できない○

10 ベンチャー経営者は_大学の教授らにも遠慮なく意胃_を進言できる人材であることが その他王墓である○そうでないと製品企画.開発工程.市場展開.会計経理に係るビジネスを
リードしきれないo サービス

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業O
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①経営スキルを持った人材の必要性(続き)

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

12 当社がそうであったように､大学等発ベンチャーの事業化は_大学教職昌ではない者が経営トップを担った晴に加速するものと考えるo その他製造

13 ベンチャー企業の経営体制に問題が多く､技術だけでなく､経営に関する人材育成も
必要である○

14※ 大学研究者には優れた方が多いが､知喜鼓と経験の幅が少なく経営者としては向いて血 特に､事務作業や社会の基盤となっている法律面での意識が大学研究者は
少ないため､若手の時からJV(ジョイントベンチャー)などを経験する必要がある.

15 民間企業の現場で通用する書門的な知喜鼓を持った人材が不足している○学位を持つ
ていればそのまま役に立つとは限らないoほとんど役に立たないo

16 今は何とか赤字転落しないように凌いでいる○長期的には自分の後継者を含め_組織
作りが今後の課頴である○

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡

②学生の活用

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 大学発のベンチヤ-ならではの良さを生かして行くことが､重要だと思うO呈生壁_Z辿 その他製造

バイトを雇用しているが､最先端の研究に従事しながら_実際の仕事にも揺する事が

王皇るOJT(On thejobtraining)や特許戦略を一緒に考えることは_学生にとってい吐経盤であり､いい人材を確保しにくいベンチヤ-にとつても非常にメリットがある○

2 若い学生が起業に関心を持つことは､世界の中で我国が技術のリーダーシップを取る

上で韮豊1⊆去』.と考えるoとくに工学系では､学生が技術の具現化の重要性に気付
き､自身の向上心とスキルを磨くことの大切さに気付く点で起業精神が大切と思うOM
OT教育や､教官や先輩による持続発展するベンチャービジネスが身近にあることはt

論文発表とは別に教育面での効果が大きいo文部科学省からの持続的な支援をお願いしたい○

3 いったん大学を定年退職してしまうと_大学との関係構築が難しく､学生アルバイトを学 情報通信その他

内から募集しようにもなかなか大変で､大学での人材確保は難しい∩

4 当社は学生社員中心のベンチャービジネスであるo事業の掌握に気を配っているが､
無駄な投資をしかねないきらいがあるo役昌と学生社昌の活動にともなうコミュニケ-

シヨン_信j睦が事業展開_発展に結びついていることも実感しているO社長は副学長､副社長は事務局長であり､コミュニケーションの時間がなかなか取れないのが実情で
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(7)大学等と関連した課題･要望等

(彰施設 ･場所

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種 関連:▲:

1 研究開発の拠点となる場所の確保が最重要課題であるo大学内の施設では入居でき その他 国立大

る期間は限られており､その後の場所の確保が難しいo利用できる施設の拡充を希望
するo

2*※ベンチヤ-に対する資金が止まっているoまた､バイオベンチャー同士のコミュニケ-シ∃ンを取る環境も減っている∩大型のインキュベーションセンターがあるといいと思つ

ている○人材交流ももつと活発にすべきである○

3 半導体設計に係る弊社に必要なオフィスは､小規模でよいが_従業昌を確保しやすい 私立

立地条1生と､重量のあるサ-バーラックを1台程度設置できる耐荷重性能が必要であ 製造
る○しかしながら､そうしたインキユーベ-シヨン施設は､民間にも地方自治体にも存在
しない○特に､地方自治体の施設は､製造業を前提としていたり､辺郡な場所にあった
リ､セキュリティ上の問題があったり､周囲の不動産物件よりも割高であったりと､適当
な物件が少ないのが現状である○日本では､ⅠT分野の起業があまり盛んでないが､こ

うした事情も一因になっていると思われるo 大

4 ※ 国が運営する既存のインキュベーション施設は賃貸料が高いoもつと安くして3-5年〈らいは入居できるようにしないと､欧米並みのエンジェルがいない日本ではベンチヤ-
ま育たないo自己資金を食いつないでいるようでは大きく育たないしこの世界に飛び
込めないo

5 現在､大学のインキュベーション施設に入居しているが､年度末で期間満了で退去し 情報通信 国立大

なければならない○賃料は民間並みでも良いので､大学のキャンパス内に入居できる
ようにしてほしい○大学住所で大学発ベンチャーだとわかると_とても信頼されー取引が

速里か｣三なる○

6 ※ 大学内に事務所を設けることができるようにしてほしいo

7 ※ 本学の場合はインキュベーションセンターに入居できるのは最大でも3年間であるo 私⊥
弊社の場合は国の事業に採択されており､特例措置としてこの期間以上入居できて
いるが､早く出て行かねばならない ､÷であるo

外部に事務所を構えてやつていくのか､売却するのか､従業員等の意見を聞いて今 上⊥大
後最終決定するが､本学の学内ベンチャー第-号の弊社がもつと頑張らねばと現在
場所を探している○

8 学内施設に入居している大学発ベンチャーであるo設立時は無料であったが,数年目 医薬 国■⊥
より賃料も請求されているoしかし､本社としての魯記はできず､使用期間も設けられ
ており(更新あり)､安定的に活動できない.やむを得ず教授宅を本社登録している

が､活動拠点は学内にあり､郵便等の行き違いや電話等の対応に支障があるo大学 サービス ユ⊥大
のHPに弊社が記載されているが､活動について大学から積極的な支援をもらえてい
るとは思わないo

9 学内のインキュベーション施設内で育ててもらつたが､6年経ったことを理由に事務的 医薬製造 不

こ退去の通達が突然来たo今までの大学の支援には感謝しているが､途方に暮れ
たo施設利用菅を段階的に上げるなどして_確実にかつ連続的に独り立ちできる工夫 明

が大学に欲しい○

10 小規模のベンチャーに対して､比較的長期間利用できる低賃昔料のレンタルラボの供 公.⊥

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業Q
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②大学等の支援(大学等間の差､支援の弱まりなど)

～■● ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種 J∴二▲:

1 大学によってベンチャーに対する関心唐は雪泥の差があると感じる○全く他人事と考 医薬サービス 国

えている大学もある○

2 大学との連携が極めて重要な事業であるが､大学の言引麓の利用や教職昌の兼業に 技術サービス

関わるルールが大学間でかなり差異があるo民業を圧迫せず大学の設備や人材を活

用できるルールの確立が望まれる○ 立大

3 大学発ベンチャーに対する大学の支援制度が整っておらず､支援体制に不備があるO

4 ｢大学発ベンチャー｣であるおかげで､知名度の無い介菱でも対等に顧客と商談できると地 巨はあるが､大学全体のバックアップはあまりないo今後検討してほしい○ その他製造

5 ※ ベンチャー企業単独では､信用度等が低いため大学と組むことによる信用唐アップは 技術サービス 私
韮呈上⊆∠｣上止 があったoただ､大学側からの研gP.開発曹用の援助及び運転資金の援 立

助をもう少し積極的に行ってほしい○また､そういう制度を大学内でつくってほしい○ 大

6 所属機闇から営業活動の制限を受けることはあつても_資金援助は全 ない○このよう 情報通信 独法
な状況であれば日本のベンチャーが短命で､起業件数が減少するのはやむを得ない○

7 ※大学の法人化により_大学自体の財政状況が悪化し､教員の削減と予算の削減が進んでおり､大学発ベンチャー創出よLJも_目先の督舎獲得に傾斜しているoこれでは､ その他製造 公_▲_

新規産業の牽引車としての大学ベンチャーの創出は進まない0-万､日本のような､

投資家と投資精神の低い環境で､ベンチャー起業を創出し経営するのは､かなり困難 ⊥大
であるoそれでも､大学発ベンチャー起業家としては､日本のものづくり産業の創出と

回復のために使命を果たしたいo

8 ※北海道発ベンチャー1号として､北海道の優れた食材を原料とする取り組みは､創芸 私当時に大きなインパクトがあった○しかし､北海道内の国立大学の法人化に伴い､現

荏_大学は食E,｡｡加工会社等との共同研*,を活発化しておりJE常に厳Lい競争】芸境 上⊥大
になっている∩

9 大学発ベンチャー起業の政策的な促進により､当初大学は教官のベンチャー企業設 情報通信 不

立に前向きで兼業許可も広範に認めていたが.国立大学法人化移行は大学側が方

向転換L 兼業を制限するようになり､せっかく設立したベンチャーでも活動を中止して

いる○国立大学教官がベンチャー企業役員となる兼業に対して､大学側に許可するよ 明

う指導してほしいoそうでないと大学にシーズがあつても､大学教官がベンチャーを立

ち上げる機運は低下してしまうo

10 大学の支援がまったく受けられなくなったoさらに事業の遂行に不可欠な大学での学 技術サービス 国立大

術研究も中断したo公的資金を得て事業化を進めようとしている事業計画は崩壊寸前

である○目下､大学関係者と連携しながら､学術研究の場の再構築を試みているが､

研究が中断したことにより､世間のニーズから取り残されることとなり､解散も視野に入

れざるを得ない状況に追い込まれている○大学当局によるベンチャー支援を望むo

ll 本学の産学連携推進本部からベンチャー分業を設立することを推奨されたにもかかわらず_設立や運営に対しまったく後援.協力が得られなかったOまた､(我々が在学中
に発明した)大学発の知財を倖用する際にも何の優遇措置も受けられないoそれどころか､知財の無断使用がないか調査を受けるなど､不快な経験もしているo加えて､

(ベンチャー活動をしていない)他の教員から受けるストレスも多く､日本での大学発ベ

ンチャーの育成は､まだ時期尚早と思うo

12 大学の姿勢が大きくぶれるので困るo その他サービス13 正直､大学発ベンチャーといっても大学から支援を専一ナたことはあまLJない0割業者数

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業O
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③大学等との距離の置き方

No ベンチャー活動に関する課愚や要望等 業種 主1_jF:=大学

1 ライフサイエンス分野では､国立大学法人や独立行政法人が社会貢献活動として安 その他製造 私立
価で様々な技術サービスを社会に提供しているoこれにベンチャーは太刀打ちできな

い○国による大学等への支援は､ベンチャーの経営の圧迫につながっている○ 大

2 ※ 大学にできない研究開発を宴杭しているが､大学との距離をどのようにおくかは悩まし その他 国立大

いところo サービス

3 大学は知恵を出すのが当然と思う人が多い○弊社も大学と同一に胃.られている○相談 技術
者は多く来るが､情報を貰つても当然と言う感じであるoコンサル業は知恵と情報が商

品だが､顧客は大学に教えてもらう事はただと勘違いしているo大学に年会費を払つ サービス

ている研究会会員が相談に来るが､大学自身とベンチャーの区別が付いていない○

4*※ 大学発ベンチャーはその出身大学にこだわりすぎると自由などジネスが出来なくなる 医薬製造

というデメリットが大きいような気がする○研究成果発表の優先権を主張するあまり

こ､その研究の視野が広がらず､結局世界に負けてしまうことにつながるo去呈色盟

究成果とベンチャー企業としての事業開発には一線を画すべきであろうと考える○大学が優先権を主張するのであればーその出身大学がもつとベンチャー企業を資金的に

④大学等との連携による補助金等の獲得

No ベンチャー活軌 こ蘭する課農や要望等 業種 =li1ヒ▲

1 国立大学法人と産学連携している企業は補助金を受けやすくして欲しいoベンチャー その他 国立大

の製品が売れれば大学にも特許の使用料としてかなりの金額が行くと思うo 製造

2 中小企業が､曹用負担なしに大学の研究を利用した商品開発の取り組みができるよ 技術サービス

うにする支援が欲しい○売上に応じて利益還元するなど_成功したときのみ利益分配し

て､リスクを減らせるようにしたい○

3 関係する大学経由の研究補助資金が望まれるo 私立大

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業O※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業D
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⑤アドバイス

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種 関連大学

1 大学発ベンチャーの養成や支援を個々の大学が行うのは_スタッフやノrjハウが限ら 情報通信 国

れていて難しいと思う○連携できないか∩

2 現在､大学のビジネス.インキュベーション.マネージャーより様々なアドバイスをもらい_大変感謝しているO何でも相談できる関係になるまで晴間はかかるが_いったん

信捷関係ができると何かと心強いo

3 当社のビジネスでは豊住塩盟盟が最重要になるが､適切なアドバイスが出来る書門 技術

教員が_大学内にいないO外部の｢識者Jへの相談では､膨大な手数料を要求されるため､この種の人材を大学内に配置する仕組みが必要である○ 立サーヒス 大

4;大学発ベンチヤ-企業では､資金不足や人材不足などの事から_自前で法務や経営 その他コンサルなどの人材を抱える事ができない(また､国などの支援でも関連支援はあるが､短期的なものが多い○短期的な支援だと相談の度に､会社が出来た経緯などいち

からの相談になってしまい､本題に入る頃には時間がなくなってしまう○そのため､こう

した書門人材の長期的な支援を国などから得られると非常にあLJがたいo

～■● ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種 関連大学

1 大学が最終的な回収を白的に出資する制度を作ってほしい○教授陣の兼業を認め､役員としての参加を可能としてほしいo 情報通信 国

上と大私立大

2 ベンチャーに注力しすぎると大学での業績評価に悪影響がでて､大学研究者に戻れなくなる.経営のリスクが大きい割にメリ､ソトが少なく_大学人が起業しようというインセ
ンテイブが少ない∩

3 大学からは部屋の利用に関して有償で便宜を図ってもらっているが､これ以外にはあ 技術サービス 国

まり支援を受けていない○株主の多くが教職員等なので｢利益相反 lをいわれ_直接 立大(大学に)納品できない場合が多い(これが最も苦になる○

4 大学からの資金的な援助_または_研費設備やインフラなどの援助が必要であると痛 公立大
感するo

5 ※ 某大学等の第1号ベンチャー支援企業として兼職で設立したQ現職中に出願した特許 その他製造 国_｣

の実施許諾を得て製品の製造販売を行っているが､実施料は販売実績の3%であ 上し大
るo他方､自身が現職当時､共同研究として民間企業と出願した実施料は1.5%であ

る∩ベンチャー企業に対して特言午の実施権の曹なる優遇措置があれば､今後のベン 独法
チャー創出に役立つと思う○

6 大学のベンチャー支援組紐を尭莫して､大学発ベンチャー企業を安心して設立できる 国立大

基盤を整備することを希望する○

7 当社は､零細企業ながら､大学との共Fi1研究_大学への寄付金_産学連携事業への
協力などで多くの実績があり､多いに大学に貢献しているo

8 設立数が減っていることは､本気度の低い先生方の趣味のような起業が減っているこ その他製造

とで_むしろ好ましいと感じているo産学連携や大学発ベンチャーという観点で社会の
注Eを得ているが_弊社は大学発ベンチヤ-という看板を倖わなくても商売ができるよ

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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(8)大企業との連携

LIL+ ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 ベンチャー企業にとって大企業は連携あるいはユーザーとして不可欠な存在であるo 医薬製造しかし日本の大企業ではベンチャーを安い人件菅として利用しているところが多々見受けられるo弊社も実際にこうした扱いを受けたことがある.大企業が一方的に日本
のベンチャーを利用するのではなくL大企業との連携でベンチャーも成長するような政

蓋を国にもお願いしたいと思うo

2 我が社は大学の基礎研究のシーズを実用化の観点から見直し､プロトタイプのデバイ その他製造

スを実際作成して製造プロセス.コスト性能などの面から検討し､メーカー企業へと橋
渡ししている.我が社が扱うエネルギーデバイスは危険性が高く_ベンチャーではとて

もリスクを負いきれないし_販路も確保できない∩そこでメーカーと組むビジネスモデル

を採用しt今のところうまくいっているoシリコンバレーの成功例や株式公開で大きく成
長することばかりが求められるが_分里引こよる違いなどを貴慮して暖かく胃.守ってほし

UL

3 ※ 大企業とベンチャーとで研究開発における補完的な連携､役割分担が明確になること 技術

(9)その他の課題や要望

(彰起業後の成長支援

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 .;アメリカのようにエンジェルが少ない日本では､ベンチャー企業が根付く土壌が出来て 医薬製造

いないo国策としてベンチャー企業を立ち上げることを講じたのであれば､資金面の施

策､ベンチャー企業が根付く土壌の育成も国策として講じるべきである○ある程度の淘

汰は仕方がないと思うが､よいシーズを持っているベンチャー企業も資金面を確保でき

なければ企業を継続できないoベンチャー企業の創立の数を競うだけではなく_企業

を継続できるような施集があまりにも少ない(産業革新機構が立ち上がつたが､その投資先に関する情報もなく門戸が狭いo

2 ベンチャーを創出するまでのサポートは非党に手厚いと思う〈しかしながら_創出後に
も資金面(研究開発)でのサポートの事専性を感じるo

3 大学はいまだにベンチャー起業の数を重要としているが､まったく認識が間違ってい その他製造

るO永遠に起業数が増えると思っているo起業したベンチャーをどのように育てていく

かという支援のシフトを国も大学も考えるべきであるo

4 ベンチャーを起業するまでの支援は多くあるものの､起業後はその他の企業と全く同じ

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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②失敗を生かす仕組み

～■● ベンチャー活動に関する課題や要望等 _i_3E=

1*個人の起業活動の蓄積が､将来的な国益に繋がるとの信念を強く持っているOLか その他製造

し､現状では起業家は負債に対する個人補償を負わねぱならず.失敗した揚合には

香住を社会から過度に追求されるなど､諸外国と比較して過大なリスクを背負う必要がある.ベンチャー企業がリスクマネーをよLJ容易に調達できるよう_即効性のある施笠を強く希望するoあわせて経営チームの変事がスムーズにできるよち_経営人材の

育成_流動化も必須であるo経営人材の流動化により､経営者の敗者復活が容易になっていけば､更に重層的なベンチャー企業活動に繋がるはずであるo

2 -唐ビジネスで失敗して借金をしたために収益性を確保せねぱならず_営業活動の晴 情報通信
闇が確保できない_という悪循環に陥っている03年ほどの借金猶予に加え､失敗したベンチャーに対する支援を期待するO情報通信系のベンチャーは_資本金が必要ないため_若年でも始めやすいが_経営やマネジメントの経顔が無い場合が多く.一度は

失弧 _しかし､日本では経営者の再就職は難しく､経営者としての経験を活かせない場合が多い∩失敗経験を積んだ経営者をどう再起させるか､これが今後のベン
チャー支援で重要ではないだろうかo失敗経験を積んだ経営者を､さらに良い経営者
こ育てる方が新たな起業を促進するよりも補助金の責用対効果は高いのではないだ

③信用力の向上に向けた支援

1*大学発ベンチャーの技術力に対する信用を高めることが必要o 情報通信

2 資金の課題以上に事業の継続性を考えると､営業の伝(つて)の弱さが課題として大きいo営業力､宣伝力､信用力が弱いベンチャーにおいては､これらを担保するため
こ､企業力としてではなく､個人力としているところがあるoベンチャーが社会的に信用

される吐組みがあるとよいO

④知財に対する支援

現在､特許法や産業技術力強化法に基づき､研究開発型中小企業を対象に審査請
求料･特許料の減額等が措置されているが､中小･ベンチャー企業の知的財産権取得
を奨励するため､(研究開発費等の要件を外して)中小企業基本法で規定する全ての
中小企業を対象とされたい｡

特許出願の費用などの支援が十分ではない｡

⑤地域関連の支援

～■● ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 自治体等とも組んだ技術研究組合等の結成.活動が容易になるような環境整備が望 医薬
ましい○ サービス

2 大学の研究成果を応用して社会ニーズに応えられる商品を提供することは社会的意 その他サービス

義があるo弊社の場合､大学での研究成果(特許を含む)をコアにして開発したシステ
ムにより､顧客ニーズ(短工期､高品質､低価格､高付加価値)に応えているo雇用面
も含め地域経済の活性化にも貢献できていると考えるo今後も大学や関係機関から

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業｡
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ll.2将来展望

ll.2.1意識調査

大学等発ベンチャーの将来展望を､①株式公開､②企業売却(全事業譲渡)､(卦一部事業の譲渡､④

解散､⑤ ((9-④は目指さず)現在の形態を維持し､成長を志向､(む海外進出､の 6項 目から調査したO

(∋企業売却(全事業譲渡)､④解散､(9現在の形態を維持し､成長を志向の 3項 目は｢全く検討してい

ない｣から｢強く検討している｣までの5段階で､(丑株式公開､③一部事業の譲渡､⑥海外進出の3項 目は､

｢実施済み｣も追加し6段階で調査した｡｢全く検討していない｣を-2点､｢あまり検討していない｣を-1点､

｢どちらともいえない｣を0点､｢少し検討している｣を+1点｢強くて検討している｣を+2点､｢実施済み｣を+3

点として､業種別に平均点を求めて図 1卜2-1を作成した｡

図 1卜2-1を見ると､全体的には｢現在の形態を維持し､成長志向｣や｢海外進出｣はプラスで将来展望

として検討されているが､他の｢株式公開｣や｢企業売却｣､｢一部事業譲渡｣､｢解散｣はマイナスで検討さ

れていない｡これに対して､医薬品関連の製造業は｢現在の形態を維持し､成長を志向｣はかろうじてプ

ラスであったが､他業種はマイナスの｢株式公開｣がプラス､｢海外進出｣は他業種よりも大きくプラスになっ

ている｡医薬品関連の製造業は全体傾向とは異なり､現行の体制のまま成長を目指すというよりも､株式

公開や海外進出意欲が高い企業が多いといえる｡

図 11-2-1 将来展望 (検討度による平均点)

1,A

｣ ｣

L

①株式公開 ②企業売却 ③一部事業譲渡 旬)廉散 (9現形悪を維持 ◎海外進出
し､成長志向

■業種全休(その他･不明含む) ■医薬品､医療に係る製造業
■その他製造業 ■情報通信業
+医薬品製造､医療に係るサービス業 r技術に関連したサ｣ごス莱
■その他サービス業

検
討
し
て
い
る
†

心
検
討
し
て
い
な
い

(注)｢全く検討していない｣-2点､｢あまり検討していない｣-1点､｢どちらともいえない｣0点､｢少し検討している｣+1点､｢強く検討してい

る｣+2点t｢実施済み｣+3点として､業種別に平均点を算出｡

図 11-2-2で将来展望の回答分布をグラフに示したところ､図 11-211の結果がより具体的に示されて

いる｡つまり､医薬品関連製造業は株式公開や海外進出に加えて､企業売却や一部事業譲渡を｢検討し

ている｣企業も多いうえ､株式公開や海外進出については実施済み企業の割合も他業種に比べて明らか

に多い｡さらに医薬品関連の製造業は､現状維持のままでの成長を｢全く検討していない｣企業割合が高

く､企業形態の変革を意識しながら経営する企業が多いといえる｡
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(か株式公開(実施済み含む)

図 11-2-2将来展望(回答分布)

②企業売却(全事業譲渡)

③一部事業譲渡(実施済み含む)

(SX3)～④を目指さず､現在の形態を維持し､成長を志向 ⑥海外進出(実施済み含む)
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ll.2.2 自由記述

ベンチャーのに課題や要望等を自由記述するよう求めたところ､将来展望についても意見が寄

せ られた｡一部抜粋 して紹介する26｡

No ベンチヤ-活動に関する課題や要望等 業種

1※ 当社が製品化している質量分析装置は､これからの｢安全.安心｣社会に有望視され その他製造

ており､米国分析機器展示会においては大手海外メーカ-を押さえてBronze Award

を受賞した○これは､大学で長年研究開発してきた技術の潜在価値が高く評価された
ものであると認識している○しかしながら､試作機完成から商品化_販売までのギヤツ
プ(死の谷)を乗り越えるだけの体力を維持できないのが実情であり､特にものづくりを
行なうベンチャー企業の多くが同様の問題を抱えているものと推察する○
加えて､リーマンショック以降､vc等金融機関の創業支援も限度があり､このままで
ま育てた技術が大手企業の手に渡ってしまうo当社は大学発ベンチャーとして(買収さ
れることなく)地道に健全に成功したいと考えているo

2 ここ数年の活動で､日本では欧米型のベンチャー(特にバイオベンチャー)の存続が困艶であると確信する様になった○ベンチヤ-を育てる環境もシステムも無いので､今後撤退するベンチャーが続出すると思うo唯一日本で可能なのは､大きなターゲットを狙 医薬製造

(注)※印は直近 1年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業O

26 本文中に掲載されていない自由記述は参考資料にも掲載 している∩
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(1)大学等発ベンチャーの人材育成や研究振興面での効果にも着目すべき

大学等発ベンチャーの多くはいまだ赤字であり､大学等の研究成果がベンチャーを通じて発展し､製

品やサービスとして実用化され､一定の経済的効果を生むまでにはまだ時間がかかると予想される｡しか

しながら､本調査では現段階において大学等発ベンチャーを通じて経済的効果以外の多様な効果が生

まれていることを確認できた｡

まず大学等発ベンチャーの雇用創出と若手人材のキャリア形成に対する効果を確認できた｡ベンチャ

ーは設立時から現在までに資本金額を増やすとともに従業員数を増やしている｡多くのベンチャ

ーでは学生や卒業生といった若手人材を大学等から社員やアルバイ トもしくはインターンシップ

として受け入れている｡ しかもインタビューで明らかになったように､若手人材はベンチャーで

の実務経験を通じて幅広い知識を得て成長している｡

ベンチャーの多くはいまだ赤字で､人手は足りないが正規従業員を雇用する余裕がないと考え

られる｡よって人手不足だが正規従業員を雇えないベンチャーにとっても､若手人材に職業選択

の新たな機会を提供する意味でも､学生､院生やボス ドクのアルバイ ト､インターンシップ先と

してベンチャーを活用することは意味がある｡

さらに大学等発ベンチャーを通じたアカデミックな研究に対する効果も確認できた｡研究者は

ベンチャー活動を通じてアカデミックな研究に対する刺激を得て､新たな研究活動に発展させている｡研

究者がベンチャー活動を通じて得る効果は､一般的な産学連携からは得難いベンチャー独 自の効果と

いえよう｡少なくともインタビューした研究者らは､ベンチャー活動によってアカデミックな研究活動が阻害

されているとはほとんど認識しておらず､むしろベンチャー活動をアカデミックな活動を促進する原動力と

して認識していた｡

大学には教育､研究､社会貢献という3つの使命があるが27､大学発ベンチャーはこれまで大学の研究

成果を活用するという点で社会貢献の一環として捉えられ､教育､研究面からは着目されてこなかった｡

しかしながら､本調査によって大学発ベンチャーは大学の教育､研究面でよい効果を及ぼしていることが

わかった｡現状では社会貢献面以上に教育､研究面での効果が大きい可能性がある｡大学評価にあた

っても教育､研究､社会貢献の活動をそれぞれ単独に捉えて評価していくのではなく､各活動からどのよ

うな相互作用が生まれているのかに着目していく必要があろう｡

(2)ライフ･イノベーションの推進にあたり､バイオベンチヤ-の特殊性を踏まえた支援が必要

本調査によって大学発ベンチャーの中でもバイオベンチャーは､他業種と異なる特徴を持つこ

とが明らかとなった｡バイオベンチャーは多額の研究開発費を投じ､大幅な赤字となっている｡

事業化までに時間がかかる｡さらに特許がビジネス上で必須で､海外進出志向が強い｡またバイ

オベンチャーは設立から現在までに従業員､資本金を大きく増やし､株式公開志向が強い｡これ

は研究開発を進めるうえで多くの人材､資金が必要なためである｡

ベンチャーに限らず､産業としてもまたグローバルに見ても医薬品開発は成功確率が低く､大規模な

27 文部科学省中央教育審議会｢我が国の高等教育の将来像(答申)｣(2005年 1月 28日)
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研究開発費が必要な点で特殊である(日本製薬工業協会,201128;pisano,200629)｡しかも､バイオベンチ

ャーは大手製薬企業以上に収益性､生産性が低いと言われており､米国でもほとんどのバイオベンチャ

ーは株式上場後も長期にわたり赤字である(Pisano,2006)｡一方で､医薬品産業の収益性は自動車や電

気機器産業と比べて圧倒的に高い(日本製薬工業協会,2011)｡したがって､わが国で医薬品産業の成

功確率や収益性を上げていくには､大学等発のバイオベンチャーの知識を製薬企業と結びつけるなどし

て有効活用していくことが必要である｡

第 4期科学技術基本計画(2010年答申)こう0においても国家戦略の柱としてライフ･イノベーション

の推進を掲げ､｢革新的医薬品 ･医療機器の創出につながる新たなシーズの開発のためには､バイ

オベンチャーの活躍が不可欠である｣と明記している｡ しかしながら､わが国ではバイオベンチ

ャーの活躍を妨げる様々な問題がある｡例えば､民間のVCや製薬企業からの資金調達が不十分な

こと(科学技術政策研究所,200931;医薬産業政策研究所,2009:ミ2)､医薬品の承認審査に時間がかかる

こと(医薬産業政策研究所,2010)33などがある｡これらがバイオベンチャーの事業化スピードを遅らせて

いる｡

ここでは特に医薬品の承認審査の問題について掘り下げて考察してみたい｡医薬品の承認にあたっ

ては､日本のバイオベンチャーや製薬企業は､審査期間短縮のため､通常まず欧米で医薬品の承認を

目指し､欧米で承認された臨床データを持って日本で承認審査に向かう｡実際､国内で直接承認審査す

るよりも欧米の承認審査を経て国内審査した方が審査期間が短くなる(医薬産業政策研究所,2010)｡

本調査で明らかになったバイオベンチャーの海外志向の強さはわが国の医薬品の承認審査の状況と

も関連していると考えられる｡今回インタビューしたバイオベンチャーの 3社も､日本よりも先に欧米で新

薬承認を目指している(セルシード(フランスでの治験観察終了(2010年 9月))､アキュメンバイオファー

マ(米国･インドにて第Ⅲ相試験(現在中止)を経てオランダのドルク社との共同開発によって欧州での販

売承認を得て製品の販売開始(2010年 9月))､アネロファーマ･サイエンス(2011年中に米国で第 Ⅰ相

試験を開始予定で準備中)｡

このうち､アキュメンバイオファーマ(アキュメン社)での治験プロセスは特に興味深い｡アキュメン社は､

もともと4つのパイプラインを抱えていたが､そのうちの1つ｢手術用の眼科染色剤｣で米国FDAからフェイ

ズⅢの臨床試験の許可が出たため(2006年 12月)､このパイプラインに特化して開発を進めつつ､提携

先を模索していた｡アキュメン社からアプローチしても提携交渉はどれもうまくいかなかったが､眼科染色

剤に関して世界中で唯一競合していたオランダのドルク社から共同開発･販売の申し出を受け､提携に

至った(2009年 9月)｡欧州･米国で類似製品の販売承認を獲得済みであったドルク社の経験､ノウハウ

を生かして､アキュメン社の染色剤の販売承認手続きもスムーズに進み､提携から1年後の2010年 9月

に欧州全土での販売に至っている｡アキュメン社では今後もドルク社のノウハウを生かして2011年中に米

国FDAで､2012年中に日本で医薬品の承認取得を目指す｡この事例からは経験豊かな製薬企業とベン

チャーが連携することでベンチャー側の審査に係るコストが軽減され､事業化プロセスが早まる可能性が

2R 日本製薬工業会｢DATABOOK2011｣2011年 3月.

:{jG.P.Pisano(2006),SclenCeBuslneSS,HarvardBuslneSSSchoolPress(『サイエンス･ビジネスの挑戦』池村千秋訳､日経 BP社)

30総合科学技術会議,諮問第 11号｢科学技術に関する基本政策について｣に対する答申,2010年 12月 24日.

31 科学技術政策研究所｢イノベーションシステムに関する調査 第 5部ベンチャー企業環境 報告書｣NISTEPREPORTNo.131,2009年

3月.

32 高鳥登志郎,中村健太,長岡貞男,本庄裕司,｢製薬企業とバイオベンチャーとのアライアンス-日米欧製薬企業の比較分析-｣医薬産

業政策研究所,リサーチペーパー･シリーズNo.48,2009年 11月.

35石橋 太郎､小野 俊介｢日本における新薬の臨床開発と承認審査の実績-2000-2009年承認品目-｣医薬産業政策研究所,リサ

ーチペーパー･シリーズ,No.50,2010年 9月
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示されている｡また同社での海外の医薬品の販売承認取得は日本のバイオベンチャーで初めての事例

であり､同社社長の鍵本氏は｢周 りから応援 してもらえるムー ドがある｣とし､海外の承認取得を経

て日本の承認取得もスムーズに進むと考えている｡

また既にフランスで角膜再生上皮シートに関する治験の経過観察が終了(2010年9月)したセルシード

のインタビューでは日本とフランスの治験審査の違いが指摘された｡欧州の治験審査では､準備する書

類の負担が少なく､審査官から的確なコメントやアドバイスが短期間(4か月)に得られ､同社から見てスム

ーズに治験に入ることができた｡これに対して､日本の審査では膨大なデータを要求するものの､ベンチ

ャーから見て具体的なアドバイスがなく｢何をすればよいのかわからない｣まま時間だけが過ぎていくとの

印象があるという｡またフランスではGCP(GoodClinicalPractice)をクリアした治験可能な病院が確定し､

公表されているのに対して､日本では治験可能な病院がそもそも決まっていないため､治験先の病院を

探すためにも相当な労力がかかるという指摘もあった｡

わが国でバイオベンチャーを活用して効率的にライフ ･イノベーションを推進 していくために

は､上述したようなわが国の承認審査やバイオベンチャーの資金調達の問題､バイオベンチャー

の特殊性を踏まえて支援策を構築 していく必要がある｡具体的にはバイオベンチャー向けの補助

金等の金額､期間の適性化を図ること､すなわちバイオベンチャーに対 しては長期間にわたる多

額の資金的支援が必要である｡また治験費用を中心として海外活動の支援を強化していくとともに､わ

が国の医薬品の審査体制を改善し､審査期間を短縮化していくことが期待される:弓4｡

(3)わが国での株式上場の意義の低下と､大学等発ベンチャーの海外進出の活発化の動きに着目す

生き

本調査では大学等発ベンチャーの株式公開志向は､バイオベンチャーを除けば低く､むしろ株式公開

や企業売却などの変化なく現状の形態のまま成長を志向するベンチャーが多数を占めることがわかった｡

この結果はベンチャーにとって株式公開のメリットが薄れていることを示唆している｡

vEC調査 (2011)35によれば新興市場での株式公開件数は 2006年の 155件をピークに､近年大幅に

減少し､2010年は 16件となった｡また新興市場の株価は 2005年にはピークであったが､株価の低迷に

より2008年には50%を超える企業が初値で公募割れし､これに伴い､日本でのVCの投融資額も大幅に

減少している｡また上場の準備･維持に係る負担が増えたこともベンチャーの株式公開意欲を減退させて

いる｡金融商品取引法(2007年9月施行)が改正され､2009年 3月期からは上場会社等における内部統

制報告書の提出義務が課せられることとなり､人材の限られたベンチャーでは上場準備･維持に係る体制

整備に大きな負担が生じることとなった｡

今回インタビューした 13社中､日本での株式公開を明確に目標に置いている企業は 4社､株式上場

済みの企業はセルシード1社である(2010年 3月マザーズ)｡

株式上場済みのセルシードからは株価低迷で上場によって獲得できる資金が大幅に減り､十分な開

発資金が獲得できていないという指摘があった｡セルシード関係者は､一般的な医薬品開発のバイオベ

ンチャー以上に再生医療のベンチャーは製薬企業から資金を獲得することが困難であると感じている｡

セルシードは製薬企業からの資金調達が望めないため､この代替としてVCからの投資や株式上場で個

W既に厚生労働省(2007)でも欧米に比べて審査や治験の基準や実施体制が未整備であるために､わが国の治験の実施に時間がかか

っているとしたうえで､わが国での治験相談体制や承認審査体制の充実化を目指しているところである｡(厚生労働省｢有効で安全な医薬

品を迅速に提供するための検討会 報告書｣2007年 7月)

35 財団法人ベンチャーエンタープライズセンター｢2010年ベンチャービジネスの回顧と展望｣2011年 1月.
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人投資家から資金を調達した｡専門的な評価が可能な製薬企業から本来調達すべき資金を､株式上場

で資金調達することは｢建てつけ上無理がある｣と同社関係者は感じており､産業育成の観点から公的な

資金的支援を求めている｡

またインタビューした企業の中には､かつては株式公開を目指し具体的な準備もしていたが中止した

企業や株式公開ではなく企業売却を目指す企業もあった｡これら企業からも株式公開のメリットが薄れて

いるとの意見が多く寄せられた｡筑波大学の学生発ベンチャー､ソフトイーサも日本での株式公開計画を

中止したベンチャーの 1社である｡ソフトウェアを開発する同社では大きな資本を必要としていないため､

そもそも株式公開は資金調達手段ではなく､対外的な信用力を確保する手段として捉えられている｡しか

し､上場準備･維持負担の増加は､上場で対外的な信用力を得られても同社にとって割に合わないもの

である｡同社は 2010年 10月から法人向けソフトを中国で販売しており､今後は中国に販売拠点を置くと

ともに､上場コストが日本に比べて低い中国での上場を目指す可能性も示唆している｡

九州大学発ベンチャーのアキュメンバイオファーマも株式上場準備をしていたが､治験の中断などを

理由に途中で上場計画を中断した｡現在は欧州全土で製品の上市を達成し､既に黒字化し､新たな資

金調達の必要性はなくなった｡今後は株主のEX汀戦略として企業売却など株式公開以外の選択肢を検

討している｡上場から売却-の方針転換はVCとも合意のうえである｡

一方､株式公開を目指している企業からは｢株式公開しても必要とする資金が調達できない｣､｢上場

準備のための労力を考えると資金調達手段としては割に合わない｣といった指摘があった｡このような状

況でも株式公開を目指す企業(メムス･コア､ヒューマン･メタボローム･テクノロジーズなど)は､支援してく

れた株主や地元に対する恩返し､知名度向上といった資金調達以外の意義を株式公開に見出してい

た｡

株式公開が資金調達手段として機能しなくなると､ベンチャーの開発資金の調達が難しくなるだけでな

く､新たにベンチャーを立ち上げようとする起業意欲の減退にもつながる｡よって､株式市場の活性化に

向けた方策やベンチャーに対する内部統制の緩和が求められる｡

大学等発ベンチャーの株式公開意欲は減退する一方で､海外進出意欲は医薬関連の製造業を中心

に高い｡インタビュー対象 13社のうち､9社は既に何らかの形で海外とビジネスを進めていた｡直接海外

-進出している企業も多いが､まだ直接進出していなくても海外企業から受注を受けたり､海外企業との

提携を模索する企業や海外からの出資の申し出を受けていた｡このように大学等発ベンチャーの海外進

出は着実に進んでいる｡今後は株価低迷や経済状況が悪化する日本よりもむしろ海外での製品やサー

ビスの販売､企業売却を目指す企業が増えていくことが予想される｡
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参考資料

1.自由記述(報告書未掲載分)



報告書本文中に掲載 していない自由記述を以下に示す｡

(1)支援に対する要望等

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 設立されたベンチャーに対して事業化するまでフォローを弓毒力にするべきであるo その他製造

2 ベンチャーの初期の段階から支援するしくみは出来ないかoベンチャーが収益が得ら 技術サービス

れるまで成長するには最低5年以上の期間がかかるO当社は親会社の存在があLJ今日まで享董継続が出来ているが､現在の日本の状況ではベンチャーが成功すること

は100%あり得ないo我が国の将来のためにも制度の充実､環境整備をお願いした
いo

3 引き続き大学発ベンチャーを創出.育成していく事は､大学の研9.促進や社会貢献といった観点から大きな意義がある○ここ10年間の大学発ベンチャーの活動で兄いださ
れた多くの課題を解決していく時期だと思うo

4 ※継続的な発展シナリオ､営業力の育成､新規事業に対する金銭的支援が必要であるo 情報通信

5 長期に渡る資金調達o伸びそうなベンチャーには国の支援が必要○

6 *破壊的イノベーションを起こす可能性のあるベンチャー企業への集中的な支援体制が その他
必見 _補助金等の審査では､技術レベルが高いことが前提であるが､学歴､職歴等に
とらわれず､取り組んでいる実態を見て判断して頂きたい○

7 ベンチャー活動を支援するような政策がほしい○

8 国が技術開発型ベンチャーのために､補助金をもつともつと増やしてほしい∩資金さえ その他製造

あれば大企業以上に成長し､日本の新陳代謝を促進できるのにと残念な思いをしている○

9 今後発展できる可能性が有る大学発ベンチャーには十分な支援をお願いしたいo

lO.;ベンチャー企業が研究開発により注力できるような環境整備を是非お願いしたいo

ll 資金的な支援が不足している○

12*とにかくベンチャー企業を取り巻く環境は厳しすぎる○財政基盤が弱い企業が多いの 医薬製造
でその辺を考慮した支援が絶対に必要であるo

l3;ベンチャー活動に対して､政府の積極的な育成政策を期待するo 技術サービス医薬サービス

14.;ベンチャー企業に対する公的援助が乏しいO補助金を得るためにプロジェクトコンペに参加しても大手企業にばかり白羽の矢が向いているように感じるo世界から注目を浴
びている新技術を理解できる人材が政府にはいないのではないかo

15 ア-リーステージのベンチャーをサポートする制度を希望する○大学シーズの起業やある程度進んだステージのベンチャーの研究を支援する制度はあるが､その間のベン
チャーを支援する制度はあまりない(あつたとしても使いにくい)と思うo

16 開発系ベンチャーの多くは､シーズ発声_の段階で起業されるケースが多いように感じる○シーズ段階ではベンチャーとして起業せずインキュベーション施設等でのバックアツ

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡※印は直近l年間の研究開発費が｢1000万円以上｣の企業o
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(2)ベンチャーの社会的地位向上を望む意見

No ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1 社会全体にベンチャーを受け入れる下地がないことが大きな課題である○コ-デイ 技術サービス

ネ-タ-は非常に多くなったが､研究者の評価が上がったわけではないと感じている○

2*ベンチャー企業を育てたいといつた意思が感じられず残念o可能性を見て欲しいo

3 ベンチャー活動に対する公的な援助とベンチャー活動に対する社会での理解の向上を
図らなければ､ベンチャー活動での成功は考えられないo

4 日本におけるベンチャー企業はまだ始まったばかりで､社会的認知度が低い感じがす 医薬サービス
るoベンチャーで業績を挙げると大企業が横からさらっていくように思えて仕方がな

いo

5 *ベンチャーに対する社会的な注目を上げること､またチャレンジに対して意義を正しく認 その他
める社会にするo サービス

6 *ベンチャーを見る時､世間とマスコミはビジネスの面白さや日本での必要性ではなく､ その他製造

金儲けと考えすぎるoまた､ベンチャー-汀との風潮が強すぎ､弊社のような製造ベン

チャーは相手にされす残念o

7*日本の将来にとって新産業の創出とそれによる雇用の確保は極めて重要な課題であ
る○かげりの見える電機産業や途上国の追い上げの厳しい自動車産業に代わる新し

い産業を早急に興していかなければ日本の将来はないo不要な公共事業などにお金

を使わないで､新産業の創出を目指すベンチャー企業に対するサボ-トを強化すべき

であるo

8 ベンチャー活動に関して社会がもつと肯定的､寛容に受け入れるようになってほしいo 情報通信
今の日本社会は誰もが安全志向であって､ベンチャー活動に対する協力を得ることが

大変難しいが､リスクに掛けて挑戦するものがいなくなれば､社会の活力と発展が失

われることを皆が認識して頂きたいo

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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(3)将来展望

LIL+ ベンチャー活動に関する課題や要望等 業種

1*海外での産学連携によるベンチャービジネスの立ち上げの数､スピードに比べると､ 情報通信

日本は極端に事例が少ない印象を持つ○大学はもう少しベンチャー企業を創出する活
動に関心を持つべきと思うo

2 我が国はベンチャー企業に対する政策､支援があまりに貧弱であり､米国と比べて成
功事例があまりにも少ない○

3 現在の日本のインフラでは､教員がベンチャー活動をすればするだけ個人的負担増に 技術サービス

なりメリットはなく､日本はベンチャーが育たない土壌である○日本の現状では中国､

アメリカなどをまねても勝ち目はなく(中国には国家政策を重点的にトップダウンで行う

システム､アメリカには寄付金を大量に提供する個人的支援体制がある)､違ったやり
かたを模索すべきであるo

4 *話題性､可能性だけでなく､継続的に商品､社員､売上が伸びている企業の例を発表 その他製造
して国民､大学を元気にする理想の｢大学発ベンチャー｣を育成して欲しいo当社は創
業11年目になるので､そろそろベンチャーから脱皮したいo

5 現在は販売が主な業務であるが､ゆくゆくは研究開発にも取り組みたいo海外展開も その他
検討しているo

6 大学発ベンチャーは､ⅠPOを目指すより､企業としての付加価値を高めることに注力 その他

(注)*印は現在の資本金｢1億円超｣の企業｡
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平成21年度 大学等発ベンチャーの企業戦略及び支援環境に関する意向調査のお願い

2010 年 3月 2日

文 部 科 学 省

科学技術政策研究所

日頃より､文部科学省の諸事業についてご理解ご協力いただき､ありがとうございます｡科学技術政策研

究所では昨年度に引き続き大学等発ベンチャーの経営者の皆様を対象とした意向調査を実施させていた

だくこととなりました｡経営者の皆様方におかれましては大変お忙しいところとは存じますが､調査の目的､

意義をご理解いただき､本調査にご協力くださいますよう何とぞよろしくお願いいたします｡

【調査の背景･経緯】

大学等(大学､大学共同利用機関､高専､独法)発ベンチャーは､大学等における研究成果の活用､イノ

ベーション創出の重要な担い手として期待されていることから､科学技術政策研究所では 2007年度(平成

19年度)より文部科学省研究環境･産業連携課の協力を得て大学等を対象に､ベンチャー創出や支援の状

況を調査しています｡昨年度からは大学等発ベンチャーの経営者の皆様方を対象とした意向調査を実施さ

せていただいております｡2008年度にご協力いただいた調査結果は 20的年 12月に報告書にとりまとめま

した(｢概要資料｣を同封させていただきました)0

【調査の目的･意義】

本調査はベンチャーの現状と課題を明らかにし､今後の支援施策についての示唆を得ることを目的とし

ています｡今年度は昨年度の調査項目を踏まえつつ､新規に①事業化状況､②ベンチャーの経営に携わ

っておられる大学等の教職員の方､に着目した項目を追加いたしました｡

調査分析結果に基づき､大学等発ベンチャーの現状と課題を大学等発ベンチャーと教職員双方の視点

から明らかにし､今後必要となるベンチャー支援方策について政府及び大学等の企画･立案に資するもの

としたいと考えております｡

【ご回答期限】 2010年 3月26日(金)

【調査方法】 wEB調査

本調査はすべてインターネット経由でご回答をお願いしております｡以下の URLにアクセスするとログイ

ン画面が表示されます｡下記の企業 NOとパスワードを半角の英数字で入力してください｡

URL http://www.surece.co.jp/1003nistep/
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(別添)

調査対象､結果の公表等

【同封資料】 ①調査-のご回答方法 (wEB調査の企業ID､パスワードを記載)

②2008年度にご協力いただいた調査結果の概要 (概要資料)

1. 調査対象 :

本調査は､大学等を対象に2009年 7-8月に科学技術研究所が大学等に対して実施したアンケート調査(辛

成 21年度 大学等発ベンチャーの現状と産学連携の現状と課題に関する調査)結果によって､所在が判明し活

動中と思われる大学等発ベンチャー約 1800社を対象とさせていただいております｡

なお本調査での大学等発ベンチャーの定義は､｢大学等における教育研究に基づく技術やビジネス手法をも

とにして新たに設立したベンチャー｣とし､2009年3月31日現在で国内に設立されているベンチャー(NPO法人

を除く)とします｡

2. ご回答者 経営者の方

※本調査での｢経営者｣とは､｢役職に関らず経営方針や経営計画を決める統括的･代表的立場の方｣とします｡

3. 設問数 :ご回答いただく内容によって異なりますが､最大で57の設問があります(自由記述含む)｡

4. 結果の公表

調査結果につきましては､科学技術政策研究所で分析の上報告書としてとりまとめ､結果を肝等で公表

する予定です｡統計的に処理した集計結果のみを公表し､個票結果をそのままの形で公表することはあり

ません｡ただし､自由記述については記述内容をそのまま公表させていただく場合があります (企業名は

公表しません)｡

調査結果についてフィー ドバックを希望される方には報告書公表の際に E-mailにて報告書の肝 ア ドレ

スをご連絡させていただきます｡フィー ドバックをご希望の場合は､ご回答者プロフィールでご回答者の

E-mailを記載いただいたうえで回答結果のフィー ドバックを ｢希望する｣を選択してください｡

5. 本調査に関する問い合わせ先

【調査内容について :設問の内容､成果の公表等】

文部科学省 科学技術政策研究所 第3調査研究グループ 担当 :小倉､小島

【wEB調査-のご回答方法にについて :アクセスの方法､WEB上のトラブル等】

株式会社 サーベイリサーチセンター 担当 :遠藤
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調査へのご回答方法

■調査画面へのログイン

本調査は､すべてインターネット経由でご回答をお願いしております｡以下のURLにアクセスするとログ

イン画面が表示されます｡下記の企業 NOとパスワードを半角の英数字で入力してください｡

ログインができない場合は､下記の調査方法に対する問い合わせ先までご連絡ください｡

URL http://www.surece.cojp/1003nistep/

■調査の注意点

○回答の流れ

設問番号順にご回答ください｡ただし､調査画面の最下段にある｢戻る｣ボタンを押すと､回答を遡って

修正することも可能です｡

○回答の中断､再開

ご回答を途中で中断し､後 日途中からご回答いただくことが可能です｡途中で中断する場合には必ず調

査画面の最下段にある｢途中保存｣ボタンを押してからウインドウを閉じるようにしてください｡送信内容の確

認ページで｢この内容で送信する｣を押すと回答が確定され､内容を修正いただくことはできませんo

O調査票の印刷

調査項 目の確認用として調査のメイン画面(下はメイン画面の一部)より調査票を一括ダウンロードするこ

とが可能です｡

調査票の一指ダウンロード

○回答状況の印刷 ･確認

調査画面の最下段にある｢回答状況の印刷･確認｣ボタンをクリックいただければ､回答状況の印刷や確

認が可能です｡

○調査へのアクセス人数

お伝えしている企業 ID､パスワードで調査画面に同時にアクセスできる人数は 1名です｡同時に複数の

方がアクセスすることはできません｡
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平成 21年度 大学等発ベンチャーの企業戦略及び支援環境に関する意向調査

【調査の意義･目的】

本調査は大学等発ベンチャー企業の現況と課題を把握することを目的としています｡今年度の

調査は昨年度調査を踏まえつつ､新たに｢事業化｣､｢関係する大学等にご所属の方(主に研究者

の方)｣に着目して調査することとしました｡特に｢関係する大学等にご所属の方｣に関する項目で

は､研究者の方が大学等発ベンチャーでどのような役割を担っているのか､またベンチャー活動

に関与することによって研究活動にどのような影響があるのか等を明らかにしたいと考えていま

す｡

【調査対象】大学等発ベンチャーの経営者の方(本調査での｢経営者｣とは､｢役職に関らず経営

方針や経営計画を決める統括的･代表的立場の方｣を指します)

【調査で用いる用語】

｢大学等｣とは､大学､大学共同利用機関法人､高等専門学校､独立行政法人研究所を指しま

す｡

｢大学等発ベンチャー｣とは､大学等における教育研究に基づく技術やビジネス手法をもとにして

新たに設立したベンチャーを指します｡

｢関係する大学等の方(人材)｣とは､｢起業時に関係した大学等に所属する(当時していた)方で､

貴社に技術シーズを提供したり､貴社の立ち上げに関与するなどして最も貴社と関係の深い(深

かった)方｣とします｡

【本調査の構成】

問1 企業概要

問2 経営者

問3 事業化 【今年度新規】

問4 課題

問5 将来展望

問6 大学等との連携

問7 関係する大学等の人材【今年度新規】

問8 研究開発

問9 知財

問10財務･資金調達

※ 回答内容によって設問数は異なりますが､最大で 57の設問があります(うち､自由記述7問)

ご回答者プロフィール

ご回答者氏名

企業名 (商号も含めた正式名称をご記入ください)

役職

TEL

E-mail

回答結果のフィードバック 希望する/希望しない
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問1 企業概要

以下､貴社についてご回答をお願いいたします｡

(1)代表者氏名 (ご回答者と異なる場合のみご記入ください)

(2)設立年月 西暦( )年( )月
(これまで組織名称等の変更がある場合､最初の設立年月をご記入ください)

(3)連絡先住所 〒( )-( )

(4)本社所在地都道府県 ((3)連絡先住所と異なる場合のみご記入ください)

(5)従業員数(役員含む)※勤務日数に関わらず､雇用関係のある人数でご回答ください○小数点以下のご 常勤 (正社員) 非常勤 (パート､アドバイザー等) 計

設立時( )名 設立時( )名 ( )名

現荏 ( )名主うち研究開発に係る 現荏 ( )名 ( )名
⇒うち研究開発に係る従 ( )名記入はできません○ 従業員 業負数

( )名 ( )名

(6)資本金※小数点以下のご記入はできません○ 設立時( )円 現在( )円

(7)事業内容 (主な製品.サービスなど簡単にご記入ください)

(8)業種 (製品や取り扱い商品､または営業収入や販売猿が多い業種)

(別添参考資料を参照のうえ､最も該当するものをひとつだけ選択してください)

製追 1.医薬品､医療に係る製造業
業 2.その他製造業(1.以外)

3.情報通信業 (ソフトウェア開発､インターネット関連サービスなど)

サ 4.医療業､医薬品製造､医療行為に係るサ-ビス業

lビ (病院､療術業､臨床検査､受託解析サービスなど)

ス莱 5.技術に関連したサービス業(4.以外)
6.その他サービス業(4.5.以外)

7.その他 (卸売業.小売業､農林 ･水産業､福祉業含む)

(9) (別添の参考資料を参照のうえ､貴社の事業に最も該当するものをひとつだけ選択してください)

科学技術分野 1.ライフサイエンス 2.情報通信 3.環境 4.ナノテク.材料

※ご回答必須でお願 5.エネルギ- 6.ものづくり技術 7.社会基盤

いしますo 8.フロンティア(宇宙開発､海洋開発) 9.その他

(10)主要な顧客 1.企業 (製造業) 2.その他企業 (製造業以外) 3.大学等 4.病院
5.官公庁 6.1.-5.以外の企業､機関 7.個人

主要な顧客の順 に上位 3つまでの番号を記入
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問 2経営者

【注】本調査での｢経営者｣は｢役職に関らず経営方針や経営計画を決める統括的･代表的立場の

左｣とします｡

(1)貴社ではこれまでに経営者の変更がありますか｡該当するものをひとつ選択しください｡

1.これまでに変更はないが､新しい経営者を探している､もしくは早急に探したい

2.これまでに変更はなく､当面変更の予定はない

3.1度変更があり､現在 2代目である

(2)現在の経営者のプロフィールについて以下ご回答ください｡

①年齢 (最も該当するものひとつ選択)
1.20代以下 2.30代 3.40代 4.50代 5.60代以上

i硬終学歴 (いずれかひとつを選択) (いずれかひとつを選択)

1. 高校 1.在学中

2.短大､高専､専門学校 2.中退/単位取得退学.満期退学

3. 大学学部4. 修士課程5. 博士後期課程 3.卒業/修了

学位区分/専門分野(最も該当するものひとつ選択)

1.人文科学 2.社会科学 3.理学 4.工学 5.農学 6.保健(医歯薬学)7.その

(3)現在の経営者の方には手本(ロールモデル)とするベンチャーや起業家がいらっしゃいますか｡

いずれかひとつを選択してください｡

1.手本とするベンチャーや起業家が家族や身近にいる

2.手本とするベンチャーや起業家は身近ではないがいる

(4)現在の経営者の職歴についてお訊ねします｡①貴社直前(ひとつだけ選択)と､②これまでに

勤務経験のある機関､企業/職種(経験のあるもののすべて)を以下ご回答ください｡

機関､企業 勤務経験のある職種 直前の役職(直前の勤務先が民間企業の方のみ)

選択肢 1.大早等 1.研究 1.社長.会長クラス

2.大企業(従業員 301名以 2.製品開発.製造.設 2.取締役クラス(1以外)

上) =計 3.部長クラス

3.中小企業(従業員21-300 3.営業 4.課長クラス

名) 4.経営企画 5.係長クラス

4.小規模/ベンチャー企業 5.財務.経理 6.役職なし

(従業員20名以下)5.その他( ) 6,その他( )

(彰貴社直前(ひとつ選択) ( ) ( ) ( )

②(彰以外でこれまで経額のあるもの(すべて選択)
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(5)現在の経営者の方がベンチャーに関与するようになった動機は何ですか｡動機として特に当

てはまるものを上位 3つまでご回答ください｡

1.自身の技術やアイデアを実用化するため

2.経営スキルを高めるため

3.新しいことに挑戦するため

4.ビジネス機会･市場があったから

5.周囲に薦められたから

6.解雇･リストラ､就職先が他になかったから

7,成功した起業家に刺激を受けたから

8.社会ニーズに応えるため

9.地域に貢献するため

10.その他 (

1位( )2位(

)

)3位( )

問 3事業化

【注】本調査での｢事業化｣とは､｢何らかの製品､サービスが販売されていること｣とします｡

(1)貴社での事業化状況についていずれかひとつを選択してください｡

1.何らかの製品､サービスを事業化(販売)済みである

(2)最初に事業化した製品やサービスについてお訊ねします｡まだ事業化されていない場合は､

事業化が最も早期に見込まれる製品やサービスについてご回答ください｡

①事業化した年(まだの方は見込みの年)､事業化の際に②基となった特許(出願中も含む)があ

るかどうか､③国や独法､自治体等の補助金等の利用があるかどうか､それぞれご回答くださ

い｡

①最初に事業化(販売)した年(まだの方は最初に事業化見込みの 西暦( )年

年)

②事業化の際に基となる特許の有無 あり/なし

(3)貴社では起業時から現在までに下記の点でビジネスプランを変更したことがありますか｡変更

がある場合は変更したものすべてを選択してください｡

起業時からビ 1.シーズとなる技術､アイデア

ジネスプランの 2.シーズの用途(開発の方向性)

変更あり 3.対象とする市場､顧客
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(4)貴社の設立以前に貴社のシーズとなった技術やアイデアを実用化もしくは発展させるべく､起

業以外の活動を試みられたことがありますか｡活動を試みられたことがある場合､どのような活動

を試みましたか｡吉武みた活動についてご存知の範囲ですべてを選択してください｡

問4 課題

(1)貴社が現在､課題と感じていることは何ですか｡課題として大きい順に上位 3つまで選び､そ

の番号をご記入ください｡

1. 資金調達(人件費)

2. 資金調達(研究開発資金)

3. 収益確保

4.オフィス､研究スペースの確保

5. 人材の確保

6.販路･市場の開拓

7.研究開発スピード､研究開発能力の向上

8. その他( )

課題として大きい順に3つまでの番号を記入

1位( ) 2位( ) 3位( )

問 5将来展望

(1)貴社の将来展望についてお訊ねします｡下記に示す活動について現時点でどの程度検討し

ていますか｡あるいはすでに達成済みですか｡最も該当する数字をそれぞれひとつ選択してく

ださい｡

まだ実施していない/途上である すでに達成済み全く検討して あまり検討し どちらともしヽ 少し検討して 強く検討して

いない ていない えない いる いる

1.株式公開 1 2 3 4 5 6

2.企業売却(全事業譲渡) 1 2 3 4 5 -

3.一部事業の譲渡 1 2 3 4 5 6

4.解散 1 2 3 4 5 -

5.1.-4.を目指さず現在の形態を維持し成長を目指す 1 2 3 4 5 -
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問 6 大学等との連携

【注】起業時に関係した大学等について､複数の大学等と関係のある場合は最も関係している1

艶盟について以下､ご回答くださいo

(1)起業時に最も関係した大学等の①種類と名称､②貴社との距離､③どのような関係にあった

かをお訊ねします｡それぞれの項目に回答してください｡

(丑大学等の種類と名称(ひとつ選択し､名称を記入してください) 1. 国立大学法人 個別名称をご記入ください

2. 公立大学 大学等名称

3.私立大学4.大学共同利用機関法人5. 高等専門学校6. 独立行政法人研究所 ( )

②大学等と貴社(本社も 1.1時間以内で移動できる

しくは支社)の距離 2.移動に 1時間以上かかる

③大学等との関係 1.大学等から生まれた特許を基に起業(大学等の教職員.研究職員や学生を発明人とする特許をもとに起業)

(該当するものすべてを選択して 2.特許以外の大学等の研究成果.技術の活用

ください) 3.大学等の教職員､学生.院生がベンチヤ-の設立に深く関与

(2)起業時に関係した大学等との連携を通じて期待することは何ですか｡期待度が大きい順に上

位から順に3つまで選び､その番号をご記入ください｡また期待している上位3項目の満足度につ

いてそれぞれ最も該当するものを選択してください｡

1. 大学等の施設.装置の利用

2.大学等からの支援(施設面以外)

3. 大学等や研究者との連携による信用力の獲得

4.新たなシーズの発掘

5. 大学等の特許移転や(貴社と共同での)新たな特許出願

6. 特許以外の技術上のノウハウの獲得

7. 大学等との連携による補助金等の獲得

8.人材の確保(卒業生や学生のインターン.アルバイトなど)

9. その他( )

連携で期待すること上位 3項目 期待する項目に対する満足度非常に不満 やや不満 普通 やや満足 非常に満足

1位( ) ⇒ 1 2 3 4 5

2位( ) ⇒ 1 2 3 4 5
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(3)貴社では起業時に最も関係した大学等からこれまでに学生･院生あるいはボスドクや卒業生

を社員やアルバイトもしくはインターンとして受け入れたことがありますか｡該当するものをひとつ

だけ選択してください｡またこれら人材を受け入れたことがある場合､直近 3年間(2007年以降)

に受け入れたことがあるかどうかを区別して回答してください｡

これまでに学生.院生､ボスドクや卒業生を受け入れたことがあり/あるが､ 1.直近 3年間(2007年以降)にも学生.院生､ボスドク､卒業生を

受け入れたことがある

2.直近 3年間には学生.院生､ボスドク､卒業生を受け入れたこと

はない

問7 関係する大学等の人材

【注】｢関係する大学等の方(人材)｣とは､問 6-1で挙げた起業時に関係した大学等に所属する

(当時していた)方で､貴社に技術シーズを提供したり､貴社の立ち上げに関与するなどして最も

貴社と関係の深い(深かった)方としてください｡

問 7-1プロフィール

(1)貴社に最も関係する大学等の方のお名前と､その方の貴社での雇用の状況や役職等につい

て貴社の起業時もしくはこの方が貴社に最初に関係した当時の状況で､以下､ご回答くださ

い｡

関係する大学等の方のお名前(ふりがな)

大学等での雇用状況等

(起業時もしくは貴社に最初に関係した当時)

大学等での雇用形態 大学等での貴社業務に関する兼業申請(ひとつ選択) 大学等での役職
(ひとつ選択) (ひとつ選択)

1.常勤(任期なし)2.常勤(任期付)3.非常勤4.雇用関係なし 1.兼業あり 1.教授 /同等の研究職員2.准(準)教授.助教授 /同等の研究職員3.講師.助教t助手 /同等の研究職員

(申請中含む) 4.ボスドク5.上記以外の教職員､研究員等6.院生.学生(在学中もしくは卒業後 1年以内)7.卒業生(卒業後 1年超)

(学生.院生､名誉教授等) 2.兼業なし

貴社での役職

(起業時もしくは貴社に最初に関係した当時)(ひとつ選択)

1.取締役.役員.理事(監査役以外)

2.監査役

3.従業員

4.顧問.アドバイザー

5.その他
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(2)貴社に最も関係する大学等の方の所属機関は､起業時(もしくは貴社に最初に関係した当

時)から変更がありますか｡該当するものをひとつ選択してください｡

最も関係する大学等の方は起業時(貴社に最初に関係した当時)の

1.所属先の大学等に変更はない(退職や卒業をしていない)

2.所属先の大学等から別の大学等や企業に異動した

3.所属先の大学等を退職した

(3)貴社に最も関係する大学等の方は貴社の経営者となったことがありますか｡該当するものを

ひとつ選択してください｡

最も関係する大学等の方は

1.現経営者である

2.これまでに経営者になったことがあるが､今は異なる

3.これまでに一度も経営者になったことはない

(4)貴社に最も関係する大学等の方の現在の年齢､経歴等以下ご回答ください｡

現在の年齢(いずれかひとつを選択) 20代以下/30代/40代/50代/60代以上

最終学歴 最終学歴 (いずれかひとつを選択) パいずれかひとつを選択)

1.高校 亘 在学中
2.短大､高専､専門学校 亘 中退/単位取得退学.

3.大学学部4.修士課程

5.博士後期課程

学位区分(最も近いものひとつを選択してください)

1.人文科学 2.社会科学 3.理学 4.工学 5.農学 6.保健(医歯薬学)7.その他(家

政､教育､体育､芸術等)

企莱藁 垂験 企業での勤務経験(貴社での経験は除く) あり / なし

企業での勤務年数(複数の企業での経験がある場合､合算した年数としてください) 約( )年間
※小数点第1位まで入力可能

以下の(5)～ (7)の設問は貴社に最も関係する大学等の方の起業時の大学等の役職が､教職

員､研究職員､ボスドゥの場合のみお訊ねします(院生･学生､卒業生の場合はご回答いただく必

要はありません)｡

(5)貴社に最も関係する大学等の方のご専門の研究分野として最も当てはまると思うものをひと

つだけ選択してください｡

1.ライフサイエンス 2.情報通信 3.環境 4.ナノテクノロジー.材料 5.エネルギー
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(6)貴社に最も関係する大学等の方の､貴社に関わる以前の産学連携および知財活動の経験に

ついてお訊ねします｡各項目で最も該当する数字を選択してください0

全く経験 あまり経 どちらとも 少し経験 非常に経

がなかつた 簾がなかった いえない があった 験があった

1.他のベンチャーでの活動 1 2 3 4 5

2.企業との共同研究 1 2 3 4 5

(7)貴社に最も関係する大学等の方の貴社での勤務時間は､現在週当たりでおよそ何時間です

か｡
およそ( )時間/週 ※小数点第 1位まで入力可能

問 7-2 関係する大学等の人材に対する意識調査

(1)ご回答者ご本人は｢最も関係する大学等の方(人材)｣と同一の方ですか｡該当する番号を選

択してください｡

回答者ご本人と最も関係する大学等の方(人材)は

1. 同じ方である ⇒問7-2(2)へ

(2)ベンチャー活動に参加したことによってご自身(研究室を含む)によい効果があったと思いま

すか｡該当する数字を選択してください｡

全く効果がなかった あまり効果がなかつ どちらともいえない それなりに効果があ 非常に効果があっ
た つた た

(3)(2)ベンチャーに関与したことで､ご自身､研究室に｢4.それなりに効果があった｣､｢5.非常

に効果があった｣と回答された方のみにお訊ねします｡ベンチャー活動に参加したことによって大

学等の教職員として具体的にどのような効果がありましたか｡効果を感じている度合いとして最も

該当する数字を選択してください｡

全く効 果 あまり効 どちらとも 少し効果 非常に効

を感 じていない 黒を感 じていない いえない を感 じている 黒を感 じている

1.社会ニーズの把握､社会との接点の増加 1 2 3 4 5

2.知財の権利意識の向上/特許出願に関わる機会の増加 1 2 3 4 5

3.出口(事業化)を意識した研究の実施 1 2 3 4 5

(4)大学等の教職員としてベンチャー活動に参加したことによって感じている/感じた効果につい

てご自由にご記入ください｡
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(5)大学等の教職員としてベンチャー活動を進めるうえで感じている/いた障害､問題点について

ご自由にご記入ください｡

(6)産学連携活動等は所属機関において評価されている/いたと感じますか｡各活動について最

も該当する数字を選択してください｡貴社に関与するようになって以降､所属機関のご変更がある

場合は最初の所属機関の状況でご回答ください｡

全く評価され あまり評価さ どちらともい それなりに評 非常に評価さ

ていない れていない えない 価されている れている

1_ベンチャー活動 1 2 3 4 5

2.企業との共同研究実績 1 2 3 4 5

3.発明件数 1 2 3 4 5

4.ライセンス実績 1 2 3 4 5

(7)ご自身のベンチャー活動や産学連携活動､知財活動に対する業績評価について要望や意見

があればご自由にご記入ください｡

(8)大学等の教職員としての活動の比重(ウェイト)のおき方について｢実際の活動の比重｣と｢理

想とする活動の比重｣それぞれお訊ねします｡各活動を合算して 100%になるよう以下ご回答くだ

さい｡※%は小数点以下のご記入ができません｡整数でご記入ください｡

実際の活動の比重 理想とする活動の比重

1.貴社に係る活動 ( )% ( )%

2.貴社以外との企業との連携に係る活動 ( )% ( )%

3.アカデミックな研究活動(1､2以外) ( )% ( )%

4.教育活動 ( )% ( )%

5.その他機関内の業務 ( )% ( )%

6.その他( ) ( )% ( )%

(9)(8)でご回答いただいた｢実際の活動の比重｣と｢理想とする活動の比重｣に関してのご意見

や､今後の活動の比重の置き方についてご意見等があればご自由にご記入ください｡
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問 8 研究開発

問 8-1 研究開発の有無

(1)貴社の事業は研究開発と関係していますか｡いずれかひとつを選択してください｡

以降の設問は(1)で｢1.研究開発と関係がある｣と回答された方のみにお訊ねします｡

(2)貴社では研究開発を単独で実施していますか｡あるいは大学等や企業等外部機関との共同

研究や研究の受託により連携して実施していますか｡いずれかひとつを選択してください｡

(3)(2)で｢2.外部と連携して研究開発を実施している｣と回答された方のみにお訊ねします｡研

究開発の連携の相手先として現状で最も重要な相手先をひとつだけ選択してください｡また重要

な相手先の所在地と貴社との距離について該当するものひとつを選択してください｡

①最も重要な研究開発の連携相手先 ②①で選択した相手先の所在地と貴社

(いずれかひとつを選択) との距離(いずれかひとつを選択)

1. 起業時に最も関係した大学等 1.1時間以内で移動できる2.移動に 1時間以上かかる

2. その他大学等

3, 大企業(従業員 301名以上)

4. 中小企業(従業員 21-300名以下)

5. 小規模/ベンチャー企業(従業員 20名以下)

間8-2研究開発に係る補助金等の応募･利用

【注】｢研究開発に係る補助金等｣とは､国や独法､自治体およびこれに関連する財団法人､団体

(商工会など)からの補助金､委託費､助成金を指すものとします｡

(1)現在､研究開発に係る補助金等の利用に関心がありますか｡最も該当する数字を選択してく

ださい｡

全く関心がない あまり関心がない 普通 少し関心がある 非常に関心がある

(2)直近 3年間(2007-09年度)に研究開発に係る補助金等へ応募したことがありますか｡また利

用の経験がありますかO該当するものをひとつだけ選択してくださいC

1.応募したことがあり､採択され利用したことがある

2.応募したことがあるが､採択されたことはない

3.応募したことはないが､今後､応募を検討したい

(3)補助金等に関して課題やご要望がありましたらご自由にご意見をご記入ください｡
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問 9 知財

問9-1知財に対する意識

(1)貴社の事業において特許の出願･取得･保有(他者から導入された特許を含む)や､特許以外

の技術上のノウハウを管理保護することは重要ですか｡それぞれ最も該当する数字を選択して

ください｡

全く重要でな あまり重要で 普通 やや重要で 非常に重要しヽ ない ある である

特許の出願.取得.保有.活用(他者から導入された特許を含む) 1 2 3 4 5

問9-2 特許活動の状況

【注】特許出願は研究者個人や大学等から出願したものを含めず､貴社から出願したもののみ

(貴社が出願人となっているものすべて)についてご回答ください｡

(1)特許活動のご経験についてお訊ねします｡経験の有無についていずれかひとつを選択してく

ださい｡

1.特許の出願(国内外を問わない) 経験あり / 経験なし

2.海外-の出願 経験あり / 経験なし

3.審査請求 経験あり / 経験なし

【注】PCT出願は海外への出願に含めてください｡

(2)(1)で1.特許の出願の｢経験あり｣と回答された方のみにお訊ねします｡特許の出願や取得･

保有･活用で課題となっていることは何ですか｡最も深刻な課題となっていることをひとつだ

け選択してください｡

1.特許の取得や維持に係る責用の捻出

2.出願や権利維持に係る社内の専門知識､人材の確保

3.有能で専門が合致する弁理士-のアクセス

4.特許として権利保護するか､ノウハウとして秘匿するかの選択

5.特許を基にしたビジネス展開､収益確保

問 10財務･資金調達

問 10-1起業時の資金源､現在の出資状況

【注】起業時の資金源には貴社設立から1年以内に利用したものについてご回答ください｡

(1)起業時の資金源についてお訊ねします｡該当するものをひとつ選択してください｡

1.起業時に自己資金(親族含む)のみを利用した

2.起業時に自己資金のほかに外部資金も利用した
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(2)起業時の資金源として利用額の多い順に上位 3つまで選択してください｡

1.自己資金(親族含む)

2.知人･友人/エンジェル(個人)

3.金融機関(ベンチャーキャピタル､銀行､政府系金融機関含む)による出資､ファンド

4.金融機関による融資

5.事業会社(金融機関以外)

6.公的な(国や独法､自治体等の)補助金､委託費等

7.その他(内容: )

起業時に自己資金以外で利用額の多いもの

1位( ) 2位( ) 3位( )

(3)貴社の現在の資本金の出資構成についてお訊ねします｡現在の出資者のうち､出資構成比

率の高い順に上位3つまで選択してください｡

1.自己資金(親族含む)

2.知人.友人/エンジェル(個人)

3.金融機関(ベンチヤ-キャピタル､銀行､政府系金融機関)､ファンド

4.事業会社(金融機関以外)

5.その他(内容: )

現在､出資構成比率の高いもの

問 10-2 直近 1年間の財務状況

【注】2009年 3月 31日または直近の決算日から遡る1年間分としてご回答ください｡

(1)直近 1年間の売上高､経常利益､研究開発費の金額をそれぞれご記入ください｡

またこれら直近の金額は前年度比で増加､減少していますか｡該当する番号をそれぞれひと

つずつ選択してください｡※金額は小数点以下のご記入はできません｡整数でご記入くださ

い｡

項目 直近 1年間の金額 前年度比での増減
(0円の場合も記入してください) (いずれかに○)

売上高 ( )円 1.増えている2.減っている3.変化なし

経常利益 (プラス.マイナスをご記入ください)( )円 1.増えている2.減っている3.変化なし

研究開発費* ( )円 1.増えている*研究のために使用した経費の総額 2.減っている
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問 10-3環境変化に対する認識､資金の充足状況

(1)直近 1年間での環境変化のお考えについてお訊ねします｡どのような変化を感じますか｡最も

該当する数字をそれぞれひとつ選択してください｡

非常に難しく やや難しくな 変わらない やや容易に 非常に容易

なった つた なった になった

1.金融機関による融資 1 2 3 4 5

2.金融機関や事業会社からの出資 1 2 3 4 5

3.株式公開 1 2 3 4 5

4.補助金等の獲得 1 2 3 4 5

5.販路開拓 1 2 3 4 5

6.人材確保 1 2 3 4 5

(2)現在の貴社での資金の充足状況をお訊ねします｡下記に示す資金について十分確保できて

いますか｡それぞれ最も該当する数字をひとつ選択してください｡

必要としている 必要としていない全く確保でき あまり確保でき 普通 やや確保でき 十分確保できて

ていない ていない ている いる

研究開発責 1 2 3 4 5 6

設備投資資金 1 2 3 4 5 6

(3)(2)で(資金が)｢全く確保できていない(1)｣もしくは｢あまり確保できていない(2)｣をひとつ以

上選択された方のみにお訊ねします｡資金が確保できないことによって貴社の研究開発や事業

展開､資金調達等にどのような影響が起きていますか｡具体的に貴社に生じた影響をご自由にご

記入ください｡

自由記述(ベンチャー活動に関する課題や要望などご自由にご記入ください)
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琵 琶 温 海 肖 轟 轟 義 貞 賢

(秩)つくばウェルネ

スリサーチ

(秩)ソフトイーサ

セルメディシン(秩)

(秩)ア･アトムテクノ

ル近大

(秩)アーマリン近大

(秩)メムス･コア

(秩)サイバー･ソリュ

ーションズ

･代表取締役社長/

筑波大学人間総合科学研究科准教授

久野 譜也 氏(2010年 2月 25日)

･代表取締役会長/筑波大学大学院博士課程前期

登 大遊 氏(2010年 3月 18日)

･代表取締役社長 大野 忠夫 氏

･社外取締役･筑波大学 人間総合科学研究科

教授 坪井 康次 氏(ともに2010年 3月 16日)

･代表取締役/近畿大学 原子力研究所 所長･教授

伊藤 哲夫 氏

(･取締役 野間 宏氏)

(･近畿大学 財務部ベンチャービジネス推進事業本部

次長 マネージャー(兼)同社取締役 関戸 智好氏)

(･近畿大学総務部長 田中栄二氏)

(ともに2010年 3月 2日)

t取緒役/近畿大学 理事･教授 熊井英水 氏

･取締役/近畿大学水産研究所 所長t教授 村田 修

氏(ともに2010年 3月 9日)

･東北大学原子分子材料科学高等研究機構 教授 江

刺 正喜 氏(2010年 3月 15日)

･代表取締役 本間 孝治氏(2010年 3月 16日)

筑波大学

筑波大学

筑波大学/

理化学研究所

近畿大学

近畿大学

東北大学

東北大学 ･代表取締役社長 GlennMansfieldKeeni氏

(2010年 3月 16日)

(注)所属､役職はインタビュー時点のもの.同席者は括弧書きとし､本文中のインタビュー対象者数の 23名には含めていないQ
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(秩)セルシード

=lJ-/ir7-(a)

スパイバー(秩)

東京女子医科大学

慶鷹義塾大学

慶鷹義塾大学

ヒューマン･メタポロ 慶鷹義塾大学

-ム.テクノロジーズ

(秩)

アキュメンバイオプア 九州大学

-マ(秩)

アネロファーマ･サイ

エンス(株)

信州大学

･社外取締役､東京女子医科大学教授･先端生命医科

学研究所所長 岡野光夫氏

･東京女子医科大学 先端生命医科学研究所 客員教

授･チーフメディカルイノベーションオフィサー

江上美芽氏 (ともに2010年 5月 24日)

･(樵)セルシード 代表取締役 長谷川幸雄氏･

取締役最高財務責任者 管理部門長 細野恭史氏

(ともに2010年 6月 1日)

･代表取締役社長 吉田博一氏

･取締役 常務執行役員(技術開発･商品開発担当)商

品企画部長兼電源システム部長 河上清源氏

(ともに2010年 5月 25日)

･代表取締役社長 関山和秀氏

･相談役 菅原潤一氏(ともに2010年 10月27日)

･代表取締役社長 菅野隆二氏

(2010年 11月 16日)

･テクニカルアドバイザリーボード/慶鷹義塾大学 先端

生命科学研究所 教授 曽我朋義氏

(ともに2010年 10月 27日)

･代表取締役社長兼 cEO 鍵本忠尚氏

(2010年 12月 6日)

･代表取締役社長 三嶋徹也氏

(･鎌田文子氏)

(2010年 11月 18日)

･取締役/信州大学大学院 医学系研究科 加齢適応

医学専攻 分子腫癌学分野教授 谷口俊一郎氏

(2010年 12月 10日)

(注)所属､役職はインタビュー時点のものO同席者は括弧書きとし､本文中のインタビュー対象者数の 23名には含めていないo
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科学技術政策研究所における大学等発ベンチャー調査に関連するこれまでの報告書

調査資料 157｢平成 19年度大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査｣2008年 8A.

NISTEPREPORT131｢イノベーションシステムに関する調査 第 5部 ベンチャー企業環境

報告書｣2009年 3月.

調査資料 173｢大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 2007-08｣2009年 12月.

調査資料 189｢大学等におけるベンチャーの設立状況と産学連携･ベンチャー活動に関す

る意識｣2010年 9月.
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謝辞

本調査の執筆にあたり､大学等発ベンチャーの経営者の皆様方にアンケート調査にご協力いただいた｡

今回インタビューさせていただいた13社のベンチャーの経営者の方や研究者の方､また関係者の方々

にも､長時間に渡りインタビューにご協力いただき､貴重な情報､資料もいただいた｡また榊原座長を始

めとする大学等発ベンチャーアドバイザリー委員会の委員各位には調査の設計や報告書のとりまとめの

際に有益なご意見や建設的なアドバイスをいただいた｡

また本調査研究に関して､文部科学省研究振興局 研究環境･産業連携課 技術移転推進室やTST､

当研究所の関係者の方々から貴重なご意見をいただいた｡

皆様方にこの場を借りて心より感謝を申し上げます｡

実施体制

本調査の設計､実施､分析､報告書執筆は文部科学省科学技術政策研究所が担当した,アンケート

の依頼状の送付､wEBアンケートの画面の構築､運用は株式会社サーベイリサーチセンター(社会情報

部 リサーチ 1課 遠藤倫代ほか)が担当した｡

担当(調査票設計､実施､分析､報告書執筆)

小倉 都 文部科学省科学技術政策研究所 第 3調査研究グループ 上席研究官

調査補助

小島 和歌子 文部科学省科学技術政策研究所 第 3調査研究グループ 事務補助員

(2010年 3月まで)



大学等発ベンチャー調査 2010

-2010年大学等発ベンチャーへのアンケートとインタビューに基づいて-

2011年 5月

問い合わせ先

文部科学省科学技術政策研究所 第 3調査研究グループ

〒100-0013東京都千代田区霞が関 3-2-2中央合同庁舎第 7号館東館 16階

TEL:03-3581-2419 FAX:03-350313996



http://vw .nistep.goJP




